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総 務 常 任 委 員 会 記 録 

 

１．会議日時 

  平成２９年３月１０日（金）午前９時５６分 開会 

  平成２８年１１月１５日（）午後５時 ５分 散会   

１．場所 

  ３０１会議室 

 

１．出席委員 

  委 員 長 三好義治 副委員長 福住礼子 委  員 野口 博 

  委  員 村上英明 委  員 中川嘉彦 

 

１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  市 長 森山一正  副市長 奥村良夫 

市長公室長 乾 富治  同室次長兼人事課長 大橋徹之   

同室参事兼秘書課長 門川好博 

広報課長 荒井陽子  政策推進課長 川西浩司  同課参事 上田和生 

人権女性政策課長 船寺順治  

総務部長 杉本正彦   同部次長兼市民税課長 豊田拓夫 

総務課長 松方和彦  防災管財課長 古賀順也  財政課長 石原幸一郎   

情報政策課長 槙納 縁  固定資産税課長 中西利之  納税課長 岩見賢一郎 

工事検査室長 松波利彦  会計管理者兼会計室長 牛渡長子   

選挙管理委員会・監査委員・公平・固定資産評価審査委員会事務局長 井口久和 

同局次長 山下 聡 

消防長 樋上繁昭  消防本部次長兼消防署長 明原 修 

同部参事兼総務課長 橋本雅昭  警備課長 木下正雄  予防課長 松田俊也   

警防第１課長 幸田英基  同課参事 大坪孝志 

警防第２課長 納家浩二  同課参事 林 州次 

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤井智哉 同局総括主査 田村信也 
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１．審査案件（審査順） 

  議案第 １号 平成２９年度摂津市一般会計予算所管分 

  議案第 ９号 平成２８年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分 

議案第 ５号 平成２９年度摂津市財産区財産特別会計予算 

  議案第１２号 平成２８年度摂津市財産区財産特別会計補正予算（第１号） 

議案第２３号 摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第１９号 摂津市附属機関に関する条例の一部を改正する条例制定の件所管分 

議案第２０号 摂津市職員の退職管理に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

  議案第２１号 摂津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例

制定の件所管分 

  議案第２２号 一般職の職員の給与に関する条例及び摂津市企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定の件所管分 
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（午前９時５６分 開会） 

○三好義治委員長 ただいまから、総務常

任委員会を開会します。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 過日の本会議の代表質問に引き続きま

して、委員会を開催していただきまして、

大変ありがとうございます。 

 本日は、この委員会に付託されました９

件の議案についてご審査をいただくわけ

ですが、何とぞ慎重審査の上、ご可決いた

だきますよう、よろしくお願いいたします。 

 一旦退席させていただきます。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は、中川委員

を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

 暫時休憩します。 

（午前９時５７分 休憩） 

（午前９時５８分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第１号所管分及び議案第９号所管

分の審査を行います。 

 本２件について、補足説明を求めます。 

 杉本総務部長。 

○杉本総務部長 おはようございます。 

 それでは、議案第１号、平成２９年度摂

津市一般会計当初予算のうち総務部等の

所管につきまして、目を追って主なものに

ついて補足説明をさせていただきます。 

 まず歳入ですが、２０ページ、款１市税、

項１市民税、目１個人は、前年度に比べ８，

１８０万円の増額です。 

 目２法人は、前年度に比べ１億１，６７

０万円の減額です。 

 項２固定資産税、目１固定資産税は、前

年度に比べ１億９，２１０万円の増額です。 

 目２国有資産等所在市町村交付金及び

納付金は、前年度と同額です。 

 項３軽自動車税は、前年度に比べ２，３

１０万円の増額です。 

 ２２ページ、項４市たばこ税は、前年度

に比べ２，０００万円の減額です。 

 項５都市計画税は、前年度に比べ２，１

２０万円の増額です。 

 款２地方譲与税、項１地方揮発油譲与税

は、前年度と同額です。 

 項２自動車重量譲与税は、前年度に比べ

３００万円の減額です。 

 ２４ページ、款３利子割交付金は、前年

度に比べ１，０００万円の減額です。 

 款４配当割交付金は、前年度に比べ５，

３００万円の減額です。 

 款５株式等譲渡所得割交付金は、前年度

に比べ１，４００万円の減額です。 

 款６地方消費税交付金は、前年度に比べ

８，９００万円の減額です。 

 ２６ページ、款７ゴルフ場利用税交付金

は、前年度と同額です。 

 款８自動車取得税交付金は、前年度に比

べ１，５００万円の増額です。 

 款９地方特例交付金は、前年度に比べ７

００万円の減額です。 

 款１０地方交付税は、前年度と同額です。 

 ２８ページ、款１１交通安全対策特別交

付金は、前年度に比べ１００万円の減額で

す。 

 款１３使用料及び手数料、項１使用料、

目１総務使用料は、庁舎施設等使用料です。 

 ３０ページ、目５土木使用料は、市営住
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宅使用料及び市営住宅用地使用料です。 

 ３２ページ、項２手数料、目１総務手数

料は、税務諸証明手数料、税務督促手数料、

審査請求提出書類写し等交付手数料及び

審査請求主張書面写し等交付手数料です。 

 ３８ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目４土木費国庫補助金は、市営

住宅居住環境改善のための社会資本整備

総合交付金です。 

 ４０ページ、項３委託金、目１総務費委

託金は、基幹統計調査委託金及び統計調査

員確保対策事業委託金です。 

 ４６ページ、款１５府支出金、項３委託

金、目１総務費委託金は、府税徴収事務委

託金です。 

 ４８ページ、款１６財産収入、項１財産

運用収入、目１財産貸付収入は、土地貸付

収入です。 

 目２利子及び配当金は、各種基金利子で

す。 

 項２財産売払収入は、土地売払収入です。 

 ５０ページ、款１７寄附金は、一般寄附

金です。 

 款１８繰入金、項１特別会計繰入金、目

１財産区財産特別会計繰入金は、財産区財

産特別会計からの繰入金です。 

 項２基金繰入金、目１財政調整基金繰入

金は、前年度に比べ２億４，２９６万５，

０００円の増額です。 

 目２公共施設整備基金繰入金は、前年度

に比べ１億８５７万５，０００円の増額で

す。 

 目６減災基金繰入金は、前年度に比べ５

億４，０５８万９，０００円の減額です。 

 ５２ページ、款１９諸収入、項１延滞金

加算金及び過料、目１延滞金は、前年度と

同額です。 

 項２市預金利子、目１市預金利子は、前

年度に比べ７万円の減額です。 

 項３貸付金元利収入、目３家屋被害復旧

資金貸付金元金収入は、前年度に比べ８万

３，０００円の減額です。 

 項４雑入、目１滞納処分費は、前年度に

比べ１万３，０００円の増額です。 

 ５４ページ、目２雑入は、市町村振興協

会交付金などです。 

 ５８ページ、款２０市債は、前年度に比

べ３億８，４６０万円の減額です。本年度

発行予定の市債は、目１総務債は旧味舌小

学校校舎解体等事業債及び総合体育館建

設事業債、目２民生債は災害援護資金貸付

債、目３土木債は一津屋第一団地外壁等改

修事業債、目４消防債は化学消防ポンプ自

動車整備事業債及びデジタル防災行政無

線システム整備事業債、目５教育債は小学

校増築改修事業債です。借り入れの限度額

及び借り入れ方法等は、９ページの第３表

地方債に記載のとおりです。 

 続いて歳出ですが、６６ページ、款２総

務費、項１総務管理費、目１一般管理費は、

７０ページまで記載のとおり、その多くが

内部事務経費です。 

 目２文書広報費は、文書の郵送や印刷等

の経費です。 

 ７２ページ、目３会計管理費は、会計事

務にかかる経費です。 

 目４財産管理費は、庁舎や集会所にかか

る維持管理経費等です。 

 ７６ページ、目９電子計算費は、庁内の

電子計算処理経費です。 

 ８４ページ、目１７諸費は、地区集会所

補修費補助金です。 

 目１８財政調整基金費から目２０減災

基金費は、それぞれの基金利子を積み立て

るものです。 

 ８６ページ、項２徴税費、目１税務総務
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費及び８８ページ、目２賦課徴収費は、税

務事務にかかる経費です。 

 ９４ページ、項５統計調査費、目１統計

調査総務費は、統計調査にかかる経費です。 

 ９６ページ、目２基幹統計調査費は、統

計法に基づく各種基幹統計調査にかかる

経費です。 

 続いて１５４ページ、款７土木費、項５

住宅費、目１住宅管理費は、市営住宅管理

経費です。 

 次に１６０ページ、款８消防費、項１消

防費、目４災害対策費は、防災対策にかか

る経費等です。 

 次に１９２ページ、款１０公債費、項１

公債費、目１元金は、前年度に比べ７億５，

３１０万４，０００円の減額です。 

 目２利子は、前年度に比べ６，１６５万

８，０００円の減額です。 

 次に１９４ページ、款１２予備費は、前

年度と同額です。 

 以上、平成２９年度摂津市一般会計当初

予算の補足説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第９号、平成２８年度

摂津市一般会計補正予算第５号のうち、総

務部等の所管につきまして補足説明いた

します。 

 まず歳入ですが、１４ページ、款１市税、

項４市たばこ税、目１市たばこ税は、たば

こ製造者等が市内小売業者に売り渡した

申告本数の増加により、９億２，０００万

円増額しています。 

 １６ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目１総務費国庫補助金について

は、番号制度システム整備補助金の追加内

示により、３３４万６，０００円増額して

います。 

 １８ページ、項３委託金、目１総務費委

託金については、基幹統計調査委託金を６

２万４，０００円減額しています。 

 ２０ページ、款１６財産収入、項１財産

運用収入、目２利子及び配当金は、財政調

整基金など各基金の運用利子が確定した

ことにより、８４万５，０００円減額して

います。 

 項２財産売払収入、目１不動産売払収入

は、２億７，６００万円減額しています。 

 款１７寄附金、項１寄附金、目１寄附金

については、一般寄附金を増額しています。 

 ２２ページ、款１８繰入金、項１特別会

計繰入金、目１財産区財産特別会計繰入金

は、１万７，０００円増額しています。 

 項２基金繰入金、目２公共施設整備基金

繰入金は、事業債の確定により３０５万５，

０００円減額しています。 

 款１９諸収入、項４雑入、目１滞納処分

費は、１７万７，０００円減額しています。 

 款２０市債、項１市債、目６教育債、小

学校屋内運動場改修事業債は、国の補正予

算に伴い新たな同意が見込まれるもので

す。その他の項目については、事業費の確

定に伴い、起債発行額を変更しています。

借り入れ限度額及び借り入れ方法などは

７ページからの第４表地方債の補正に記

載のとおりです。 

 続いて歳出ですが、２６ページ、款２総

務費、項１総務管理費、目１一般管理費、

２８ページ、目２文書広報費、目４財産管

理費、３０ページ、目９電子計算費、３２

ページ、目２０減災基金費については、決

算見込みにより減額するものです。 

 目１８財政調整基金費については、利子

相当分の増額や、今回の補正財源を調整す

るため、歳入歳出の差額を積み立てるもの

です。 

 目２１土地開発基金費については、基金

の運用利子が確定したことにより増額す
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るものです。 

 ３４ページ、項２徴税費、目１税務総務

費及び目２賦課徴収費については、決算見

込みにより減額するものです。 

 ３８ページ、項５統計調査費、目１統計

調査総務費及び目２基幹統計調査費につ

いては、決算見込みにより減額するもので

す。 

 ６０ページ、款７土木費、項５住宅費、

目１住宅管理費については、決算見込みに

より減額するものです。 

 ６２ページ、款８消防費、項１消防費、

目４災害対策費については、東日本大震災

に係る水道料金減免に伴う水道事業会計

繰出金の増額があるものの、決算見込みに

より減額するものです。 

 ７２ページ、款１０公債費、項１公債費、

目１元金及び目２利子については、決算見

込みにより減額するものです。 

 以上、平成２８年度摂津市一般会計補正

予算第５号の補足説明とさせていただき

ます。 

○三好義治委員長 次に、乾市長公室長。 

○乾市長公室長 それでは、議案第１号、

平成２９年度摂津市一般会計当初予算の

うち、市長公室に係る事項につきまして、

目を追って主なものについて補足説明を

させていただきます。 

 まず歳入でございますが、一般会計当初

予算書の４６ページ、款１５府支出金、項

３委託金、目１総務費委託金では、人権啓

発の事業にかかる人権啓発活動委託金を

計上いたしております。 

 続きまして５４ページ、款１９諸収入、

項４雑入、目２雑入では、広報せっつ及び

市ホームページへの広告掲載料、退職者の

上下水道部での在職期間に応じ、水道事業

会計から収入する退職手当水道事業会計

負担金、下水道事業会計から収入する退職

手当下水道事業会計負担金、大阪府後期高

齢者医療広域連合等から収入する派遣職

員にかかる給与等負担金、臨時非常勤職員

等雇用保険個人掛金を計上いたしており

ます。 

 次に歳出でございますが、６６ページ、

款２総務費、項１総務管理費、目１一般管

理費では、秘書業務を初めとする市長公室

各課にかかわります事務執行経費のほか、

人事課で所管しております職員研修、労働

安全衛生、職員健康管理、職員厚生会関係

などの予算を計上いたしております。 

 ７０ページ、目２文書広報費では、ホー

ムページのリニューアルにかかる経費な

どを計上いたしております。 

 ７４ページ、目５企画費では、政策推進

課にかかる事務経費などを計上いたして

おります。 

 ７８ページ、目１１女性政策費では、男

女共同参画推進審議会の運営に要する経

費などを計上いたしております。 

 同じく７８ページ、目１２男女共同参画

センター費では、男女共同参画センターの

講座開設並びに相談業務等、事業運営に要

する経費などを計上いたしております。 

 ８４ページ、目１７諸費においては、人

権啓発推進事業や平和施策推進事業の経

費などを計上いたしております。 

 人件費にかかわります予算につきまし

ては、１９８ページからの給与費明細書を

ご参照いただくよう、お願いします。 

 平成２９年度当初予算の給与費は、特別

職にかかる予算として４億４６４万９，０

００円、一般職にかかる予算として４６億

２，９１１万８，０００円、総額５０億３，

３７６万７，０００円を計上いたしており

ます。前年度当初予算と比較いたしますと、
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約６．２％、３億３，３０１万１，０００

円の減額となっております。これらの給与

費の内訳は、それぞれの予算科目において

計上いたしており、報酬が２億６，３３４

万５，０００円、給料が２１億４，８９８

万８，０００円、職員手当が１８億１，７

８６万４，０００円、共済費が８億３５７

万円となっております。 

 次に、一般職の給与費の主な増減額につ

いてご説明申し上げます。 

 給与費全体では、２億８，９５１万５，

０００円の減額となっております。この内

訳は、給料で４，７８６万６，０００円の

減額、職員手当で２億２，８６９万２，０

００円の減額、共済費で１，２９５万７，

０００円の減額でございます。それぞれの

主な要因についてでございますが、給料の

減額は給与改定による４９０万１，０００

円の増額のほか、普通昇給分として８８８

万５，０００円の増額となったものの、採

用・退職等の職員の異動などにより、６，

１６５万２，０００円の減額となったこと

によるものでございます。 

 職員手当の減額は、制度改正に伴うもの

として扶養手当の支給額の改正により、９

８万４，０００円の増額、勤勉手当の支給

率の引き上げにより１，９４６万２，００

０円の増額となったものの、退職予定者数

が前年度に比べ減少することに伴い、退職

手当が２億９３７万４，０００円の減額と

なったことが主な要因でございます。 

 共済費の減額は、採用・退職等の職員の

異動が主な要因でございます。 

 続きまして、議案第９号、平成２８年度

摂津市一般会計補正予算第５号のうち、市

長公室に係る事項につきまして補足説明

をさせていただきます。 

 まず歳入についてでございますが、１６

ページ、款１４国庫支出金、項２国庫補助

金、目２民生費国庫補助金では、臨時福祉

給付金及び年金生活者等支援臨時福祉給

付金の対象者数の精査などにより、補助対

象経費を減額いたしております。 

 １８ページ、款１５府支出金、項２府補

助金、目１総務費府補助金では、総合相談

事業交付金については交付基準が見直さ

れたことにより減額いたしております。 

 次に歳出についてでございますが、２６

ページ、款２総務費、項１総務管理費、目

１一般管理費では、賃金、旅費など、経常

経費について決算見込みにより減額いた

しております。 

 ２８ページ、目２文書広報費では、決算

見込みにより委託料を減額いたしており

ます。 

 同じく２８ページ、目５企画費では、決

算見込みによる旅費の減額及び大阪市隣

接都市協議会において、各市から分担金を

徴収しないこととされたことによる負担

金の減額をいたしております。 

 ３０ページ、目１１女性政策費及び目１

２男女共同参画センター費を決算見込み

により、それぞれ減額いたしております。 

 ３２ページ、目１７諸費では、修繕料な

どについて、決算見込みにより減額いたし

ております。 

 ４４ページ、款３民生費、項１社会福祉

費、目８臨時福祉給付金等給付事業費では、

対象者数の精査などによる減額をいたし

ております。 

 次に人件費にかかわります補正予算に

つきましては、７４ページからの給与費明

細書をご参照いただくようお願いします。 

 特別職の給与費につきましては、総額で

１，０６０万円の減額となっております。

この内訳は、市長、副市長にかかるものが



- 8 - 

 

２２６万８，０００円の増額、議員にかか

るものが６３３万６，０００円の減額、そ

の他の特別職にかかるものが６５３万２，

０００円の減額でございます。 

 それぞれの主な要因についてでござい

ますが、市長、副市長にかかる増額につき

ましては、前副市長への退職手当の支給に

より増額となったことが主な要因でござ

います。議員にかかる減額につきましては、

１名が欠員となったことが主な要因でご

ざいます。その他の特別職にかかる減額に

つきましては、決算見込みによる減額でご

ざいます。 

 次に一般職の給与費につきましては、給

料で１，１８５万８，０００円、共済費で

３１２万円を減額いたしておりますが、こ

れは育児休業等を取得する職員や年度途

中に退職する職員が生じたことが主な要

因でございます。 

 退職手当では、３，９２７万４，０００

円の増額となっております。これは時間外

勤務手当を１，０００万３，０００円減額

したものの、年度途中での退職者が生じた

ことなどに伴い退職手当において５，６６

６万６，０００円の増額となったことが主

な要因でございます。 

 以上、議案第１号、平成２９年度摂津市

一般会計予算及び議案第９号、平成２８年

度摂津市一般会計補正予算第５号の補足

説明とさせていただきます。 

○三好義治委員長 樋上消防長。 

○樋上消防長 それでは、議案第１号、平

成２９年度摂津市一般会計当初予算のう

ち、消防本部に係る事項につきまして、目

を追ってその主なものについて補足説明

をさせていただきます。 

 まず歳入でございますが、予算書３４ペ

ージ、款１３使用料及び手数料、項２手数

料、目５消防手数料は、危険物設置許可等

及び検査手数料、保安三法設置許可等及び

検査手数料などでございます。 

 ３８ページ、款１４国庫支出金、項２国

庫補助金、目５消防費国庫補助金は、緊急

消防援助隊設備整備費補助金でございま

す。 

 ４６ページ、款１５府支出金、項２府補

助金、目７消防費府補助金は、大阪航空消

防運営費補助金及び権限移譲交付金でご

ざいます。 

 ５６ページ、款１９諸収入、項４雑入、

目２雑入は、消防団員退職報償費及び近畿

道救急業務実施市町村交付金などでござ

います。 

 次に歳出でございますが、概要につきま

しては予算概要９６ページから１０１ペ

ージにかけて記載しておりますので、あわ

せてご参照願います。 

 予算書１５６ページ、款８消防費、項１

消防費、目１常備消防費は、９億６，５９

３万３，０００円で、前年度と比較して４．

９％、４，４６９万２，０００円の増額と

なっております。 

 賃金は、１名分の事務嘱託員賃金でござ

います。 

 旅費は、大阪府立消防学校等への職員研

修派遣にかかる普通旅費などでございま

す。 

 需用費は、消防活動業務用品及び職員の

貸与被服の購入並びに消防車両、消防庁舎

の修繕等維持管理経費でございます。 

 役務費は、一般加入回線及び携帯電話な

どに伴う通信運搬費、並びに消防活動用ボ

ンベ検査手数料などでございます。 

 １５９ページ、委託料は、消防庁舎の清

掃、庁舎設備等の保守管理及び味生出張所

庁舎の改修工事、管理委託が主なものでご
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ざいます。 

 使用料及び賃借料は、消防本部庁舎の土

地借り上げ、仮眠用寝具借り上げ及びトイ

レ消臭器借り上げなどでございます。 

 工事請負費は、災害対応特殊化学消防ポ

ンプ自動車のぎ装工事及び味生出張所の

外壁等、改修にかかる経費でございます。 

 備品購入費は、救助活動に使用する資機

材、救命ボート及び災害対応特殊化学消防

ポンプ自動車の車両購入にかかる経費で

ございます。 

 負担金補助及び交付金は、消防ヘリコプ

ター運営にかかる負担金、消火栓新設修理

負担金、救急救命士養成等の職員教育訓練

派遣負担金、救急安心センター負担金及び

指令センター共同運用等負担金などでご

ざいます。 

 １６０ページ、目２非常備消防費は３，

８１９万２，０００円で、前年度と比較し

て２２．７％、１，１２１万７，０００円

の減額となっております。 

 報酬は、消防団員に支給する消防団員報

酬でございます。 

 報償費は、退職消防団員に対する報償金

でございます。 

 旅費は、火災出動、訓練及び火災予防啓

発活動等の費用弁償でございます。 

 需用費は、分団配備の消防車両２９台及

び小型動力ポンプ２２台の維持管理経費

でございます。 

 備品購入費は、小型動力ポンプ１台の更

新経費でございます。 

 負担金、補助及び交付金は、消防団員等

公務災害補償等共済基金の掛金及び消防

団施設の補修等に対する消防施設整備費

補助金などでございます。 

 続きまして、議案第９号、平成２８年度

摂津市一般会計補正予算第５号のうち消

防本部にかかる主な部分につきまして、補

足説明をさせていただきます。 

 補正予算書６０ページ、款８消防費、項

１消防費、目１常備消防費、節１８備品購

入費は、救急自動車及びオゾン水除染シス

テム購入にかかる執行差金を減額するも

のでございます。 

 ６２ページ、節１９負担金、補助及び交

付金は、吹田市・摂津市消防指令センター

共同運用にかかる負担金を決算見込みに

より減額するものでございます。 

 以上、議案第１号、平成２９年度摂津市

一般会計予算及び議案第９号、平成２８年

度摂津市一般会計補正予算第５号のうち

消防本部にかかる事項の補足説明とさせ

ていただきます。 

○三好義治委員長 井口総合行政委員会

事務局長。 

○井口選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 それ

では、議案第１号、平成２９年度摂津市一

般会計当初予算のうち、公平委員会、固定

資産評価審査委員会、選挙管理委員会、監

査委員にかかわります項目につきまして、

目を追って補足説明をさせていただきま

す。 

 歳出の７６ページ、款２総務費、項１総

務管理費、目７公平委員会費及び目８固定

資産評価審査委員会費につきましては、委

員報酬など事業実施にかかる経費でござ

います。 

 ９０ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、委員報酬など事

業実施にかかる経費でございます。 

 目２市議会議員一般選挙費につきまし

ては、本年９月２９日、任期満了となりま

す摂津市議会議員の選挙にかかる執行経

費でございます。 
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 ９６ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、委員報酬など事業

実施にかかる経費でございます。 

 以上、当初予算の補足説明とさせていた

だきます。 

 続きまして、議案第９号、平成２８年度

摂津市一般会計補正予算第５号のうち、公

平委員会、固定資産評価審査委員会、選挙

管理委員会、監査委員にかかわります項目

につきまして、目を追って補足説明をさせ

ていただきます。 

 まず歳入の１８ページ、款１４国庫支出

金、項３委託金、目１総務費委託金につき

ましては、参議院議員通常選挙にかかる執

行経費の確定に伴い減額するものでござ

います。 

 ２２ページ、款１９諸収入、項４雑入、

目２雑入につきましては、神安土地改良区

総代会総代総選挙にかかる執行経費の確

定に伴い減額するものでございます。 

 次に歳出の３０ページ、款２総務費、項

１総務管理費、目７公平委員会費及び目８

固定資産評価審査委員会費につきまして

は、事業費の精査に伴い減額するものでご

ざいます。 

 ３６ページ、項４選挙費、目１選挙管理

委員会費につきましては、事業費の精査に

伴い減額するものでございます。 

 目２参議院議員通常選挙費、目３市長選

挙費、目４神安土地改良区総代会総代総選

挙費につきましては、執行経費の不用額を

減額するものでございます。 

 ４０ページ、項６監査委員費、目１監査

委員費につきましては、事業費の精査に伴

い減額するものでございます。 

 以上、補正予算の補足説明とさせていた

だきます。 

○三好義治委員長 説明が終わり、質疑に

入ります。 

 中川委員。 

○中川嘉彦委員 おはようございます。そ

れでは、質問をさせていただきたいと思い

ます。 

 まず、財政全般の話からさせていただき

たいと思います。 

 市長は、市政運営の基本方針の中で、経

常収支比率が平成２７年度決算は前年度

より３．３ポイント減少し９６．４％とな

り、市債残高もピークの１，０５５億円か

ら約６１０億円に減少させることができ

たと。加えて、主要基金が７４億円積み上

がって１４６億円にすることができたと

言われました。今、地域・地元では、「摂

津市はお金持ちになったんやろう」、「借金

はなくなったんでしょう」、「黒字なんでし

ょう」と財政がよくなったことを多くの市

民の方から言われます。そこで、財政課と

しての現状認識をお教え願います。 

 次に、中期財政見通しですが、歳入の今

後予想で平成２８年度１７２億９，０００

万円、平成２９年度１７３億１，０００万

円、その後は１６０億円程度で推移すると

予想されています。現在の状況と認識をお

教え願います。 

 次に、また中期財政見通しの歳出ですが、

人件費、平成２８年から職員数１０％削減

目標とされ、扶助費は平均５％増が予想さ

れるとなっています。具体的にもう少し数

字でわかりやすく、幾らぐらい削減され、

幾らぐらいふえるのか、数字でお示しいた

だきたいと思います。 

 次に、摂津市まち・ひと・しごと創生総

合戦略を作成した政策推進課の観点から、

持続可能な行政運営をどのようにお考え

なのでしょうか。お教え願います。 

 次に予算書２０ページ、歳入の市税を見
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ると、微増で近年は推移しています。その

中でも軽自動車税が平成２７年度８，７０

０万円、平成２８年度８，９００万円、今

年度１億１，３００万円と、今年度は予算

が少し急な伸びのような気がします。何か

原因があるのでしょうか。お教え願います。 

 次に予算概要１６ページ、ホームページ

事業ですが、市政運営の基本方針でも全面

リニューアルするとのことですが、平成２

８年度１，０１７万７，０００円、平成２

９年度２，２２５万４，０００円と約倍増

となっています。リニューアルの内容をお

教え願います。また、多額のお金を使うの

ですから、リニューアル後のアクセス数だ

とか、バナー広告数など、何か数値目標を

設けているのか、設けられるのか、そのお

考えをお教え願いたいと思います。 

 次に予算概要１６ページ、市立集会所管

理事業ですが、修繕費が平成２８年度１，

０７７万７，０００円、平成２９年度６０

０万円に減額になっています。内容と集会

所の修繕計画の優先順位についてお教え

願います。 

 次に予算概要１８ページ、市有財産管理

事業のうち老朽化した公共施設の更新問

題は深刻で重要な問題だと思っています。

公共施設等経営計画推進業務委託料４７

５万２，０００円となっています。摂津市

公共施設等総合管理計画が、今、３月２０

日までパブリックコメントをされていま

す。公共建築物について、今後４０年間の

更新費用の総額は１，０２８億円、年平均

約２６億円となる予想をされています。今

後どのように進めていかれるのか、お教え

願います。 

 次に予算概要１８ページ、庁舎管理事業

の市庁舎ＥＳＣＯ事業支援業務委託料４

８１万７，０００円となっていますが、内

容とどのような成果・メリットがあるので

しょうか。お教え願います。 

 次に予算概要１８ページ、市有財産管理

事業の旧味舌小学校校舎解体等工事で１

億８，５３２万８，０００円ですが、今後

のスケジュールをお教え願います。 

 次に予算概要２０ページ、情報化推進事

業で、市長の市政運営の基本方針にもあり

ました統合型ＧＩＳの導入を進めていく

と言われましたが、内容と何がどのように

利便性がよくなるのか、効率がよくなるの

か、お教え願います。 

 次に予算概要２２ページ、男女共同参画

センター管理事業ですが、国が一億総活躍

社会を提唱する中、女性が社会で活躍でき

るように行政として後押しすることは大

切なことです。アベノミクスでも、日本が

発展するためには女性の社会進出が欠か

せないと重要課題の一つに掲げています。

そこで、男女共同参画センター管理事業、

そして男女共同参画センター講座開催事

業があります。これらの事務事業をもとに

男女共同社会を目指す目的施設として、男

女共同参画センター・ウィズせっつを拠点

にさまざまな活動を展開してきました。ウ

ィズせっつでは、平成２９年度、具体的に

どのような取り組みを通じて男女共同参

画の理念を広めていかれるのでしょうか。

活動内容をお教え願います。 

 次に予算概要２２ページ、女性人材育成

事業で、報償金４９万６，０００円となっ

ています。また男女共同参画センター講座

開催事業としても、報償金８２万円となっ

ています。備考によれば、要するに両方と

も男女共同参画社会に向けた講座開催に

要する費用なのだと思われます。二つの報

償金はどのように異なるのでしょうか。女

性人材活用事業と男女共同参画センター
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講座開催事業の違いをお教え願います。ま

た、それぞれ平成２９年度の詳しい事業展

開をお教え願います。 

 次に予算概要２２ページ、人権女性政策

課ですが、男女共同参画社会の進捗状況を

はかるバロメーターの一つとして、各種委

員への女性の登用率があると思います。現

在の女性の登用率はどれぐらいになるの

でしょうか。お教え願います。 

 次に予算概要２８ページ、人権啓発事業

ですが、人権啓発推進事業、人権啓発指導

事業など、人権啓発という言葉で始まる事

業が４つあります。人権課題に対して行政

として多くの切り口からアプローチされ

ている姿勢を感じることができ、高く評価

いたします。代表質問でもありましたが、

最近ではＬＧＢＴ、マタニティハラスメン

トなど、我々の人権を侵すさまざまなハラ

スメントが取りざたされています。そこで、

人権啓発推進事業は主にどのような人権

侵害に対しての啓発を推進されるのでし

ょうか。また、どのような方法で市民の人

権意識を高められるのでしょうか。具体的

な啓発方法についてもお教え願います。 

 次に予算概要２８ページ、いじめ問題再

調査委員会事業１０万４，０００円となっ

ていますが、さきの代表質問でも話題にな

りましたが、どのような方が委員に選任さ

れ、委員にはどんな資質が必要なのでしょ

うか。お教え願います。 

 予算概要３６ページ、市議会議員一般選

挙事業５，７４９万１，０００円計上され

ていますが、近年の投票率低下傾向をどの

ように認識されているのか、また投票率ア

ップに向けた具体的な方策はあるのでし

ょうか。お教え願います。 

 次に、予算概要１０ページ、職員健康管

理事業１，０６０万８，０００円ですが、

職員の健康管理は非常に大事なことです。

年に一度の健康診断の健診内容、検査項目

をお教え願います。 

 次は消防関係に入らせていただきます。 

 消防職員は、日々、危険の最前線に立っ

ていただき、厳しい訓練をこなされ、いざ

というときのために鍛錬されていること

と思います。しかし、そんな中で、今月５

日には山岳遭難の救助訓練中に長野県で

防災ヘリが墜落し、９人の消防職員が亡く

なられました。また先月２６日には、東京

都の府中消防署で２３歳の男性消防士が

ロープに絡み宙づりになって亡くなられ

ました。一人で訓練していての事故だと言

われています。本当にお悔やみ申し上げま

す。 

 市民、国民を守る消防職員は、本当に命

の危険と隣り合わせの過酷な仕事だとい

うことがわかります。日々の訓練の中にも

いろんな危険が潜んでいるということで

す。手順や操作、行動ミス、ヒューマンエ

ラーで、重大な事態になります。そこで、

本市消防で日常的な訓練の安全確保は十

分なのでしょうか。安全対策に何か問題は

ありませんでしょうか。お教え願います。 

 次に予算概要９６ページ、消防本部の人

件費ですが、平成２７年度が９３人で７億

１，５１６万５，０００円、平成２８年度

が９３人で７億４，６２６万１，０００円、

平成２９年度が９３人で７億５，４２３万

円と予算計上されてきましたが、摂津市の

安心安全のかなめである消防職員数は、ど

ういう状況で、どういうご認識なのでしょ

うか。お教え願います。 

 次に予算概要９６ページ、消防職員教育

訓練派遣事業ですが、当初予算主要事業の、

「消防・救急救助体制が充実したまちにし

ます」の中で、実火災体験型訓練指導研修
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に職員を３名派遣して、消防隊員の技能向

上や指導者養成することだと思いますが、

まず実火災体験訓練の具体的な内容をお

教え願います。 

 次に予算概要９６ページ、消防庁舎管理

事業の庁舎改修工事２，１２８万円となっ

ていますが、内容をお教え願います。 

 次に予算概要９８ページ、警備課の自主

防災組織用ポンプ整備事業１１２万９，０

００円で、２台更新するとなっていますが、

更新計画をお教え願います。また、自主防

災組織の意義もお教え願います。 

 次に予算概要９８ページ、警備課の消防

本部車両・資機材整備事業で、消防ポンプ

自動車ぎ装工事６，３３５万３，０００円、

機械器具費１，７５６万７，０００円、こ

の合計が化学ポンプ車の購入費だと思い

ますが、過去における化学ポンプ車の実動

実績及び企業消防団の化学ポンプ車の所

有状況をお教え願います。 

 次に予算概要９８ページ、同じく警備課

の消防本部車両・資機材整備事業で、備考

欄に救命ボート更新にかかる経費となっ

ていますが、どれだけの金額を何に使って

いるのでしょうか。救命ボートでの救出実

績及び保有状況、救命ボートを使った訓練

内容など、あればお教え願います。 

 次に予算概要９８ページ、応急手当普及

啓発活動事業ですが、ＡＥＤは交番に置い

ていただけることになりましたが、それ以

外の場所にさらに置いていただくことを

考えているのでしょうか。例えば自治会、

消防団、コンビニなど、お考えをお教え願

います。 

 次に予算概要１００ページ、警備課の消

防団車両・資機材整備事業で、消防団器具

費で１６０万６，０００円となっています。

これは鳥飼和道分団の小型動力ポンプ１

台の更新費用だと思いますが、各分団所有

の消防車両の更新状況、保有台数、分団ご

との維持費をお教え願います。 

 次に予算概要１０２ページ、防災管財課

の情報収集伝達体制整備事業のデジタル

防災行政無線整備工事１億９，２００万円

となっています。アナログからデジタルに

整備すると、何がどのように変わるのでし

ょうか。利便性、聞きやすさなど、性能向

上の内容を改めてお教え願います。 

 最後に、予算概要１０２ページ、自主防

災組織支援事業の防災マップですが、平成

２７年度は香和、鳥飼中、今年度は味舌東、

別府と順次作成されていくということで

すが、本当に私はいい取り組みだと思って

います。自分たちのまち、自分たちの地域

を、自分たちが真剣に考えるすばらしい取

り組みです。防災マップが平成２７年度に

できた二つの自治会は、今年度、自主防災

訓練で何かマップができたことにより、新

たな訓練を取り入れられたのでしょうか。

お教え願います。 

○三好義治委員長 答弁を求めます。 

石原課長。 

○石原財政課長 それでは、財政課にかか

ります３点のご質問にご答弁申し上げま

す。 

 まず１点目が、現状の財政課としての現

状認識ということであったかと思います。 

 委員がおっしゃられましたように、確か

に現状では経常収支比率、また実質公債比

率などの健全化判断比率などの財政指標

についても、ほぼ改善しております。また、

毎年黒字決算も計上しておりますし、これ

まで基金の温存もでき、市債の残高も減少

しているところでございます。 

 これ一つは、言えることはやはりこれま

での行政改革の成果があったと言えるか
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と思います。ただ、それぞれ一つ一つの指

標の分析といいますか、そちらのほうをし

ていきますと、例えば経常収支比率の場合、

平成２７年度、先ほど言われましたように

９６．４％ということになっておりまして、

対前年度比で３．３ポイントの改善となっ

ております。大阪府内の平均でいきますと

９４．４％となりますので、まだ２ポイン

ト、若干上回っているという状況でござい

ます。 

 この改善の要因としましては、やはりこ

れまでどおり扶助費とそれに伴います繰

出金については、これまでどおり増加して

おるんですけども、その増額以上に歳入の

面で地方消費税交付金ですけども、今年度

はその増収が歳出の増額を上回ったとい

うところで改善したと。言うなれば、歳出

の経常経費の削減によって改善できたこ

とではないということからいえば、財政課

としては、これは一過的な改善であるとい

うふうに考えているところでございます。 

 もう一つ、実質公債比率でいいますと、

平成２７年度で５．３％と、対前年度比で

約１．０ポイント改善しております。こち

らのほうは府内平均でいいますと５．４％

ですので、０．１ポイント下回っている状

況で、かなり改善のほう進んでるというふ

うに読めるんですけども、北摂７市で対比

しますと、豊中市を除くほか５市は、本市

のこの指数よりも大きく下回っておりま

す。先ほどおっしゃられましたように、ピ

ーク時から市債残高でいいますと約５

８％程度削減できておるんですけども、財

政課としましては今後も市債残高をさら

に削減していく必要があるというふうに

考えております。 

 市債残高に対しまして基金残高につき

ましても、平成２７年度末で約１４６億円

となっております。この積み立てた内容に

ついては、やはりこれまでの行革の成果も

ございます。それ以上に財政課として考え

ているのは、平成１８年度からのたばこ税

の増収分、これが大体約８２億円程度ござ

います。それと土地売払収入、昨年の吹田

操車場跡地も含めまして約８７億円計上

しておりまして、合わせて１６９億円とい

うふうになっております。ということにな

りますと、これらの臨時的な収入がなけれ

ば、今既に基金は底をついているという状

況であるというふうに考えておりますの

で、これらのことから考えますと、やはり

財政構造が決してよくなったということ

ではなくて、これまでどおり脆弱な財務体

質であるということには変わりがないと

いうふうに考えております。 

 財政課としては、これらの一過的な財政

指標の改善等、臨時的な収入による基金の

積み上げによって、これまでのやはり財政

規律というものが緩むことがないように、

しっかりと手綱を締めて、今後の行政需要

にもしっかりと応えていけるように、引き

続き改善・改革を進めて、安定した財政構

造の構築を図っていかなければならない

というふうに考えているところでござい

ます。 

 それと続きまして、中期財政見通しの中

での歳入の現状と対応というところでご

ざいます。 

 歳入の中で、先ほどおっしゃられました

数字は市税の数字だったかと思うんです

けども、中期財政の見通しの中では平成２

８年度で約１７２億円、平成２９年度で約

１７３億円と、その後は税制改正の影響等

によって１６０億円台というふうに見込

んでおるところでございます。 

 ただ、平成２８年度ではまだ決算が出て
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おりませんが、補正第５号に上げています

ように、たばこ税の増収が見込まれており

ます。中期財政見通しから言いますと、額

は大きく上回るものというふうに見込ん

でおります。ただ、来年度以降もこのたば

こ税が見込めるのか、また景気回復のほう

がどうなるのかと、歳入の見通しというの

は非常に難しいところがございます。また、

外部環境が短期的に大きく変化すること

も考えますと、歳入については上振れも下

振れも今後予想されるというところでご

ざいますので、作成時にできるだけ最新の

情報をしっかりと取り入れて精査して作

成していきたいというふうに考えており

ます。 

 それと市税といいますか、歳入の対応と

いうところで言いますと、やはり全体では

債権の確保でありますとか、国・府補助金

の確保、また市債の発行を行ったり、受益

者負担の適正化と、それらのことが考えら

れるのではないかというふうに考えてお

ります。 

 次に、歳出での人件費と扶助費の具体的

な数字というところでございます。 

 人件費につきましては給与改定等もご

ざいますので、なかなか単純には出せない

ところもございますが、先ほどの職員数の

１０％の削減ということもありますので、

単純に計算しますと、職員数を約６００名

としても１０％で約６０名です。現在、職

員一人当たりの人件費の平均が８００万

円と見ますと、４億８，０００万円の減が

見込める、職員数の１０％減でその分が見

込めるんではないかと考えております。 

 扶助費のほうにつきましては、平成２７

年度の決算のほうで約８７億円となって

おりますので、単純にそれに５％をかけた

数字としまして約４億円、毎年の増額が出

てくるということになりまして、平成３０

年度には１００億円を超える扶助費にな

る見込みというふうに試算しているとこ

ろでございます。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、持続可能な行

政運営をどのように進めていくのかとい

うお問いに対してお答えいたします。 

 先ほど財政課長から答弁がありました

ように、財政的には数字の上では一定危機

的な状況は脱していると感じております。

ただ、この先のことを考えた場合、いろい

ろ問題がございます。例えば、いわゆる２

０２５年問題によります扶助費の増加、ま

た公共施設の老朽化による建て替え等、そ

れから生産年齢比率の減少によります税

収の落ち込み、これらの不安材料は将来を

見通した場合、大変多くございます。 

 このような中、この摂津市を１０年先、

２０年先、５０年先と健全な状態で行政運

営を続けていくには、二つの方法があると

思っております。一つ目は、予算の選択と

集中でございます。つまり、時代の流れに

応じまして、時代の流れに合わない事業を

見直しまして、新たなニーズのある事業へ

と予算を振り分ける。これが一つです。 

 もう一つは、これからの行政を担う人材

育成、つまり我々職員のスキルアップ、能

力アップでございます。組織は人なりとも

申します。ましてや本市のような小さな自

治体では、我々職員一人一人の頑張り、能

力、努力、これらが全て行政運営を大きく

左右すると考えております。それゆえ人材

に一層磨きをかけることが必要でござい

ます。このような選択と集中、予算の選択

と集中、それから人材育成が非常に大切だ

と考えております。 

 また、総合戦略をつくりまして、本市の
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魅力をアップいたしまして、弱点を補う。

こういう活動をしておりまして、その中で

も子育て支援の充実をうたっております。

これらの子育て支援の充実に取り組むこ

とで、若い世代の転入増加を目指しまして、

また転出を防止する。このような取り組み

を通じましても持続可能な行政運営、これ

らを進めてまいるつもりでございます。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 それでは私から、軽自

動車税の伸びた要因についてご答弁申し

上げます。 

 まず、平成２８年度において軽自動車税

の大幅な税率の改正がありました。全体的

に税率が上がる改正でしたが、グリーン化

特例など、軽減される内容もございました。

私ども増減を精査して見込んでおりまし

たが、その予算計上時においては、この軽

減する内容について、データが少なかった

もので、歳入欠陥とならないために厳しく

見込んだため、過少の予算計上となったと

ころでございます。 

 平成２９年度の予算計上に当たりまし

ては、平成２８年度の状況を見ながら予算

計上し、このたび大きな伸びとなったとこ

ろでございます。 

○三好義治委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 それでは、ホームページ

のリニューアル内容について、ご答弁申し

上げます。 

 リニューアルに当たって主眼に置くの

は、見る人、発信する人の双方にとってわ

かりやすく、使いやすくすることであり、

必要な情報が探しやすいホームページを

構築することであると考えております。 

 現在のホームページは平成２０年度に

導入したものであり、情報の掲載量がふえ

て、システムの構成も複雑になっておりま

す。リニューアルに当たりましては、各課

との調整を密に図ることが必要であると

考えており、詳細は今後詰めてまいります

が、掲載情報の分類や視線誘導などの見直

し、デザインの変更、災害時用ページの構

築などを予定しております。また、職員が

情報発信しやすい仕組みとすることも重

要であると考えております。 

 次に、ホームページにかかる数値目標に

ついてでございますが、現在は総アクセス

数とトップページのアクセス数を毎月出

しております。月平均のアクセス数につき

ましては、第４次総合計画基本計画の達成

度をはかる指標の一つとなっております。

今後も推移を見てまいります。 

 また、バナー広告の数についてでござい

ますが、こちらは経済状況や事業者の経営

判断に左右されますので、数値目標として

は考えておりません。 

○三好義治委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 防災管財課にかか

わります６点の質問にお答えいたします。 

 まず、市立集会所の修繕費減額の内容と

集会所の修繕計画における優先順位につ

いてということで、平成２８年につきまし

ては経常的な集会所の維持管理費に加え

て、老朽化が著しかった第１２集会所の屋

根及び外壁等の大規模改修、これに約４０

０万円ほど計上いたしておりましたけれ

ども、平成２９年度については大規模修繕

費を計上いたしておりませんことから、そ

の分の減額となっております。 

 集会所の修繕計画における優先順位で

ございますけれども、今回策定いたします

公共施設等総合管理計画の方針に基づき

まして、まずは次年度において施設点検マ

ニュアルを活用しながら現況調査を行っ

た上で、集会所のあり方も含めて検討して
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まいりたいと考えております。 

 次、２点目の摂津市公共施設等総合管理

計画の中で、多額な更新費用について今後

どのように進めていくのかということに

ついてお答えいたします。 

 まずは公共施設等総合管理計画、経営的

な視点をもって実現していくためには、ま

ずは推進体制を整えていく必要があると

考えております。そのために計画担当、ま

た管財担当、営繕担当からなる専任組織の

構築ですとか、あと組織横断的な連絡会を

設置いたしまして、施設情報の一元管理で

すとか情報共有、また施設点検、ファシリ

ティマネジメントの視点を持った人材育

成を行ってまいりたいと考えております。 

 ご質問にありました４０年間で約１，０

２８億円の更新費用ということをお示し

しておりますけども、本計画において直近

の課題としてます２０２２年のところで

も大規模改修工事費が予定しております。

そのためには今後この５年間の間で改修

工事など優先順位の決定ですとか、予算反

映のプロセスを構築して、財政支出の縮減

と平準を図りながら、老朽施設に対する適

切な予防保全を図っていきたいと考えて

おります。 

 次に３点目です。市庁舎ＥＳＣＯ事業支

援委託料の内容とＥＳＣＯ事業導入のメ

リットでございますけれども、平成２９年

２月にプロポーザルを実施いたしまして、

最優秀のＥＳＣＯ事業者を決定したとこ

ろでございます。来年度ではありますけれ

ども、契約等の手続を進めていくに当たり

まして、契約書の作成ですとか、また本市

とＥＳＣＯ事業者の間でのリスク分担を

明確にする必要があることから、リスク分

担表の作成支援ですとか、また工事期間中

の中間検査や竣工検査の立ち会い等の支

援業務を専門のコンサルに委託するもの

でございます。 

 また、このＥＳＣＯ事業のメリットでご

ざいますけども、特に大きなメリットとい

たしましては、省エネルギー効果が得られ

るのだけではなくて、設備更新事業費の縮

減ですとか、光熱水費の縮減が図れたこと

でございます。 

 続きまして、旧味舌小学校の解体工事の

スケジュールでございますけれども、平成

２９年度の当初に入札を行いまして、６月

議会にお諮りして、承認をいただいた後に

地元説明会を開催し、解体工事を開始して

いくということで考えております。なお、

工期につきましては平成２９年６月ない

しは７月ころから、年度をまたぎますけど

も平成３０年９月ごろまでを解体のスケ

ジュールということで予定しております。 

 ５点目のデジタル防災行政無線に関す

るお問いについて、お答えいたします。 

 今回、デジタル化に伴いまして聞き取り

やすさについては、デジタル波はアナログ

に比べてノイズの少ないクリアな放送が

可能となります。またデジタル移行時には

屋外スピーカーをこれまでのものと比較

して明瞭性が高く、また音の遠達性が高い

スピーカーの設置も予定いたしておりま

すので、聞き取りやすさについては向上す

るものであると考えております。 

 最後６点目の防災マップづくりの策定

でございますけれども、昨年度取り組んだ

二つの自治会が自主防災訓練で、このマッ

プを活用した訓練を取り入れてるかどう

かというお問いですけれども、防災マップ

の内容を取り入れた訓練につきましては、

２８年度については実施できていないと

聞いております。しかし、両自治会ともマ

ップ作成がもちろん最終目的ということ
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ではありませんし、特に鳥飼中自治会にお

きましては、マップづくりを通して災害時

要援護者制度についての構築、またこの問

題点についても引き続き検討をされてお

られるところでございます。一方、香和自

治会におきましても、ＨＵＧ訓練を通して

避難所運営について学ぶなど、それぞれの

自治会におかれましては高い目的意識を

もって地域防災力の向上に努めていただ

いてるところでございます。防災マップの

内容を取り入れた訓練の実施については、

行政もサポートできるように取り組んで

いきたいと考えておるところでございま

す。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 それでは、統合型Ｇ

ＩＳについてのご質問にお答えいたしま

す。 

 現行、地図情報につきましては各課が保

有管理を行っております。摂津市地域情報

計画におきましても一元管理することで

保守委託料の縮減や新たな活用を見出す

ことにより、幅広い活用を図ることを掲げ

ております。 

 平成２９年度には、まず現行、スタンド

アローン端末１台で運用されております

道路台帳システムを、ベースとなりますシ

ステム、クラウド型ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰへ

移行して、所管課を初め下水道事業課や下

水道業務課、水みどり課など関係各課が使

用できるようにいたします。 

 また、要援護者台帳、住居表示や防犯灯

の設置箇所など、そういった情報も今回構

築をする統合型ＧＩＳに集約をし、効率的

かつ多様な利用につきまして今後検討を

進めてまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 男女共同参画

社会の取り組みについて、お答え申し上げ

ます。 

 男女共同参画の取り組みにつきまして

は、現在改定を進めております第３期男女

共同参画計画の改定版の内容について、着

実に計画を進めてまいりたいというふう

に考えております。 

 具体的に男女共同参画センターについ

てどのような活動をされているのかとい

うことにつきましては、女性も男性も性別

にかかわらず一人ひとりが個人として尊

重され、対等な関係を築き、ともに責任を

担う男女共同参画社会の実現を目指す拠

点施設ということで取り組んでおります。 

 特に活動に当たりましては、男女共同参

画活動をされております各種団体等と協

働しながら事業を進めております。平成２

９年度につきましては、１年間を通じて行

いますカレッジにつきましては「子育てし

やすいまちをつくろう」というテーマで開

講する予定にしております。またそれ以外

にも男女共同参画社会に向けた啓発普及、

学習機会提供のための講座や参画団体と

共同したイベント等に取り組んでまいり

たいというふうに考えております。 

 次に、予算概要２２ページの女性人材育

成の報償金と男女共同参画センターの講

座開催事業の報償金の違いは何かという

お問いでございます。 

 先ほども申し上げましたように、女性リ

ーダーを育成するためのウィズせっつカ

レッジの開校に当たる部分につきまして

は、１年間を通じて受講していただく内容

になりますので、１０回の講師謝礼として

計上しております。 

 またそれ以外の講座や講演会、イベント

等に参加していただくための費用、また、

それに参加いただくための講師等の謝礼
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については、男女共同参画開催事業の報償

金というような形で計上させていただい

ております。 

 続きまして、審議会等の具体的な登用率

についてお答え申し上げます。 

 本市の状況でございますが、平成２６年

４月の時点でございますが、行政委員会、

農業委員会でありますとか、公平委員会の

委員につきましては、全体で３２名ござい

まして、女性委員の数は５名で、参画率は

１５．６％になっております。附属機関に

つきましては、各種審議会等の内容になり

ますが、委員数が４６５名中、１６３名で

３５．１％になってございます。その他の

委員、市政モニターでありますとか、都市

計画マスタープランの内部会議でありま

すとか、そういう部分につきましては６８

名の委員中２４名が女性の委員で３５．

３％、全体で参画率でいいますと３４％の

参画率になってございます。 

 他市との比較ではどうなのかというこ

とでございますが、具体的に他市の状況は

残念ながら調べておりませんけども、今大

阪府からいただいておる資料によります

と、大阪府全般におかれましては審議会等

における女性委員の登用状況は、大阪府で

は２９．８％になっておりまして、国にお

いては３５．９％になってるというふうに

把握しております。 

 続きまして、人権啓発事業とは具体的に

はどのようなことを行っているのかとい

うことでございます。 

 人権啓発推進事業につきましては、特に

人権週間の期間を中心にさまざまな事業

を行っております。街頭啓発でありますと

か、人権を考える市民のつどい、啓発懸垂

幕の掲示と、また公用車による録音テープ

での巡回なども実施しております。また、

人権啓発事業につきましては、人権協会と

協力いたしまして、各地区で人権協会の校

区に委員の皆様が市民に向けての啓発活

動も実施していただいております。 

 続きまして、いじめ問題再調査委員会に

はどのような委員を考えているかという

ご質問でございます。 

 現状のいじめについてはさまざまな観

点で検討していく必要がございます。現在

考えております委員会の構成につきまし

ては、人数は５人以内で考えておりまして、

教育・法律・医療・福祉・心理等に関する

専門知識、経験のある者を考えております。 

○三好義治委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、選挙管理委員会にかかりますご質

問にご答弁申し上げます。 

 まず、近年の投票率低下傾向について、

選管としてどのような認識を持っている

のかというお問いでございます。 

 例えば昨年執行されました市長選です

とか、一昨年の府議選のように、前回と比

較すれば投票率がアップしている選挙も

ございますが、委員おっしゃいますとおり、

長期的スパンで見れば全国的に投票率の

低下傾向は続いているということで、この

現在の傾向が今後も続くようでありまし

たら、選挙を通じた代議制民主主義の信頼

性が問われることになりかねないと危惧

するところでございます。 

 では、具体的に投票率アップに向けてど

のような取り組み、方策があるのかという

ことでございますが、これは過去の委員会

でもご答弁させていただきましたとおり、

各選挙におきまして６０歳以上の高年齢

層の投票率、これは一定高い率を維持され

ておりますが、若年層の投票率が伸びない
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ということで、いかに若年層の投票率を向

上させていくか、その点にポイントを絞り

まして、それによって全体の投票率のボト

ムアップを図っていきたいというふうに

考えておりまして、具体的には例えば３か

月に１回、定時登録されます新有権者、１

８歳の方の新有権者の方に対しまして、本

市選管独自、オリジナルで作成いたしまし

た「とってもかんたん！！投票の手順」と

いう、これはイラストで投票の手順を説明

したチラシですとか、公益財団法人明るい

選挙推進協会から提供を受けました「池上

彰のマンガで分かる投票ガイドブック」、

こういった資料を送らせていただきまし

て、選挙に初めて触れる方が親しみやすく、

選挙について理解できるように、初めての

投票に不安なく投票所にお越しいただけ

るような、そういう常時啓発を現在続けて

いるところでございます。また、選挙が近

づいてまいりましたら、選挙時啓発のほう

もまた取り組んでまいりますので、常時啓

発と選挙時啓発、この両輪で投票率向上に

取り組んでいきたいというふうに考えて

おります。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 職員の健康診断に

かかりますご質問にご答弁申し上げます。 

 職員の健康診断につきましては、労働安

全衛生法に基づきまして、年に一度、定期

で実施しているところでございます。 

 健診項目につきましては労働安全衛生

規則に記載がございまして、予算概要のほ

うにも一部記載をさせていただいており

ますけれども、項目的には身長、体重、視

力、聴力の検査、胸部エックス線、血圧測

定、貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、

血糖検査、尿検査、心電図検査等になって

おります。本市の場合、加えて一部のがん

検診についても別途実施をしているとこ

ろでございます。 

○三好義治委員長 橋本参事。 

○橋本消防本部参事 それでは、消防にか

かります３点の質問にお答えいたします。 

 まず、消防職員についてですが、消防職

員の条例定数は９３名でございます。現在、

消防職員数は９１名で、うち３名が女性職

員でございます。これは平成２７年に１名、

２８年に１名、職員が早期退職したもので

ございます。正規職員９１名と再任用職員

４名で、現在９５名体制で消防業務に従事

しております。 

 なお、来年度には消防職員を採用し、条

例定数９３名体制で業務にあたる予定で

ございます。 

 続きまして２点目ですが、実火災体験訓

練指導研修についてでございますが、消防

学校で平成２５年から実火災体験型訓練

を実施しており、本市消防職員から延べ３

名を派遣しました。この訓練は、近年火災

件数の減少に伴います消防職員の現場活

動の経験不足を補うために、火災の実態、

危険性等について知識・技術を習得しまし

て、消防隊員としてさらなる技術の向上を

図るために、実火災体験型訓練施設を使用

しまして、実際の火災を想定した訓練を実

施しております。 

 本年度から実火災体験訓練を指導する

職員を養成することを目的に３名を派遣

しており、来年度にも３名を派遣する予定

でございます。 

 続きまして、庁舎の改修工事についてで

ございますが、この庁舎改修工事は、昭和

６３年に建築された味生出張所の外壁等

の改修工事でございます。味生出張所につ

きましては、大きな改修工事は実施してい

ないものの約３０年が経過しており、老朽
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化が進んでいることから、消防庁舎営繕計

画に基づきまして、今年度、味生出張所の

実施設計を行い、その設計に基づきまして

クラックの補修、外壁塗装、屋上防水を実

施するものでございます。 

○三好義治委員長 納家課長。 

○納家警防第２課長 それでは、消防署所

管分、２点についてお答えいたします。 

 まず、消防訓練時の安全管理についてお

答えします。 

 消防は市民等の安全・安心を確保するた

め、火災等災害に対応するため、日々厳し

い訓練を実施しております。その中で、事

故等けがのないように、より安全な体制を

整えております。事故防止に資することを

目的とした訓練時安全管理要綱を策定し

ておりまして、その中身としまして、訓練

時における安全管理体制や訓練を実施す

る前に訓練指揮者等にあらかじめ訓練計

画を作成させております。 

 訓練時においては安全管理計画に十分

留意し、安全を配慮し、訓練計画に沿った

訓練を実施するとともに、常に訓練の実施

状況を的確に把握し、職員の事故防止に努

めております。 

 次に、ＡＥＤの今後の展開についてでご

ざいますが、消防といたしましては、自治

会、消防団及びコンビニエンスストアへの

設置は、現在のところ行っておりません。

消防では本年度に２４時間いつでも使用

可能なＡＥＤを交番及び消防出張所合わ

せて８か所に設置させていただきました

が、さらなる設置を目指し、市内公共施設

に既に設置されておりますＡＥＤを建物

外へ移設できないか、条件を調査している

ところでございます。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、消防本部警備

課が所管いたします４点の質問に対して

お答えいたします。 

 まずは自主防災組織用ポンプ整備事業

に関することでございますが、現在、市内

において防災用軽可搬消防ポンプを保有

いたします自主防災組織は１０か所ござ

います。 

 自主防災組織の意義でありますが、これ

は住民によるコミュニティにおける自主

防災活動を促進し、地域ぐるみの防災体制

を確立することでありまして、平成７年に

発生いたしました阪神淡路大震災を教訓

に立ち上げられたものであり、災害対応の

ための軽可搬式消防ポンプも同時に整備

したものでございます。 

 しかしながら、軽可搬式消防ポンプの使

用期限は２０年でございまして、事実とし

て経年劣化によりポンプの老朽化が進ん

でいるとともに、自治会からの強い要望も

相まって、消防本部では平成２８年度から

市内１０か所に設置しております自主防

災用軽可搬ポンプを順次更新するため、計

画を立てて整備しているものでございま

す。 

 平成２９年度におきましては、あじさい

公園、市立第３４集会所に設置しておりま

す軽可搬式消防ポンプ、計２台を更新する

ものでございます。 

 消防本部といたしましては、たとえ大地

震等大災害が発生いたしましても、人命救

助そして最大限の被害の軽減のため、自主

防災組織を厚くサポートし、市民の安全・

安心を確保していく考えでございます。 

 続きまして、同じく消防本部警備課所管

であります化学消防ポンプ自動車の更新

にかかるご質問についてお答えいたしま

す。 

 化学消防ポンプ自動車の実動実績とい
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うことでございますが、幸いにして最近で

は本市における化学工場においての大規

模に至るまでの大きな火災は発生してお

りません。しかしながら、本市の実情は、

大阪市、堺市と臨海コンビナート工場地域

に匹敵するほどの危険物、そして高圧ガス

施設を有する大規模な化学プラントが存

在するため、消防力の整備指針では第４類

危険物の５対象施設数が５０以上５００

未満の場合、化学消防ポンプ自動車を１台

配備するものとしており、本市には必須な

消防車両となっているものであります。 

 なお、大規模な化学プラントを保有する

市内の２企業は、法規に定め、自衛消防隊

を有し、あわせて化学消防ポンプ自動車も

それぞれ１台ずつ合計２台保有しており

ます。平成２２年１月からは、その自衛消

防隊、化学消防ポンプ自動車を活用し、機

能別消防団として本市の安全・安心に寄与

していただいているところでございます。 

 ご存じのとおり、化学工場が火災となり

ますと、大爆発を伴う大規模化学工場火災

に進展する可能性が高いものであります。

本市消防といたしましては、最新鋭、高機

能、高性能を搭載した化学消防ポンプ自動

車を更新配備し、市民の安全・安心を確保

する所存でございます。 

 続いて、救命ボートの更新についてお答

えいたします。 

 整備にかかる経費でございますが、予算

概要９８ページ、消防本部車両・資機材整

備事業において、消防器具費９７万７，０

００円と記載している額が救命ボートの

更新にかかる費用でございます。内訳とい

たしましては、ゴム製の船体が約５５万円、

そして１５馬力の船外機、その他備品等が

約４３万円でございます。 

 水難救助の実績ということでございま

すが、過去５年の実績を見ますと、出動件

数は３６件でございまして、そのうち実際

に活動した件数は２３件でございます。本

市消防は現在、本署、鳥飼出張所、味生出

張所に各１艇、合計３艇のエンジンつき救

命ボートを保有しておりますが、毎年水難

救助件数が増加するサマーシーズン前に、

淀川本流を利用して、しっかりとした訓練

を実施しております。消防本部といたしま

しては、水上での安心・安全をも厳守する

ため、今後も資機材等を整備し、訓練を重

ねていく予定でございます。 

 最後になりましたが、消防団の小型動力

ポンプ整備事業についてのご質問に対す

るお答えでございます。 

 委員がご指摘のとおり、平成２９年度に

おいては鳥飼和道分団の小型動力ポンプ

を更新するものでございまして、１６０万

６，０００円は、その整備費用でございま

す。現在、市内において小型動力ポンプを

保有する基本分団は、２９分団中２２分団

ございます。消防団は地域の迅速な初期消

火、また中長期にかかる火災や地震災害等

の大規模な災害に対しまして、我々消防職

員と同様に消防車両、消防資機材を使用し

て活動いただいております。小型動力ポン

プは資機材の中でもメーンツールであり

まして、毎年定期に性能点検を実施してお

りますが、一応の使用期限はメーカーの推

奨もありまして、２０年となってございま

す。事実として経年劣化により、ポンプの

老朽化が進んでいることもあり、消防本部

では、この小型動力ポンプを順次更新する

ために計画を立てて整備しているもので

ございます。 

 なお、消防団の車両にかかる維持経費は、

全額公費で対応しておりまして、分団ごと

では積算できませんが、２９分団全てを対
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象に、車検や法定点検にかかる修繕料や燃

料費、その他保険料や重量税など、消防団

車両・資機材管理事業にて対応しているも

のでございます。 

 消防本部といたしましては、消防団の資

機材をもしっかりと整備し、維持し、いざ

災害発生時においては消防としての総合

力をもって人命救助、そして最大限に被害

を軽減し、市民の安心・安全を確保してい

く所存でございます。 

○三好義治委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 それでは２回目、質問さ

せていただきます。 

 まず、財政問題なんですけれど、大きい

話になると思いますので、副市長からまと

めてご答弁いただければと思います。 

 まず、財政について自分の考えなんです

けれども、市政運営の基本方針の中で、基

金も積み上がり黒字だと。実際問題、吹田

操車場跡地の土地の売却益で、単年度で黒

字かもわからないですけれども、まず、こ

の市政運営の基本方針というのは全ての

課題や問題が書かれているすごく良いも

のだと私は思っています。この中でやはり

歳入面では、地方交付税や税制改正、景気

の動向、摂津市には４，０００社ぐらいの

事業所がありますのでそういう景気の動

向に左右されるというふうなことで、歳入

面は大きく財政の根幹を揺るがすという

ふうになっているということです。歳出面

では、急激な高齢化や社会保障の恒常的な

増加、これは少子高齢化による扶助費の増

大だと思います。 

 そこで、基本的には先ほどのご答弁にも

ありましたけれども、市税の歳入が１６０

億円程度しか入ってこないということは

大問題だと私は思ってます。歳出について

は人件費の削減と扶助費の５％増という

ことで、先ほどお答えいただきましたけれ

ども、大体人件費で４億８，０００万円、

扶助費も毎年４億円ずつふえていくとい

うような形で、こういうことに鑑みれば、

基金があるからといって悠長にしていら

れないというのは明白なことです。まして

中期財政見通しを見ると、５年後、平成３

４年には何もしてなくても今ある１４７

億円の基金がなくなるわけなんです。それ

ほど扶助費の増大と少子高齢化が問題に

なっていると思います。 

 そこで、市長はその問題をどういうふう

に解決するかということで、昨年３月に策

定した本市の未来を見据えた方針、まち・

ひと・しごと創生総合戦略、これを基本に

今年度は「安全・安心」「健康」「こども」

を重点に予算をつけるということで、その

結果、主要事業として政策を打つことによ

って、基金などの財政をもとに戻そうとい

うことですけれども、私はこの主要事業に

ついてはいい政策だと思います。いい政策

だと思うんですけども、これも小手先のこ

とにしかならないと思ってます。 

 先ほど政策推進課長のほうから答弁を

いただきましたけど、二つの問題、選択と

集中、人材育成、本当にそういうことをし

っかりとしていかなければ、５年先にはこ

のまちは、企業で言えば倒産するんです。

でも、今まで皆様のご努力で、いろんなこ

とがありながら今まで生き延びて摂津市

は来ていると思うんです。だから、今すぐ

にでも、財政の問題というのは根本的に何

か手を打たないといけないと思うんです。 

 特に先日の代表質問で、三好議員が発言

されました鳥飼東部の問題だとか、一津屋

の交差点問題、また福住議員が代表質問さ

れました地下鉄問題、こういう大きい問題

を本当に取り上げて、何か手を打たないと、
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この摂津市は本当に沈没してしまうんで

はないかという懸念があって、私は本当に

恐ろしく思っています。 

 ましてや鳥飼東部の話を少しさせても

らうと、今後、鳥飼東小学校も鳥飼小学校

も、各学年１クラスずつになる可能性もあ

るとお聞きしています。平たくいうと魅力

がなく、それがマイナスのスパイラルでだ

んだん魅力がなくなって、鳥飼地域が過疎

化していくんじゃないかなと私は懸念し

ています。だからこそ、だからこそ、この

主要事業だとか、市政運営の基本方針をし

っかりやっていくのは大事なんですけど、

そういう中で大きいことをいっても、財源

をどうするんだという問題もありますけ

れども、もう少し意識して、本当に真剣に

取り組んでいただきたいと思うんです。 

 この市政運営の基本方針というのはよ

くできてると思うんですけど、これにタイ

ムスケジュールをぜひ入れてほしいと思

うんです。いつまでにどうやるのか、どう

いうふうな施策でこの鳥飼地域や一津屋

交差点の問題、地下鉄の問題、大きい問題

を解決するのかという、スピードを、タイ

ムスケジュールを入れてもらいたいと思

ってます。 

 そこで、今回の予算の基本テーマとなっ

ている「安全・安心」「健康」「こども」、

これについて、財政的にどういうふうに今

お考えなのか。副市長のご答弁をいただけ

ればと思います。 

 次に、ホームページのリニューアル事業

ですけれども、やはりお金も倍増して、今、

内容は双方にわかりやすく、探しやすいと

いうふうにご答弁をいただきました。この

間、広報せっつが毎日新聞社主催の広報紙

コンクールで最優秀賞とられた。本当にう

れしいことです。ですから、このホームペ

ージでもそういうコンクールを目指して、

優勝とは言わないですけど、そうやって市

民のためになるような、わかりやすく、見

やすく、わくわくするようなものをつくっ

ていただきたいと、これは要望しておきた

いと思います。 

 次に、市立集会所管理事業ですが、集会

所を維持していくというのも先ほど、もう

一つ質問した公共施設の更新問題の中に

もリンクして入ってくる大きな問題だと

思ってます。私が住んでいる正雀地区も第

１集会所が取り壊されて、売却するという

ふうにお聞きしてます。こういうふうに五

十何か所ある集会所も当然全部が全部、維

持存続させるのは無理があると思ってい

ます。ですので、どこかで市民の方と本当

に膝詰めで住民とお話しして、痛みを分け

合うというわけじゃないですけど、利用率

が低いもの、そういう所を早く選別して、

優先順位をしっかりとつけて、理解しても

らう。理解してもらうその仕事も大変だと

思いますけど、そういうふうにしていかな

ければいけないんじゃないかなというこ

とで、その辺もよろしくお願いいたします。 

 次に、老朽化した公共施設の更新費用の

話ですけども、一年で平均２６億円、やは

りこの問題というのは、財源が問題になっ

てくると思います。もう一度、財源をどう

するかというところをお教え願います。 

 ＥＳＣＯ事業は、内容はわかりました。

庁舎だけということですけど、摂津市には

公共施設いろいろあります。コミプラや公

民館、そういうところにもこのＥＳＣＯ事

業というのは導入できるものなのかどう

か。お考えをお教え願います。 

 旧味舌小学校解体工事ですけれども、今

の答弁では入札して６月の議会に諮って、

すぐ工事に取りかかって、平成３０年９月



- 25 - 

 

までかかるということですけど、グラウン

ドの使用について、旧味舌小学校跡地の今

後の活用スケジュールをお教えいただけ

ればと思います。 

 次に、情報化推進事業の統合型ＧＩＳに

ついて、ご答弁を聞くと、土木、水道、下

水、防犯などで効率があがるということで

すけど、この統合型ＧＩＳは最終的にどこ

まで大きくするのでしょうか。摂津市の業

務端末が一つにつながるのが最終的には

一番効率化になるのか、どういうところが

最終目標なのか、教えていただければと思

います。 

 次に、男女共同参画センター管理事業で

すけれども、ウィズせっつを拠点にさまざ

まな事業を展開されてきたということは

わかりました。では、今後さらに男女共同

参画社会を進めていく上で、このウィズせ

っつが現在抱えている課題、つまり克服し

なければならない問題は何か、どういうふ

うに分析されているのか、そしてその具体

的な解決策として、どのような活動がある

のか、具体的にお教えいただければと思い

ます。 

 次に、女性人材育成事業の報償金につい

ては講師謝礼とお聞きして納得いたしま

した。これまでも本市はウィズせっつを拠

点に男女共同参画社会の実現を目指して

きました。人権女性政策課として、どの程

度まで市民の心の中に男女共同参画の理

念が広まったと分析されるのか。意識の問

題なので答えにくいかもしれませんけれ

ども、各講座終了後のアンケート結果など

から担当課が感じておられていることを、

できれば男性市民、女性市民に分けて、男

女共同参画意識の広がりをお教え願いま

す。 

 次に、男女共同参画社会の進捗状況です

が、女性の登用率はいろいろとわかりまし

た。国が３５．９％というのは、私の感想

でいくと、そんなにあるのかなという感覚

です。やはりこの世には男性と女性しかい

ませんので、しっかりと女性の登用を進め

ていっていただきたいと思います。 

 今後、女性の登用率をさらに向上させる

ため、具体的にどのような動きをされるの

でしょうか。働きかけるのでしょうか。ま

た、近隣自治体と比べて本市の参画率は高

いのか、低いのか。これからのさらなる取

り組みをお教え願います。 

 次に、人権啓発事業、人権啓発という言

葉ある事業の４つについては理解できま

した。ＬＧＢＴ、マタニティハラスメント

など、新たな人権課題への取り組みが急が

れる中、まず必要なのは啓発活動や人権相

談を担当する側のスキルアップ、つまり人

権啓発を担う職員のスキルアップが大事

だと思います。そこで、人権女性政策課の

皆さんは、市民啓発や相談対応を担うにふ

さわしい人権意識やスキルを習得するた

め、日々どのようなことをなされているの

でしょうか。具体的な自己研鑽の内容をお

教え願います。 

 いじめ問題については理解いたしまし

た。 

 次に、市議会議員一般選挙ですけれども、

今の答弁の中で、６０歳以上の高齢者の投

票率がよくて、若年層が低いということを

教えていただきました。そのために、ガイ

ドブックやチラシをつくられて啓発活動

する。それはいいことだと思うんですけど、

今単純に聞いていて、今の若者たちは、チ

ラシとか冊子より、ＳＮＳという媒体を使

うほうが吸収率がいいんじゃないかなと

思いました。単純に前回の参議院選挙から

選挙権年齢が１８歳以上になったと思う
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んですけれども、目標率が低下傾向にある

中で、市の選挙管理委員会として、理想の

投票率というのはどこまでなのか、どこを

設定して考えておられるのか。また、若者

の前回の市長選挙の投票率を具体的に教

えていただきたいのと、やはり、地区ごと

の投票率が出ていたと思うんですけど、投

票地区によって投票率に差があるという

ことは、どういうふうに解釈したらいいの

か、高齢の方が多いなどの理由があるのか、

その辺の分析をお教えいただきたいと思

います。 

 次に職員健康管理事業。今、普通の健診

と別途がん検診もありますということな

んですけど、私が言いたかったのは、厚生

労働省から、「がん予防重点健康教育及び

がん検診実施のための指針」が出ていると

思います。この指針は、胃がん、肺がん、

大腸がん、子宮がん、乳がんを重点にして

います。まず、本市のがん予防の推進とし

て、がん予防の重点教育を職員がどのよう

に取り組まれているのか、また、一般的な

検診で今言ったがんの検査項目を全部ク

リアできるのか。摂津市は健康・医療都市

ということで力を入れていると思います。

その力を入れているまちである摂津市の

職員が、やはりこういうことをきっちりと

認識して、検診して、最先端の検診を受け

るというのも一つだと思うんですけれど

も、その辺を教えていただければと思いま

す。 

 消防のほうなんですけれども、安全確保

の問題は、きちんと日々訓練の指示書を出

したりとかということでやられてると思

います。それをしっかり守られても、事故

が起こったら命を落とす可能性がある危

険な仕事をしているのが消防ですので、そ

れは二重にでも三重にでもチェックして

安全対策に邁進していってもらえればと

思います。 

 そこで、万が一、職務中に命を落とされ

た場合、残された家族、親族などにしっか

りと補償などができるシステムになって

いるのか。その辺を教えていただければと

思います。 

 あと、消防職員の数ですけれども、人数

的には１人か２人足りないということで

すけれども、消防というのは、いつ起こる

かわからない災害のために、もし万が一災

害が起こったときに、最前線に立って市民

の安全・安心を守ってくれる、大変な仕事

だと思います。先ほどの質問の中にも、職

員数を平成２８年から１０％減らすとい

う問題もありますけれども、消防は命にか

かわることですので、必ず定数あればいい

ということでもないとは思いますけど、そ

の辺の職員数の今後を教えていただけれ

ばと思います。 

 消防署味生出張所の改修工事は理解い

たしました。 

 自主防災組織用ポンプ整備事業ですけ

ど、自主防災組織というのは、阪神淡路震

災以降、地域の活力を導入したというご答

弁があったと思いますけど、自主防災組織

と地域で頑張っている消防団というのは

一緒にできないのか、組んだら、もっとよ

り効率的な消防、自警消防団みたいになる

と思うんですけど、その辺の考え方を教え

ていただければと思います。 

 あと、化学ポンプ車の話ですけれど、ぎ

装工事と機械器具費合わせて約８，０００

万円です。今の答弁の中で、幸いにも今ま

で実績がない。本当にありがたいことなん

ですけれども、化学ポンプ車、そんなに安

いものではないと思います。大企業が一台

ずつ保有しているということなんですけ
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れども、できれば共有できないか。買う必

要がないというわけではないんですけれ

ども、共有できないものでしょうか。 

 今、消防は平成１２年度に総務省の消防

庁が出している消防力整備指針、これをも

とにいろいろとポンプ車を交換しなくて

はいけないとか、そういう話をしていると

思うんですけれども、８，０００万円の化

学ポンプ車を買うんだったら、救急車を１

台買ってほしいと。そして救急車が３，０

００万円ぐらいというふうに聞いてるん

で、残りの５，０００万円で先ほど、職員

の平均給与が８００万円ということでし

たので、５，０００万円でしたら五、六人

職員を増員できます。消防職員も整備指針

に照らし合わせますと、足りないんです。

足りないのは消防職員の人員と救急車で

す。摂津市では人口割にすると整備指針で

は５台なのに４台しかないと聞いており

ます。出張所は消防力整備指針に照らし合

わせますと、基準は３か所、でも今は４か

所あります。過去の経緯と実績があります

が、言いたいのは、化学ポンプ車より救急

車を導入するのが先ではないかというこ

とです。化学ポンプ車も経年劣化もあると

ころ、５年ぐらい我慢して更新をされてい

ると聞いていますけれども、化学ポンプ車

が行かないといけない状況を考えれば、化

学ポンプ車は共有してもらって利用して、

先に救急車を入れると。救急車を入れるだ

けではなく、やはり今、救急体制・消防体

制も人が足りない部分があり、消防のほう

から救急に回っていただいて、何とか体制

をとっているというような状況がありま

すので、ぜひその辺を加味していただいて、

議論してもらいたいと思います。 

 次に鳥飼和道分団の小型動力ポンプの

話ですが、消防団の小型動力ポンプの設置

基準は整備指針では７台、摂津市では７台

でいいところ、現在２２台あるんです。こ

の数字に対しての認識を教えていただけ

ればと思います。 

 あと、ＡＥＤの話ですけれども、自治会、

消防団、コンビニへは置いていないという

ことは理解いたしました。 

 ＡＥＤは生存率とかに直結することだ

と思うんですれけど、ＡＥＤの使用頻度に

ついて、ＡＥＤを使うことによる生存率ア

ップの実態、本当にＡＥＤが必要だという

ことを教えていただければと思います。 

 あと、デジタル防災無線ですけれども、

聞こえる場所、聞こえない場所をエリアマ

ップ化して、空白がないようにするべきで

すけど、財源の問題もあります。市政運営

の基本方針の中には「安全・安心」という

ことが明記されています。やはり防災無線

ですぐに市民の方々に危険が迫っている

ことを確実に伝えることが必要です。雨の

夜中、車で回って周知することなんか無理

です。ですから、本当に防災無線というの

が必要だということで、安全・安心という

ことを踏まえて、市内の様々な場所に設置

できないかどうかのお考えを教えていた

だければと思います。 

 最後に、防災マップの件ですけど、平成

２７年度に２つ、平成２８年度にも２つ、

そういうふうに作成されてきたというこ

とで、単純な質問で申しわけないですけれ

ど、二つずつじゃなくて、一遍に全部作成

して、市民の方々にそれを実践してもらっ

て、活用してもらって、それを見ていただ

くことが大事だと思うんですけれど、その

辺のお考え方をお教え願います。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時５９分 休憩） 

（午後 ０時５８分 再開） 
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○三好義治委員長 再開します。 

 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 そうしましたら、２

回目の質問で、防災管財課にかかわる４点

のご質問にお答えいたします。 

 まず、公共施設等総合管理計画で示して

おります約１，０００億円の財源について

ということでございますけれども、総務省

の計算ソフトによりますと、今の施設の規

模ですとか機能をそのまま維持して建て

替え、更新した場合については約１，００

０億円もの改修費が必要ということで試

算しているところでございます。 

 今後については、更新時期を迎えます公

共施設のあり方については、本計画の基本

理念であります公共施設のマネジメント

の実践を通じて持続可能なサービスの提

供を行えるように、しっかりと全庁的にフ

ァシリティマネジメントの視点を持って

取り組んでいきたいと考えております。 

 それと、２点目のＥＳＣＯ事業の他の公

共施設への展開についてでありますけど

も、ＥＳＣＯ事業開始後はＥＳＣＯ事業者

から毎年エネルギーデータの提供をいた

だきまして、エネルギー削減率ですとか維

持管理費削減効果ですとか、また省エネ方

法等を十分検証した上で、今後他の公共施

設にも広げていくことについて検討して

いく必要があるかと考えております。 

 ただし、ある程度の施設規模がなければ

なかなか効果があらわれにくいと言われ

ておりますので、複数施設を対象としてい

るＥＳＣＯ事業など、他市の先進事例も検

証しながら進めていく必要があると考え

ております。 

 ３点目のデジタル防災無線についてで

ございますけれども、設置場所の選定に当

たりましては、できるだけ多くの方へ災害

情報が伝達できるよう、音達効果の到達範

囲を示した配置エリア図を作成しながら

比較検討してきております。 

 しかしながら、予算に限りがありますし、

市内全てを網羅できるようなスピーカー

の設置については難しいことから、やはり

緊急速報メールですとか、また広報車、テ

レビ、インターネット等を通じたさまざま

な手法を用いながら、情報発信もあわせて

実施してまいりたいと考えております。 

 それと、４点目の防災マップづくりにつ

いて、一斉にしていくことができないのか

といったご質問でございますけれども、今

年度については地域の防災マップづくり

の作成ペースを上げていくということか

ら、味舌東地区３自治会と別府小校区９自

治会の複数の自治会で取り組んでいると

ころでございます。 

 この地域のマップづくりについては、行

政主導ではなく、あくまでも自治会員さん

みずからの力で作成していただく必要が

あると考えております。そのためには、や

はりマンパワーも必要となってきますし、

既に取り組んでおられる自治会さんから

も、例えば自治会の定例会等を通じて成果

発表などを行っていただくこと等、他の自

治会にも取り組みの趣旨をご理解いただ

けるよう行政として支援していきたいと

考えております。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、旧味舌小学校

の全体の活用と今後のスケジュールをご

答弁申し上げます。 

 まず、小学校校舎の取り壊しと並行いた

しまして、まず敷地の中では山田川沿いの

北側、ここに新たに正雀保育所を民間の施

工で建て替えを進めてまいります。この民

間の正雀保育所なんですけれども、平成３
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１年当初のオープンを目指しております。 

 また、その後、既存の正雀保育所の園舎

を取り壊しいたしまして、そのあたり、ち

ょうど跡地の山田川沿いの南側、そのあた

りに新たな体育施設の建設を目指してま

いります。 

 また、旧味舌小学校敷地の西側半分、つ

まり薫英学園側なんですけれども、ここに

関しましては売却を凍結いたしまして、当

座、防災空地として活用してまいります。

ただ、この防災空地なんですけれども、保

育所の新築工事であったり体育施設の工

事の期間中は資材置き場等リザーブ用地

として使用を進めてまいる予定でござい

ます。 

 以上が、今後の味舌小学校跡地の活用と、

現在確定しておりますスケジュールでご

ざいます。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 それでは、統合型Ｇ

ＩＳに係りますご質問にお答えいたしま

す。 

 平成２９年度には、ベースとなるクラウ

ド型統合型ＧＩＳを導入いたしまして、次

年度以降は関係各課と協議を行い、統合型

ＧＩＳへ取り込む情報を集約し、レイヤー

となる情報を一つ一つ作成する作業を進

めてまいります。 

 また、他のシステムとの連携も可能なこ

とから、システムのライフサイクルに沿っ

て、庁内における統合型ＧＩＳの検討を進

めてまいります。 

 最終形というお問いがございましたが、

市民の方がインターネットから地図情報

等を利用できることを想定しております。

例えば、ハザードマップと重ねることで、

災害時における自宅から避難所までのル

ートと所要時間の情報が手軽に入手でき

るなど、そういったことを含めて、将来的

には市民サービス向上へとつなげていき

たいと考えております。 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 男女共同参画

センター・ウィズせっつの課題についてと

今後の方向についてお答え申し上げます。 

 男女共同参画を進めていくためには、女

性のリーダーの育成、人材の育成が必要だ

と考えております。そのために、誰もが参

加しやすい講座の開催に心がけておりま

す。例えば、講座開催時の一時保育の充実

や開会時刻の工夫等も行ってまいります。 

 また、男性の参画も必要になってくると

いうふうに考えておりますので、男性向け

の講座もいろいろ企画してまいりたいと

考えております。 

 続きまして、男女共同参画の意識の変化

ということでございます。どのように感じ

ているかということでございますが、昨年

度、ウィズプラン改定のために行った市民

意識調査では、男性は仕事、女性は家庭と

いう考え方は大体半々、昔と違って半々の

ような形になってきております。特に、若

年層におきましては男女平等の意識がか

なり高まってきているというふうに考え

ております。 

 その若い方々の男女平等の意識を特に

伸ばしていきたいということで、今年度は

中学生向けの出前講座も１校で行ってま

いりました。今後も、そのような形で男女

平等意識の向上に向けて取り組んでまい

りたいというふうに考えております。 

 また、各種審議会等への登用率の向上に

ついてご答弁申し上げます。 

 本市におきましては、審議会への女性登

用の女性委員登用指針を設けておりまし

て、各課においては、新規に審議会を設置
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する際には女性委員を３５％以上にする

ことなどというふうに、その登用指針では

定めております。 

 また、各種団体等に委員の推薦を依頼す

るときには、団体の長、または役職に限定

せず、女性の方を推薦していただけるよう

に協力を求めるようにしております。 

 また、次に人権に関連しまして、職員の

啓発や相談のスキルアップについてご答

弁申し上げます。 

 啓発につきましては、やはり知識の習得

が必要ということで、大阪府が開催する各

種研修会等に積極的に参加いたしており

ます。また、参加するだけではなく、研修

等で学んできたことを課で情報の共有化

を図るとともに、また研修会に参加した知

識を職員研修でありましたり、また先ほど

申し上げたような中学校等での出前講座

等で、職員が行って講師の役をするような

形でスキルアップに努めています。 

 また、相談事業につきましても、相談業

務に当たる職員が各種研修会に参加させ

ていただきスキルのアップを図るととも

に、月に１回、相談担当職員が集まりまし

てケース検討会議等を開く中で、情報の共

有と知識の向上、また相談内容に対応する

能力等をつけるように努めております。 

 今後も、女性政策課の職員の知識の向上

とスキルアップが図れるように取り組ん

でまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、中川委員の２回目のご質問にご答

弁させていただきます。 

 まず、若年層の投票率向上のためには、

ＳＮＳを活用した啓発が有効ではないか

というご意見を頂戴いたしました。 

 確かに、委員おっしゃいますとおり、全

国の選管で既にフェイスブックですとか

ツイッターを活用した選挙啓発を行って

いる事例はございますので、現在、当選管

といたしましてもそういった先進事例の

情報を収集しながら研究を重ねていると

ころでございます。 

 続きまして、選管が考える理想の投票率

というご質問でございます。 

 選挙は、もちろん国の選挙、府の選挙、

市単独の選挙と、いろいろ種類がございま

すが、国・府の選挙におきましては、何と

か府下平均の水準を超えるように目指し

ているところでございます。また、市単独

の選挙につきましては、何とか前回の投票

率を上回る投票率に届けばいいなという、

そういう思いで選管職員は事務執行に従

事しているところでございます。 

 続きまして、昨年行われました二つの選

挙におけます１８歳、１９歳の投票率とい

うことでございます。 

 まず、昨年７月１０日に執行されました

参議院議員通常選挙でございますが、１８

歳の投票率が４５．１５％、１９歳が４１．

３３％、１０代の合計としまして４３．２

１％。同じく、昨年９月１８日に執行され

ました摂津市長選挙、１８歳の投票率が２

２．３８％、１９歳が１６．４９％、１０

代の合計といたしまして１９．２７％の投

票率でございました。 

 続きまして、市内各地区ごとの投票率に

差が見られるが、それについての分析はと

いうご質問でございます。 

 確かに、投票区、地域ごとにそれぞれ個

別の要因といいますか、もちろん有権者数

も異なりますし、地域事情も異なりますの

で、一概に比較するのは少し難しいところ

はございますが、選管といたしましても、
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例えばその投票率が伸びない原因として、

投票環境に何か問題があるのか、そういっ

た面については投票管理者ですとか立会

人さんから事情を伺ったりしております

し、またそれ以外の地域の個別事情がもし

あるかどうかという点について、摂津市明

るい選挙推進協議会の会員さんからお話

を聞かせてもらうといった、数字からは見

えてこない個別事情、そういったのを収集

して分析に生かしているところでござい

ます。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 職員健康診断のう

ち、がん検診等に係る質問にご答弁申し上

げます。 

 現在、オプション的に実施しております

がん検診につきましては、４０歳以上を対

象とした胃がん検診、それと大腸がん検診、

それと女性向けの子宮がん検診というこ

とになっております。 

 がんに特化した特別な職員向けの啓発

というのは現在実施しておりませんけれ

ども、人間ドックでの受診を含めて、受診

結果というのは人事課に所属しておりま

す看護師が全てチェックをしております

ので、血液検査等の数値の結果を見て、必

要であれば個別に指導等を行っていると

ころでございます。 

 また、オプション的に実施しております

がん検診の受診率もまだまだ高める余地

があると思いますので、そのあたりは今後

取り組んでまいりたいというふうに思っ

ております。 

○三好義治委員長 橋本参事。 

○橋本消防本部参事 それでは、消防にか

かります質問についてお答えいたします。 

 まず、殉職者の補償という点でございま

すが、消防職員の殉職時の遺族補償は地方

公務員災害補償法により、遺族補償年金、

葬祭補償が支給されます。また、摂津市職

員等公務災害見舞金支給条例に基づきま

して死亡見舞金が支給されることに加え

て、消防職員には摂津市消防賞じゅつ金支

給条例に基づき、殉職者賞じゅつ金が支給

されることとなっております。 

 続きまして、消防職員数の考え方という

点でございますが、全国的には消防職員は

毎年４％程度増加している中、本市におき

ましては現在消防職員、条例定数ですが、

消防職員９３名体制であり、２０年以上、

人員の増強はされておりません。 

 救急需要が増加する中で、消防隊が消防

車から救急車に乗りかえて活動している

のが現状であり、消防職員数の不足は認識

しているところでございます。現在、さま

ざまな課題を抽出しまして、消防職員が創

意工夫をしながら業務を行っているのが

現状でございます。 

 人員増強を図ることを目標にしながら

も、あらゆる方策を研究、検証しながら、

効果的な人員活用、部隊運用について検討

しているとこでございます。 

 今後は、消防広域化等も検討しながら、

消防力の維持、強化に努めてまいりたいと

考えております。 

 続きまして、消防力の指針ということで、

消防力の指針は市が目標とするべき消防

力の整備水準を示すものでございます。市

においては、その保有する消防力の水準を

総点検した上で、この指針に定める施設及

び人員を目標にして、地域の実情に即した

適切な消防体制を整備することが求めら

れております。 

 消防力指針では小型動力ポンプが７台

ということになっておりますが、小型動力

ポンプのこの消防力の指針を見ますと、市
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街地の区域内、人口７万人から９万人に対

して動力消防ポンプが７台必要というこ

とが示されております。 

 現在、消防団は２９分団ございます。本

市の直轄の消防団としては４分団、以外の

分団につきましては消防団と地元地域が

協力して消防団の屯所、または消防車両を

装備していただいております。 

 そういうことも踏まえまして、地域の実

情に応じて現在活動していただいており、

今の消防力を有効に活用していただいて

いることから、動力ポンプについては２２

台必要であると考えております。 

 最後に、自主防災組織と消防団との合同

活動についてでございますが、現在、小学

校の校区では自主防災組織と消防団が合

同して訓練等を実施していただいている

ところでございます。しかしながら、自

助・共助・公助という考えでは、自主防災

組織は自助・共助、消防団については非常

勤特別職であることから、公助という立場

から自主防災組織と合同して組織の活動

というのは困難であると考えております。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、消防本部警備

課に関する２回目の質問に対してお答え

いたします。 

 化学消防ポンプ自動車は、実績がないの

に安価ではなく、市内の２企業にある化学

車と共有できないかという趣旨のご質問

でありましたが、現在、本市が運用してい

る化学消防ポンプ自動車は平成４年から

運用を開始しておりまして、現在２４年以

上が経過している状況でございます。消防

車両の更新については、更新計画を定め、

車両ごとに更新年度を策定しております。 

 化学消防ポンプ自動車については、更新

２０年と定めており、市の財政状況を勘案

しながら延命処置を実施してきたもので

ありましたが、シャシー、フレーム、電気

周りの摩耗、またポンプの配管が損傷する

など車両の老朽化が顕著であり、限界の車

両状態になっているのが実情でございま

す。 

 そして、化学消防ポンプ自動車の化学工

場火災としての実績はあまりないと先ほ

ど申したところでございますけれども、現

有の化学消防ポンプ自動車は１，０００リ

ットルの水槽を実装しているため、消火栓

等、水利状況が良好でない高速道路での車

両火災や河川敷等の雑草火災等にも多様

的に対応してきた実績がございます。もち

ろん、更新予定であります新しい化学消防

ポンプ自動車はさらに大きい１，３００リ

ットルの水槽を装備予定のため、同じく水

利条件が良好でない災害事案に際し多様

的に対応することが可能でございます。 

 そして、過去の、他市になりますけれど

も、化学工場の災害事例を申し上げますと、

平成２４年９月に兵庫県姫路市でありま

した大規模爆発を伴う化学工場火災が発

生、こちらのほうでは３０名の重軽傷、そ

して消防職員１人が殉職したというよう

な大きな災害が発生した事案がございま

す。そして、ことしの１月なんですけれど

も、和歌山県の有田市で石油化学工場から

の大規模火災が発生し、１，２００世帯に

避難指示が出たということは記憶に新し

いと存じます。 

 このように、化学工場火災が一旦発生い

たしましたら、消防本部と企業がタッグを

組むことはもちろんのこと、隣接応援や広

域相互応援なども含め、管轄消防本部が中

心となって総合戦力で災害に対応してく

ものでございます。このようなことから、
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消防力の整備指針に即しまして、危険物の

製造所等の災害時に対応し、市民の安心・

安全を確保するため、化学消防ポンプ自動

車の更新配備が必要となっているもので

ございます。 

○三好義治委員長 納家課長。 

○納家警防第２課長 ＡＥＤ使用時の救

命率アップの実態についてお答えいたし

ます。 

 本市におきましては、交番及び消防出張

所に８か所設置しておりますが、使用実績

がございません。 

 また、全国的に見てＡＥＤを使用したと

きと未使用の場合の生存率につきまして

は、消防白書等にもデータがございません。

しかし、実際に生存し、社会復帰した事例

はございます。 

 今後におきましても、ＡＥＤの重要性、

必要性を市民等に強く伝えていきたいと

考えております。 

○三好義治委員長 樋上消防長。 

○樋上消防長 答弁の補足と消防力の整

備指針の考え方の総括を述べさせていた

だきます。 

 化学消防自動車、２０年前に摂津市の倉

庫火災で使用しております。これは、新幹

線の近くで爆発等がありまして、新幹線を

とめた火災でございます。そのときの今の

現状の化学車でございます。化学車から放

水を行っております。そして、そのときに

も高槻からも化学車が出て放水されてお

ります。 

 総括といたしまして、市は消防を取り巻

く社会情勢の変化を踏まえて、今後市民の

生命・身体及び財産を守るため、消防力の

充実、強化を着実に図っていく必要がござ

います。このためには、火災、救急を始め、

各種災害に的確に対応するため、警防戦術、

資機材の充実強化などを図らなくてはな

りません。 

 また、建築物におきましては大規模化、

また複雑化に伴いまして予防業務の高度

化、専従化に対応するために予防体制の充

実強化も図っていかなければなりません。 

 また、高齢社会に対しましては救急出動

の増加や、救急業務につきましては高度化

していかなければならないと考えており

ます。 

 さらに、地震や風水害、大規模な災害の

応援等に対しましては、緊急消防援助隊を

始めとする充実強化を図っていく必要が

ございます。 

 そして、先ほどから消防力の整備指針と

言われておりますが、あくまでも市の情勢

に合った目標数値でございます。これが整

っておるのは政令指定都市のみでござい

ます。他の市町村につきましては、１０

０％ということはありません。 

 それらのことを踏まえて、選択と集中と

いうキーワードが先ほどから出てきてお

りますが、充実強化につきましては費用対

効果も勘案しながら、機を逃すことなく取

り組んでまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 奥村副市長。 

○奥村副市長 それでは、財政運営につき

まして総括的にということで、私のほうか

らご答弁申し上げます。 

 先月のテレビ報道で、府下２番目の財政

力がある裕福な市であるといった印象の

報道がございました。まず、この誤解を解

いていかなければならないというふうに

思っております。 

 そこでは、財政力指数をもって、その裕

福度を語っておられました。平成２７年度

決算では、田尻町が財政力指数１．３７で

トップでございました。次に、本市が０．
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９８と２番目に位置しております。この指

数は財政基盤の強さをあらわすものとし

て使われており、標準的な行政活動を行う

のに必要な財源がどれくらい自力で調達

できるかという指数でございます。 

 施政を運営していくには、財源の裏づけ

がなければできません。その根幹をなすの

は、やはり自主財源としての市税がその大

半であり、それぞれの市によっては税収が

豊かな市もあれば、不足する団体もござい

ます。 

 そこで、地方財源保障制度として地方交

付税制度がございます。所得税、法人税、

酒税、その他税の一定割合を総額として、

地方公共団体がひとしく、合理的かつ妥当

な水準で自主的にその事務を遂行し、財産

を管理するのに必要な経費、これは基準財

政需要額といいますが、それと標準的な状

態において徴収が見込まれる税収額、これ

が基準財政収入額でございます。それを算

定して、収入の経費に不足する額を地方交

付税として補填するものでございます。 

 平成２７年度決算の数字を使いますと、

面積や産業構造や、あるいはほかの要素で

あるかもわかりませんが、単純に人口１人

当たりで比較をいたしますと、市税と譲与

税、交付金等の人口１人割額は、摂津市で

は２３万４，７６３円でございます。最低

の市は阪南市で１２万８，２４６円、平均

値は１７万７２９円となっており、本市の

市税収入は阪南市の１．８３倍でございま

す。 

 先ほど言いました基準財政収入額を基

準税率で割り戻した、いわゆる地方公共団

体の標準的な状態で通常収入されるであ

ろう経常的一般財源の規模である標準財

政規模、これを１人当たりの金額で見てみ

ますと、摂津市では２１万２，３５０円、

先ほど言いました阪南市では１８万７，４

９５円、平均は１８万７，７４０円となっ

ており、阪南市の１．１３倍と近接して、

地方財政調整制度はそれなりに機能され

ているのかなというふうに思っておりま

す。 

 ちなみに、平成２７年度の摂津市の普通

交付税は２億５，９１３万７，０００円で

ございます。先ほどの阪南市の普通交付税

は、実に３９億５，２４８万８，０００円

となっております。 

 そういう意味からいたしましても、財政

力指数をもって裕福度をはかることはで

きないというふうに私どもは思っており

ます。 

 次に、私が特に注目したいのは経常収支

比率でございます。これは、経常的な収入

に対しまして経常的な支出がどれぐらい

あるかという指数でございます。 

 卑近な例で申しわけないんですが、家計

で例えますと、毎月の給料に対して家賃や

食費がどの程度かかるか、これの割合を示

すものが経常収支比率かなというふうに

思っております。 

 この比率としましては、７０％から８

０％が適正水準であると言われておりま

す。余りこの数字が高いと、経常的な支出

でいっぱいになり、さまざまな行政ニーズ

などに対応できなくなる、いわゆる財政の

硬直化と言われていることでございます。

しかし、実態といたしましては、この経常

収支比率は、先ほど財政課長が申しました

ように、全国市町村の平均は約９０％とい

うふうになっております。 

 この適正水準は、昭和４４年に、当時の

自治省財政局指導課で財政分析という本

が発行されております。これは、昭和４２

年に、いわゆる経常収支比率において、市
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にあっては７３．３％から８３．９％の間

に、町村にあっては６７．７％から８４．

０％の間に分布していると。そのことをも

って、７５％程度におさまることが妥当と

いうふうに言われておりまして、この数字

がいまだそのままになっております。 

 先ほど言いましたように、全国平均の自

治体の経常収支比率ですが、この昭和４６

年と比較いたしまして大きく上昇してお

ります。全国平均９０％ですので、全国の

自治体全体の財政状態が悪化していると

いうことは言えるというふうに思います。 

 本市の経常収支比率なんですが、平成元

年に８０．１％というふうになっておりま

す。それ以降、一番最悪な年度が平成１７

年度で１１０．０％、過去最悪の１１０．

０％となっておりますが、平成２６年から

平成２７年にも減少しておりまして、平成

２７年度決算は９６．４％というふうに、

徐々に改善していることは言えると思い

ます。 

 しかし、これは２０２５年問題とか、あ

るいは公共施設の大量の更新時期、こうい

うことを考えますと、市の財政状況は十分

に対応できないんではないか、こういう危

機感は持っております。 

 先ほどご質問の中にありました中期財

政見通しについてでございますが、財政方

といたしましては、歳入は基本的には手が

たく見積もる。それから、歳出は目いっぱ

い計上する。これは、財政をあずかるもの

としては当然の基本的なスタンスであろ

うというふうに思っております。 

 この先、何年かで財政調整基金が枯渇し

て、その数年後には実質赤字比率が２０％

を超えて、自治体財政健全化法の財政再生

団体に転落するのではないかといったこ

とはやはり気になるんですけども、私自身

はそういうことは決して起こらないとい

うふうに思っております。それは、財政調

整基金が枯渇しても、ほかに崩すべき基金

がない状態で予算を組むにしましても、歳

入が歳出を下回るような予算はまず組め

ないということがまず一つあります。それ

から、このように財政再生団体への転落と

いう危機が生じてきますと、やはり事前に

行政の自助努力も働きますし、働かさなけ

ればならないというふうに考えておりま

す。 

 赤字予算といって、例えば諸収入とか、

あるいは雑入等々で予算を均衡する場合

はあるんですけれども、そうした場合でも

決算ではやはり赤字が出てまいります。そ

の場合に、当然、議会審議においてチェッ

ク機能も働きますし、空財源の後始末をど

うするのか、あるいはこれからの収支均衡

をどう図っていくのか。これは、当然常に

問題となってまいります。そういうふうに

考えますと、議会のチェック機能が働きま

すし、我々はそれを受けて財政健全化に努

力をするということになろうかというふ

うに思います。そういう意味では、財政再

生団体には陥らない、要は機能が働いてい

るというふうに私どもは思っております。 

○三好義治委員長 中川委員。 

○中川嘉彦委員 最後に１点だけ、副市長

にお伺いしたいんですけど、財政の話を詳

しくご説明いただき、ありがとうございま

した。内容はわかるんですけど、私は一つ

一つどうしたらいいのかという答えは持

っていなくて、大きい話しかできないんで

すけれど、財政というのは有限であるとい

うのは当然なんで、選択と集中というのを

本当にしっかりしていかなければいけな

いと思っています。 

 私より皆さんのほうが日々市の行政の
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こと、日々市民のことを考えておられると

思います。でも、歳入が、厳しいというの

も確かな問題だと思っています。 

 そこで、話は変わるんですけど、もう一

度お聞きしたいのは、市政運営の基本方針

の中で、市長が一番最後に毎回言う「やる

気・元気・本気・勇気」、この「勇気」は

何でしょうか。財政で言う「勇気」とは何

でしょうか。これは、一つは勇気というの

は決断だと思うんです。お金のことで話し

ますと、例えば摂津市内の道路の補修工事

に仮に１０年間で１０億円かかるとしま

す。１０年間、市の道路の補修をストップ

して、極端な陥没があれば埋めるぐらいで、

それぐらい、市民の方にも痛み分かち合っ

てもらい、選択と集中をしてお金を投資す

ることを考えていかなければいけないと

思います。 

 今までいろんな決断を勇気を振り絞っ

て対応されてきたと思いますが、もう一度

副市長に、森山市長が言うその「勇気」と

いう部分、財政に当てはめてどう思われる

か、お答えいただければと思います。 

○三好義治委員長 奥村副市長。 

○奥村副市長 市長のお言葉の中の「勇気」

ということのご質問でございます。 

 一つは、まずもって最初に行政改革につ

いてお話をしたいと思います。行政改革、

それぞれポイントはあるんですけども、第

一に事業の見直し。そもそも、その事業が

必要なのかどうか。予算を抑えて実施する

方法はないのかどうか。もっと効率的な、

あるいは効果的なことが行えないのか。そ

ういうようなことで、さまざまな視点から

事業を見直す。これが、まず第１点ござい

ます。 

 それから、第２にはアウトソーシングが

あります。この前、本会議のときに答弁を

させていただきましたように、人件費はか

なり抑えてきております。それは、アウト

ソーシングをしてより効果的、あるいは効

率的な財政運営をした結果というふうに

思っております。 

 それから、第３に、定員管理の適正化が

ございます。先ほど消防の職員数について

のご質問がありましたけれども、それぞれ

の業種がございます。それで、正職で実際

に処理をしていかなければならない職場

もあれば、アウトソーシングができる場合

もあります。そういう意味では、各職種に

よって定員管理をしっかり行っていく。こ

れが三つ目でございます。 

 それから、第４に使用料等の見直しがあ

ります。もちろん、受益者負担ということ

で市民の方にもご負担をしていただかな

ければならないというふうに思っており

ます。 

 そうこう考えていきますと、言うのは簡

単なんですが、これはなかなか実行が難し

いというふうに我々は思っております。先

ほど言いました使用料の見直し、当然市民

の方にも反発があるでしょうし、たやすく

使用料が値上げできるとは思っておりま

せん。定員管理にいたしましても、やはり

限られた人員の中で職員が精いっぱい頑

張っております。そういう部分では、これ

以上の定員管理ができるのかなというこ

とで、そろそろ限界に近づいているんでは

ないかと私どもは思っております。 

 それから、事業の見直しにいたしまして

も、先ほど公共施設の再整備の問題もご発

言されておられましたけれども、これから

公共施設を再編し、整備していくのに、利

用率の低い部分は廃止をしていく、統合し

ていく。これも言うのは簡単なんですけど

も、そこには自治会や、あるいは住民の
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方々のご意見もあって、なかなかうまくい

かないのではないかと思っております。 

 そこで、「勇気」という話が出てまいり

ます。これを実行するには、我々は勇気と

自信を持って実行していかなければ、来る

２０２５年問題も克服できないであろう

と。そういう意味での勇気というのを我々

は持つべきであろうというふうに思って

おります。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午後１時４２分 休憩） 

（午後１時４８分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 村上委員。 

○村上英明委員 それでは平成２９年度

の予算と、そして、また平成２８年度予算

の補正ということでありますので、先ほど

の質疑の分も踏まえて要望に変えさせて

いただく項目もありますし、また昨日まで

考えていたこと、そして、補足説明を聞い

て感じたこと等々を踏まえて質問させて

いただきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 予算書の２０ページのところで、市民税

課にかかわる分です。市民税の現年課税分

ということで、平成２９年度当初予算で２

９億５，４００万円を計上されている中で、

昨年よりも７，８００万円ほど増額になっ

ていることについて、増額の考え方をお尋

ねをしたいと思います。 

 同じく予算書２０ページのところで、こ

れも市民税課の分ですが、今度は法人市民

税の現年課税分ですけれども、これは逆に

平成２９年度当初予算と平成２８年度の

当初予算を比較いたしますと１億円ほど

減額になっていますが、その辺の考え方に

ついてお尋ねをしたいと思います。 

 次は、同じく２０ページでございます。

市税のうち個人市民税の滞納繰越分が８，

４５０万円で計上されているということ

でありまして、昨年よりも３８０万円ほど

増額になっているということなので、その

辺の考え方と思いについてお尋ねしたい

と思います。 

 次に、予算書の２６ページのところでご

ざいまして、地方交付税の特別交付税２億

１，０００万円が計上されているという中

で、平成２７年度決算においては約３億円

の普通交付税が入っていたということだ

ったと思うんですが、ことしは当初予算で

計上されていないので、改めてこの辺の普

通交付税の見込みも含めてお考えを確認

させていただきたいと思います。 

 次が３８ページのところでございまし

て、これは緊急消防援助隊設備整備費補助

金ということで、先ほど化学消防ポンプ車

の件でも、水利条件が悪いところで活用し

ていくには、水槽の容量も１，０００リッ

トルが１，３００リットルにふえた新しい

ものが要るとか、そういうことも含めて、

あってはならないんですけど火災のとき

に、いざというときにはしっかりと現場に

適応した形で使用していただき使ってい

ただきたいということで、これは要望にし

ておきたいと思います。 

 次が４０ページのところでございます。

先ほど補足説明でも言われておられまし

たけれども、統計調査員確保対策事業委託

金というのが３万円計上されています。平

成２８年度の当初予算からは２，０００円

減額されているんですけれど、私の記憶で

はホームページ等々でいろいろと募集さ

れておられたと思いますが、現状の調査員

の状況とか、委託金を使ってどういう形で

確保されていくのかという事業内容につ

いてお尋ねしたいと思います。 
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 次が５８ページでございます。款２０市

債ということで、臨時財政対策債というこ

とでありますけども、今年度は当初予算か

ら計上がないということです。昨年は、借

換債で５，０００万円を計上されていたと

思いますし、また平成２７年度は、これも

借換債ということで５億円計上されてい

たということで、市債、つまり借金という

のは極力少ないほうがいいというのは私

も思っております。ことしは市債というこ

とで１０億５，０００万円計上されておら

れますけども、平成２８年度当初でも１４

億円になって、補正予算でも２０億円にな

っているかというふうに思うんですが、こ

の辺の基金の使い方と起債の仕方、その辺

のバランスについて、考え方をお尋ねした

いと思います。 

 次からは歳出でございます。６８ページ

のところでございまして、人事課の分です

が、人事評価システム保守委託料と構築委

託料というのが今回計上されておりまし

て、保守の委託料として９０万８，０００

円、構築委託料で１，４８５万円が計上さ

れておられます。能力と実績に基づく人事

管理だと思っているんですが、どういうシ

ステムの内容にされるのかということと、

また導入時期についてお尋ねしたいと思

います。 

 次が７０ページのところでございます。

これも人事課になりますが、職員自主研究

グループ補助金というのが計上されてい

ます。３０万円ということでありますが、

これは平成２４年ぐらいから制度化され

てこういう活動をされているということ

で、現状のグループ数とか、どういう研究

をされておられるのかということについ

てお尋ねしたいと思います。 

 次は７０ページのところであります。ホ

ームページ構築委託料ということで、ホー

ムページについては、しっかりと今の社会

状況に合った表示方法というか、そういう

ことも含めてしっかりと取り組んでいっ

ていただきたいと思います。この平成２９

年度の分については要望とさせていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

 次は、７２ページのところでございまし

て、防災管財課です。節１３委託料で庁舎

管理業務委託料が２，３３８万円計上され

ておりまして、もう一つ庁舎樹木等管理委

託料ということで２７８万３，０００円が

計上されていますが、この辺の委託の内容

についてお尋ねしたいと思います。 

 次が７６ページのところでございまし

て、節１３委託料で、帳票一括アウトソー

シング委託料というのが計上されており

ます。平成２９年度予算で、１，２０５万

円５，０００円ということでされていると

いうふうに思いますけれども、この委託内

容について、確認も含めてお尋ねさせてい

ただきます。 

 次は７８ページのところでございます。

女性政策費で節１報酬の中で男女共同参

画推進審議会委員報酬というのが、１９万

４，０００円ということで計上されていま

すけれども、これが平成２８年度の当初予

算から比較すれば、約半分になっていると

いうことなので、半減された内容について

尋ねさせていただきます。 

 次は、８４ページのところで、いじめ問

題再調査委員会委員報酬というのを計上

されておられます。先ほど委員の人数が５

人以内であるとか、また教育関係、また法

律関係の専門家等々が入っていただくと

いうようなことも言われておられました

けれども、例えば、この委員会を開催する

事案といいますか、どういうことになった
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ときにこの委員会が開催されるのかとい

うことで、例えば、いじめられた当事者か

ら直接この委員会に申し出て、この委員会

が開催されていくのかとか、その辺を確認

も含めてお尋ねをさせていただきます。 

 次が、９２ページのところでございます。

選挙管理委員会事務局でありまして、これ

まで節１３委託料で当日投票システム委

託料というのが計上されております。平成

２９年当初予算で１９４万４，０００円と

いうことで、この委託の内容についてお尋

ねしたいと思います。 

 次が、１４６ページでございます。款７

土木費、項３水路費、目１排水路費、節２

給料ということでありますが、これが平成

２８年度の当初予算と比較をいたしまし

て１．５倍にふえているということ、そし

てまた、職員手当等々につきましては、約

１．８倍にふえているということで、この

辺の増加となった理由についてお尋ねし

たいと思います。 

 次は、１５４ページのところで、節１５

の工事請負費ということで一津屋第一団

地の外壁等改修工事ということで計上さ

れておりますけれども、１億１，８００万

円ということで、このスケジュール関係に

ついてお尋ねしたいと思います。 

 そして、次の１５８ページ。これは要望

になるんですが、味生出張所庁舎の改修工

事の件で金額を計上されていますけれど

も、場所的には前の道路が府道ということ

でもございますし、また交通渋滞も結構あ

るところなので、その工事の関係で近隣に

迷惑がかからないように、渋滞にならない

ような形で工事を進めていっていただき

たいということだけ要望として述べさせ

ていただきたいと思います。 

 次は、予算書の１５８ページのところで

ございまして、指令センター共同運用等負

担金というのが計上されております。平成

２８年度予算との関係から見れば、約３倍

に金額がふえているということと、なぜふ

えたのかという内容をあわせて、昨年４月

から運用されて、この１年間振り返っての

感想ということも含めて、述べていただけ

たらと思います。 

 次が、１６０ページでございます。消防

団員報酬が計上されておりますけれども、

消防団員の現状を男女別でもわかれば、教

えていただけたらと思います。 

 それから、１６２ページのところで、防

災管財課、午前中から質疑がありましたけ

れども、デジタル防災行政無線整備工事と

いうことで１億９，２００万円が計上され

ているということで、デジタル化にするこ

とによってノイズが少なくなっていくと

か、あと、遠達性があるとかいうことも言

われておるんですが、この遠達性という中

で、アナログ方式と比較してどのぐらい遠

達していくのかという数字的なものを、何

倍とか、距離的なもので教えていただけた

らと思います。 

 次は、同じ１６２ページのところで防災

関係なんですが、防災情報充実強化事業負

担金というのが計上されております。これ

も、平成２８年度の予算費からすれば今回

約倍にということで１３２万４，０００円

が計上されているんですけれども、その理

由とどういう事業内容なのかということ

でお尋ねしたいと思います。 

 次が、予算書の２００ページのところで、

職員数。平成２９年度予算でいけば、５４

７人ということで平成２８年度からすれ

ば１１人減ってきているということでご

ざいますし、また、平成２８年度は採用が

２８人で退職が３６人という形で、職員数
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が減ってきているということなんですが、

特に福祉関係の業務が複雑というか、対応

するべきことがふえてきていることもご

ざいますので、その辺も含めて業務内容に

応じた人材シフトの考え方について、お尋

ねしたいと思います。 

 次が、予算書の８ページのところで、債

務負担行為であります。郵送機器借上事業

の債務負担行為ということで、平成３０年

から平成３５年の６年間で約４４０万円

を計上されているというふうに思います

が、これのなぜ６年間なのかということと、

この債務負担行為の機器借上の内容につ

いて、お尋ねしたいと思います。 

 その下の、これも債務負担行為なんです

が、自治体セキュリティクラウド運用事業

の債務負担行為が計上されていますが、こ

の事業の内容についてお尋ねしたいと思

います。 

 次は、予算概要に行かせていただきます

けれども、予算概要の１４ページのところ

でございます。工事検査室の関係ですが、

工事検査指導嘱託員が平成２８年度の予

算には計上されていましたけれども、こと

しの予算に計上されていないということ

ですので、その辺のどういう予算の振り分

けをされたのかということについて、人的

な対応なのか、その辺の答弁をお願いした

いと思います。 

 次は、補正予算のほうでございます。補

正予算の１４ページのところで、市たばこ

税の件でございます。この９億２，０００

万円を今回新たに増額補正されていると

いうことなんですが、平成２９年度に幾ら

か大阪府へ支払うことになってくると思

うんですが、その辺の支払いの時期とか、

あと金額についてお尋ねしたいと思いま

す。 

 次は、この補正予算の１６ページのとこ

ろでございます。情報政策課ですけれども、

番号制度システム整備補助金ということ

で補足説明が午前中にございました。平成

２８年度当初予算でも８８３万円計上さ

れておりまして、今回３３４万６，０００

円が増額補正されているということです

ので、その辺の補助金の内容についてお尋

ねしたいと思います。 

 それと、２８ページのところなんですが、

ホームページ構築委託料というのが７９

２万３，０００円ということで減額補正さ

れておられます。これは平成２９年４月に

向けてホームページを変えていこうとい

う動きをされていたと思うんですけれど

も、それに向けて平成２８年度何かやって

いこうとか、こういう内容にしていこうと

か検討されたことがあれば、お尋ねしたい

と思います。 

 最後、同じ２８ページのところなんです

けれども、目５企画費のところで大阪市隣

接都市協議会負担金というのが平成２８

年度当初予算と同じ金額が減額補正とい

うことで、平成２７年度決算では３万円ほ

ど支出をしているんですけれども、これが

丸々減額された理由というか、協議会は開

かれなかったのか、その辺の確認も含めて

ご答弁をお願いしたいと思います。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 それでは市民税にか

かります３点のご質問にご答弁申し上げ

ます。 

 まず、１点目の個人市民税の増の要因、

それと２点目の法人の法人市民税の減の

要因について、まず一括してお答えしたい

と思います。 

 市税の予算の見積もりに当たりまして

は、従前より税制改正による影響でありま
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すとか景気の動向によるものであります

とか、その辺を鑑みながら予算見積もりを

させていただいたところでございます。そ

れで今回につきまして、平成２９年度の予

算をするに当たりまして、まず、個人市民

税につきましては大きな税制の改正につ

いてはございませんので、まず、景気回復

がここ数年続いておりますので、その辺で

若干人手不足を背景する雇用情勢が良好

になっているということでありますとか、

所得環境、個人所得につきましてもここ数

年少しずつ伸びているということを鑑み

まして、今回増加の見込みをさせていただ

いたところでございます。 

 それとあと、法人市民税につきましては、

景気回復に伴う法人所得の増収も見込ま

れるところなんですけれども、市内法人の

税制上の控除に係る減少というのがござ

いまして、その影響がございますので、こ

の減額ということで見込まさせていただ

いたというところでございます。 

 それと３点目の、市たばこ税の件でござ

います。市たばこ税の件につきまして、大

阪府への府交付金の支払いの時期である

とか、それが幾らぐらいになるかというこ

とでご質問であったかと思います。時期に

ついては、ことしの７月ということで一応

予定しております。それと、額につきまし

ては、この市たばこ税の決算がまだ整って

おりませんので、確実なところを言えない

ということと、もう一点、積算する根拠に

なりますのが平成２７年度に行われた国

勢調査の人口から算定することになって

おりますので、正しい数字についてはまだ

確定しておりませんが、平成２５年度であ

ったと思うんですけれども、そのときと同

じような推計で大体、今の状況で計算させ

ていただきますと、１億２，０００万円か

ら３，０００万円ぐらいの額になろうかと

考えております。 

○三好義治委員長 岩見課長。 

○岩見納税課長 それでは、個人市民税の

滞納繰越分の当初予算と昨年との比較で

ふえておるということの考え方について

のお答えをさせていただきます。 

 まず、滞納繰越分の予算につきましては、

毎年出ます滞納繰越額とそれと現年度の

分です。それが翌年度に繰り越しされます。

その分を合わせて幾らになるかというこ

とを先に算出をいたします。その分が平成

２８年度につきましては、３億５，４３０

万円ほど翌年度に繰り越されるという想

定をいたしまして、そこから徴収率を掛け

ることによって当初予算額を算出してお

ります。それで、平成２８年につきまして

は、３億５，４００万円に徴収率２２．８％

を掛けて８，０７０万円が入ってくるであ

ろうという予算を計上させていただいて

おります。今年度につきましては、滞納繰

越分につきましては、毎年減少傾向にござ

います。その分で個人の分が３億１，１９

０万円となりましたので、それに見込み徴

収率を掛けさせていただいております。毎

年市民税につきましては、徴収率のほうが

若干低めでございますが、新年度につきま

しては２７．１％という徴収率の設定をさ

せていただいております。その結果、予算

として８，４５０万円という計上になって

おります。 

 したがいまして、今まで徴収率を低く設

定しておりましたけれども、徴収率を高く

設定することによって徴収の強化につな

げていきたいというふうに思っておりま

す。 

 また、この市民税につきましては、大阪

府の府税も同時に徴収しておりますこと
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から、大阪府のほうも徴収の強化に努力す

るようにという通達も来ておりますので、

市府民税の徴収のほうにも力を入れてい

きたいというふうに考えておるところで

ございます。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 それでは、まず１点目、

交付税の今後の見込みということでござ

います。平成２９年度の見込みでございま

すが、国のほうでの平成２９年度の地財計

画の中で地方交付税につきましては、総額

が１６．３兆円、対前年度比で２．２％の

減となっております。また、交付税の原資

となります国税収入のほうです。こちらの

ほうが平成２７年度で予算割をしており

まして、なおかつ平成２８年度では補正で

また減額されるという状況が起きており

まして、言うなれば交付税の原資になるパ

イが減っている状況であるということが

一つございます。 

 それと、また本市の状況で申しますと、

例年財政力指数からも判断できることで

ありまして、交付税交付、不交付のはざま

で本市については位置づけておるところ

でございます。対前年度比で約１億３，０

００万円普通交付税については減ってい

るということもございます。まだ、交付税

の算定については未確定な部分も多いと

ころではございますが、試算する中では交

付税算定の歳出のほうでは高齢者人口の

増などで一定の増加を見込んでおります

けれども、それを上回る収入のほう、今年

度のたばこ税の収入の分が影響しまして、

交付税のほうは不交付になるというふう

に見込んでおるところでございます。 

 もう１点のご質問、臨財債と市債と基金

とのバランスというところでございます。

臨財債につきましては、後年度の償還額に

つきましては、全額理論上ではありますが、

後年度の普通交付税の基準財政需要額に

算入されることとなっております。ただ、

しかしこれも市債でございますので、やは

り市債残高の増加を招く要因となってお

りまして、平成２７年度末の一般会計の市

債の残高のうち、この臨財債の占める割合

が、今４割を超えている状況でございます。

できるだけ、後年度の負担にならないよう

に、今後、調整していく必要があるという

ふうに考えておるところでございます。 

 市債全体と基金の関係で言いますと、今

後のやはり財政需要に応えていくために

も、できるだけ基金を温存していくという

ことは、やはり大切なことかなと。ですの

で、その市債発行と基金残高のバランス、

ここをいかに図っていくかということが

大切だと思っております。財政課としまし

ては、できるだけ市債残高のほうを軽減さ

せながら基金を温存させていくと。長期に

安定的に財政運営するためにも、そのこと

が財政運営のキーであるというふうに考

えております。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 それでは、情報政策

課所管の４点の質問にお答えさせていた

だきます。 

 まず、統計調査確保対策事業委託金でご

ざいますが、国からの委託を受けてさまざ

まな統計調査を実施しております。統計調

査員を取り巻く環境は厳しくなりつつご

ざいます。一昨年度の国勢調査等におきま

しては、多数の調査員を確保する必要にな

ってまいります。平成２９年度におきまし

ては、統計調査員のこのような確保が厳し

い現状を踏まえ、統計調査員希望者の登録

等を現在行っておりますが、そういったこ

とや、調査員に対しまして、資質の向上の
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ための補助金として国から交付をされて

いるものでございます。平成２９年度にお

きましては、国が発行する統計調査に係る

情報誌の発送に係る郵送料でありますと

か、あと登録調査員の研修会を府において

ブロック別に開催する予定となっており

ます。そちらにおける案内の郵送料として、

予算を計上させていただいております。 

 続きまして、２点目の帳票一括アウトソ

ーシングの委託料につきましては、基幹シ

ステムの国保、税、福祉等の帳票の印刷、

データの印字です。それから帳票の裁断、

封入、封緘までそういったものを含めまし

て、外部に委託するためのアウトソーシン

グの委託料となっております。 

 続きまして、自治体セキュリティクラウ

ド運用事業の内容につきまして、こちらの

ほうは本年７月から、本格的なマイナンバ

ーの運用開始になります。そちらを見据え

まして、平成２７年１２月、国から自治体

のセキュリティ強靭化の対策とともに、都

道府県と市町村が協力して自治体セキュ

リティクラウドを構築し、高度なセキュリ

ティー対策を講じることという通達がご

ざいました。セキュリティレベルには、自

治体間でばらつきがあることから、インタ

ーネットの接続部分を都道府県単位で集

約をしクラウド化することで、サイバー攻

撃等に対して高度な監視を行うなど、セキ

ュリティレベルを上げるため、大阪府にお

いて構築が行われました。 

 今回、大阪府が構築するセキュリティク

ラウドを本市におきましても平成２９年

度より５年間運用するに当たりまして、８

７２万９，０００円の限度額を設定させて

いただくものでございます。 

 最後に、番号制度に係ります整備補助金

３３４万６，０００円につきまして、増額

補正をさせていただいております。平成２

８年度の予算要求時には、総務省の補助金

についての詳細が明らかになっておりま

せんでした。後になって、総務省のほうか

ら社会保障番号制度システム整備補助金

が交付されることになったことによりま

して、今回、増額補正をさせていただいて

いるものでございます。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、人

事課に係ります５点のご質問にご答弁申

し上げます。 

 まず、人事評価システムでございますけ

れども、発揮した能力を能力評価というこ

とで給与に反映する。そして、上げた実績

に基づいて業績評価という形で勤勉手当、

賞与に反映するという人事評価制度を平

成２６年度以降、本格的に段階的に実施を

しております。 

 課長級以上の管理職につきましては、平

成２６年度以降に既に導入を実施してお

りまして、課長代理、係長級についてはこ

の平成２９年１月１日の昇給と、次の６月

以降賞与、勤勉手当にも反映を予定をして

おります。 

 それ以外の職員につきましては、平成３

０年１月１日の給与の昇給、それとその同

年の６月以降の賞与、勤勉手当への反映と

いうことで考えておりまして、その人事評

価システムを運用するに当たっては、管理

職の場合は１００名おりませんので手作

業で十分可能であったわけなんですけれ

ども、６００名程度を管理することになり

ますので、それをシステム上で行って効率

化を図るというものでございます。 

 今年中にはシステムを構築して、平成３

０年の１月１日の昇給にできれば間に合

うように取り組んでまいりたいというふ
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うに考えております。 

 次に、自主研究グループでございますけ

れども、委員がおっしゃっていただきまし

たように、平成２４年度以降この助成制度

をスタートしております。１グループ５万

円ということで運用しておりますけれど

も、人事の想定としましては、先進市への

視察の旅費であったり、参考文献等図書の

購入ということも想定しておるんですけ

れども、インターネットの普及もございま

してなかなか支出そのものについては５

万円に足りないという状況が続いている

のは現実でございます。 

 ちなみにテーマで申し上げますと、平成

２４年度はファシリティマネジメント、防

災対策、アセットマネジメント、公会計、

平成２５年度は引き続いてファシリティ

マネジメント、公金債権の一体徴収、商店

街活性化、平成２６年度はゲーミフィケー

ション、平成２７年度は人口減少社会にお

ける財政確保に向けて、今年度平成２８年

度は住民自治ということのテーマのもと

に、各職員が取り組んでいるところでござ

います。 

 それと、排水路費の人件費の関係ですけ

れども、これは平成２８年４月１日に行い

ました機構改革の影響によるものでござ

いまして、旧課名ですが、公園みどり課に

下水道事業課の水路の関連の業務を取り

込みまして、本市の場合はこの水路の管理

等につきましては防災の観点等からも非

常に重要になってまいりますので、その観

点の部分の技術継承も含めて水みどり課

ということで水路を取り込んで強化を図

っているということ、その分人件費が増し

ているということでございます。 

 それと、職員数の関係ですけれども、シ

フトというお問いもございましたけれど

も、確かに平成２８年度４月、また平成２

８年１０月とも比較しても、平成２９年４

月の職員数というのは想定では、１０人以

上の減が想定をされます。ただ、この内訳

的には、技能労務職と正雀保育所の民営化

に係ります保育士の部分の減がございま

す。それと、あとは６０歳定年で退職をさ

れますけれども、引き続き再任用で勤務を

されるということもございますので、本庁

業務の部分についての実質的な影響とい

うのは基本的にはないというふうに考え

ております。 

 特に、保健福祉部門のお問いがございま

したけれども、平成２４年以降、保健福祉

課、高齢介護課、生活支援課、障害福祉課、

それぞれ平成２４年度以降は人数はとも

かく増員をしておりますので、そのあたり

は人事課として業務の内容、状況等を見き

わめながら増員をしているところです。技

能労務職、保育士等をその部分をどうシフ

トするかとかというところは、具体的には

考え方はもっておりませんけれども、結果

的にはそういう形にはなっているという

ことは確かにあると思います。 

 最後に、工事検査数の非常勤嘱託員のお

話でございますけれども、平成２７年度が

正規職員と非常勤職員、平成２８年度が正

規職員と再任用職員と非常勤職員、平成２

９年度が正規職員と再任用職員というこ

とで、平成２８年度だけ３名体制というこ

とになります。平成２８年度は、コミュニ

ティセンター等工事案件が一時的に増加

したため、非常勤職員の増員という形で賄

ったということでございます。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 防災管財課にかか

わります４点のご質問にお答えいたしま
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す。 

 まず、庁舎管理業務委託料と庁舎樹木管

理委託料の内容でございますけれども、庁

舎管理業務委託料の内容ですが、これは庁

舎及び庁舎駐車場の管理、施錠の確認です

とか、あと駐車場入り口付近の歩行者の安

全確認等に係る費用でございます。 

 それと、庁舎樹木等管理委託料ですけれ

ども、これは市役所、庁舎敷地内の高木、

中低木、ハンギングバスケット等、あと職

員駐車場等に係る樹木の剪定業務でござ

います。 

 続きまして、一津屋第一団地の外壁等改

修工事のスケジュールでございますが、住

宅棟につきましては、外壁等改修において

外壁塗装によるにおいですとか、また空調

機の移動も伴ってきますので、夏場の時期

を外して１０月ごろから施工する予定で

今のところ考えております。 

 また、団地内の集会所ですとか外構工事

につきましては、７月から８月にかけて行

う予定で考えており、全体では４か月から

５か月の工期で今のところ考えておりま

す。また、団地に住んでおられる住民です

とか、また近隣住民の方については、業者

が決まり次第速やかに説明会を行ってま

いりたいと考えております。 

 ３点目のスピーカーの遠達性について

でございますけれども、今回設計業者との

協議の中で、今回設置します明瞭性が高く

音の遠達性が高いスピーカーということ

で、現在のスピーカーよりも約３倍から４

倍のエリアカバーができるということで

聞いておるところでございます。 

 最後に、防災情報充実化強化事業負担金

が昨年度と比べて２倍増加している理由

と事業内容でございますけれども、この事

業負担金につきましては、防災情報取得に

係る費用を各市町村が分担して大阪府へ

負担するものでございます。 

 今回２倍になった理由といたしまして

は、大阪府防災ネットシステムの改修費用

ですとか、あと高所のカメラの修繕費用等

が影響しているものでございます。 

 この事業の内容でございますけれども、 

一つは防災ポータルサイト事業というも

ので、防災情報システムで入力した情報の

受信ですとか緊急速報メール機能をもっ

たポータルサイト事業の運用、もう一つが

防災メール事業ということで、住民への防

災関連情報のメールの送信、最後、三つ目

に高所カメラ事業ということで、被害映像

を収集するための府内に設置している高

所カメラの運営費を大阪府と府内市町村

と共同で実施している事業でございます。 

○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 私のほうから

は、人権女性政策課にかかわる２点の問題

についてお答えさせていただきます。 

 まず、７８ページ、男女共同参画推進審

議会委員報酬が平成２８年度から半減し

ている理由についてお答え申し上げます。

平成２８年度につきましては、新しい委員

さんの委嘱、また男女共同参画推進計画の

改訂版の策定があった関係から、４回開催

させていただきましたが、来年度につきま

しては２回の開催を予定しておる関係で、

２回分減っております。 

 続きまして、８４ページ、いじめ問題再

調査委員会が開催されるのはどういう場

合かというお問いでございました。いじめ

問題再調査委員会は、国のいじめ防止対策

推進法に基づいて設置するものでござい

まして、その中で重大事案が発生した場合、

例えば、児童の生命、心身または財産に重

大な被害が生じた疑いが認められるとき、
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または児童等が相当期間学校を欠席され

ることを余儀なくされた疑いがあるとき

などを重大事態と規定しております。 

 その重大事件が起こったときに、まず、

教育委員会におきましていじめ問題に関

する調査委員会が開催され、審議が行われ

ることになります。その教育委員会からの

報告を受けた市長が、当該報告に係る重大

事態の対処、または当該重大事態と同種の

事態の発生の防止のために必要があると

認める場合につきまして、この再調査委員

会を設置して調査の内容の審議でありま

したり、または再発防止策を検討するため

に設置する委員会でございます。そういう

場合には設置して協議していただくこと

になります。 

○三好義治委員長 山下局次長。 

○山下選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、当日投票システムの更新委託料の

内容につきましてご説明させていただき

ます。 

 選挙当日、市内２２か所の投票所に配備

いたしますバーコードシステムを搭載い

たしましたノートパソコンなんですが、こ

れは平成２２年に取得したものでござい

まして、既に一般的な耐用年数を超えてい

るところでございます。昨年執行されまし

た参院選、市長選におきましても、一部立

ち上がり等において動作が不安定なパソ

コンが見られましたことから、今回安定し

た動作スペックを確保するためにパソコ

ンを入れかえまして、同時にシステムのセ

ットアップを含めました更新を行うもの

でございます。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、消防本部所管

であり警備課所管であります指令センタ

ー共同運用等負担金についてお答えいた

します。 

 平成２９年度予算計上しております指

令センター共同運用等負担金２，８１０万

５，０００円の内容と内訳をまず説明させ

ていただきます。 

 吹田市・摂津市消防指令センターのシス

テム及びデジタル無線設備に係る保守費

用、こちらが２，２７７万２，５４８円で

ございまして、それと吹田市・摂津市消防

指令センターの運用に伴う６名の職員派

遣に係る庁舎管理等の費用が５３３万２，

４５２円でございます。 

 平成２８年度は、整備を実施した平成２

７年度の次年度でありまして、保守費用は

瑕疵担保の保証期間であったため、費用は

発生せずに平成２９年度からは、吹田市消

防本部の庁舎利用料等の費用に付加いた

しまして、指令システムとデジタル無線の

設備に係る保守費用を計上するものでご

ざいまして、委員がご指摘のとおり、確か

に数字上では大きな差があるようには見

えますが、それが理由となっているもので

ございます。 

 その次でございますが、吹田市・摂津市

消防指令センター運用から約１年が経過

しようとしておりますが、その感想という

ことでお答えいたします。 

 指令センターにおきましては、最新鋭、

高機能、高性能の指令システムをフルに活

用いたしまして、正確かつスピーディに災

害出動をアシストし、適正で円滑な災害活

動が実現しております。また、指令共同運

用と合わせ、隣接応援協定を強化し、指令

センターのシステムに反映しており、相互

応援体制は大幅に強化されているものと

考えております。現在では、本市から指令

センターへ派遣しております職員のスキ
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ルアップが目覚ましく、さらなる指令業務

のスピードアップを図っているところで

ございます。本市消防本部といたしまして

は、今後も吹田市と連携を強化いたしまし

て、円滑で正確、迅速な指令業務に努めて

まいる所存でございます。 

○三好義治委員長 橋本参事。 

○橋本消防本部参事 それでは、消防団員

数の現状についてということでお答えさ

せていただきます。 

 平成１９年当時の消防団員数は、３３５

名でございましたが、現在、分団員数は基

本分団員３４７名、そのうち女性消防団員

が４名、機能別団員のうちＯＢ団員は１１

名、３企業からなります機能別分団員は４

５名、全分団員として４０３名で活動して

いただいております。全国的には消防団員

は減少傾向にありますが、本市においては、

地元消防団員のご努力により血縁者、親族

等をご紹介していただきまして、今年度末

には１０名の方が退団されますが、来年度

にはまた１０名の方が入団され、１０年前

に比べまして若干ではございますが、増加

しているような現状でございます。 

○三好義治委員長 松方課長。 

○松方総務課長 それでは、債務負担行為

を６年にしたことについての理由につい

て、ご答弁申し上げます。 

 当初、５年リースと６年リースと検討し

た結果、現存の機械が当初５年で再リース

を２回やりまして、その間に業者のほうか

ら中の中枢部分の機器については故障の

際に、これ以上の部品の交換はないという

ようなことを言われまして、５年リースよ

りも６年リースでもまだ使用可能という

ふうに判断いたしました。それと、費用と

しまして５年リースのほうが月額４，７０

０円、税抜きですけれども、５年リースは

高くなりますので、それを６年間に計算し

ますと、約３６万５，０００円ほど全体で

多くかかってしまいますので、機械の耐久

性と費用対効果を考えて６年リースにし

まして、債務負担行為を組んだところでご

ざいます。 

○三好義治委員長 荒井課長。 

○荒井広報課長 ホームページのリニュ

ーアルについてのご質問にお答えいたし

ます。 

 平成２８年度の当初予算では、一部リニ

ューアルを行うためのホームページ構築

委託料を計上しておりました。平成２８年

度には他に広報紙のリニューアルを９月

に、市勢要覧の発行を１１月に行っており、

その後、平成２９年４月稼働に向けて、ホ

ームページの一部リニューアルに着手す

る予定にしておりました。このリニューア

ルは、広報課がこれまで課題として把握し

ていたこと、例えば、トップページの情報

整理やシステム上の使いづらいところの

解消などに取り組むものでございました。

しかし、平成２９年度の予算編成の中でホ

ームページ関連の予算要求が幾つかの課

から上がってきたことから、各課の課題を

取りまとめて全面的にリニューアルする

ほうが有効と判断し、平成２８年度予算は

使わず減額補正を行い、改めて平成２９年

度に予算計上したものでございます。 

 したがいまして、現在は各課の課題につ

いて把握、調整する準備を進めているとこ

ろでございます。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、大阪市隣接都

市協議会負担金の減額補正についてご説

明いたします。 

 まず、この協議会なんですけれども、大

阪市とその隣接する吹田市、摂津市、守口



- 48 - 

 

市等１０市です。その市が集まりまして大

都市固有の課題であったり、連携を要する

困難な課題、これに対応するため取り組む

ことが目的でございます。この近年におき

ましては、主に職員研修が実際活動の中心

となっておりました。そして、平成２８年

当初の予算でこの会費ということで、負担

金７万５，０００円を予算化していただい

たんですけれども、その後平成２８年度に

入りまして、すぐにこの協議会の主管課会

議がございまして、会の運営といたしまし

ては、今後は情報交換、意見交換等費用の

かからないそういう体制で進めていくと

いうことが決まりました。 

 これに伴いまして、平成２８年度の負担

金７万５，０００円を全額補正で削らさせ

ていただくものでございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 ご答弁いただき、ありが

とうございます。 

 まず１点目、個人市民税の関係です。景

気の関係であるとか、また雇用の状況とか

を踏まえてということでした。社会の流れ

の中で税収というのは上がったり下がっ

たりしてくると思うんですが、こういう景

気の動向をしっかりと今後も捉えていた

だいて、予算計上、また補正予算等をしっ

かりと対応していっていただきたいと思

います。 

滞納の関係も、税の負担の公平性の観点

として、しんどい中でも税金を払っていた

だいている方等との税の公平性というこ

とも踏まえて、またしっかりと徴収や滞納

処分においては適正に、ちゃんと相手の状

況も踏まえていただいて取り組んでいっ

ていただきたいなということで、この個人

市民税と法人市民税の件と滞納処分の件

は要望とさせていただきますので、よろし

くお願いいたします。 

 地方交付税の件でございます。今回、平

成２９年度で不交付になるという見込み

ですが、不交付がいいのか悪いのかという

議論もあるとは思うんです。例えますと、

親からの仕送りのように、国からの仕送り

がなくてもできるというのが私はベスト

な自治体運営だと思うんですけれども、摂

津市はこの交付税がもらえるかもらえな

いかというはざまのあたりですし、その辺

もしっかりと安定するような財政運営を

していっていただきたいということで、こ

のことでは市がどうのこうのということ

ではできない部分でもあるかと思います

ので、その辺は財政運営をしっかりとやっ

ていただきたいということで、要望として

おきたいと思います。 

 情報政策課の統計調査員の件でござい

ます。調査員の募集というのは、なかなか

ご苦労があると思うんです。調査員になっ

たからということでお金をいただけると

いうこともあるんですけれども、やはりこ

れは市民の方々の協力してあげようとい

う意識がないと成り立たないところだと

思うので、先ほど情報誌のことであるとか、

また府での研修会、そういうこともあると

思うんですけれども、その研修会を受けて

いただける人をどう募っていくかという

のが、これから大きな課題だと思うので、

その辺をまたしっかりと自治体として情

報発信をしていっていただくしかないと

思いますので、それは極力この調査はこう

いう内容ですよということは、細かく情報

発信していただいて、多くの方に集まって

いただけるような、そういう体制づくりや

進め方をお願いしたいということで、要望

としておきます。 

 臨時財政対策債の件でございます。「市
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の借金が順調に減ってきていますよね」と

いうことで、よくなったというような意識

を市民の方から直接聞くことも多々ある

んです。ただ、これまで市債の起債の関係

で、極力、借金の金額を落としていこうと

いうことで努力をされて、半減ぐらいまで

にされてきたようなこともあるかと思い

ます。 

 そういう中で、私は極力、基金というの

は温存していっていただきたいという考

えをもっていますが、借金ができる財政力

があれば、基金を取り崩さず借金をしてい

くというのも一つなのかなというふうに

思うので、その辺のバランスをしっかりと

っていただいて、極力借金をしないでもい

けるような財政運営、そしてなおかつ、こ

の貯金を取り崩さない、なかなか難しいと

ころだというふうに思うのですが、その辺

しっかりとバランスをとっていただいて、

財政運営として摂津市民の方に安定した

摂津市の運営というのを感じていただけ

るような、そういう財政運営をやっていっ

ていただきたいなということで、お願いを

しておきたいなというふうに思います。こ

れは要望としておきます。 

 次の、６８ページの人事課の件でござい

ます。人事評価システムの件でありますが、

能力の関係とか、今までペーパーでやって

いたものをシステム的にやっていこうと

いうことだと思うんですけれども、その辺

で、例えば、Ａさん、Ｂさんの能力の評価

の仕方と、例えば当該個人が思っている能

力の判断、この差が出てきたとき、その辺

の整合性というのをどうとっていかれる

のでしょうか。自分の給料に直接反映して

くるものだと思うので、その辺の整合性を

どう考えておられるのかということで、こ

れはお尋ねしたいと思います。 

 次の、職員自主研究グループ補助金の件

でございます。１グループ５万円を上限に

してということで、今取り組んでいってい

ただいています。これまで防災の件である

とか、また公会計の件であるとか、また住

民自治の件であるとかということでいろ

いろと研究をしていっていただいている

ということで、これは自主的な研究だとい

うふうに思うんです。こういう職員がおら

れるというのは、本当に頼もしいというか

ありがたいと受け取っているんですけれ

ども、先ほどの人事評価の件にも関係する

んですけれども、この辺の頑張り度をどう

人事評価として捉えていくのかという考

え方についてお尋ねしたいと思います。人

事評価の関係と自主研究グループの関係

をどう関連性をもっていくのかというこ

とで、お尋ねをしたいと思います。 

 次の７２ページの防災管財課の件で、庁

舎管理業務委託料と庁舎樹木等管理委託

料です。業務的にはこれでわかりました。

スケールメリットを生かしていただかな

いと、課ごとに同じような業務が出てきて

いるようなことも、予算書の中で見えます。

例えば、庁舎管理業務委託料なり、庁舎樹

木等管理委託料という項目が、例えば保健

施設でも管理業務委託料であるんです。ま

た、幼稚園、小学校、中学校でもその項目

がそれぞれ出てきているというようなこ

ともあるので、その辺を管理業務として一

つに統合していったほうがいいのではな

いのかと思うので、その辺の認識も含めて

お考えをお尋ねしたいと思います。 

 次の７６ページの帳票一括アウトソー

シング委託料の件でございます。業務的に

は、帳票類の印刷であるとか、また封筒の

印刷であるとかいうことで外部委託をし

ているということだったと思うんですが、
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この帳票一括アウトソーシング委託料と

いうのは、これも別でまた計上されている

んです。その辺で、計上を別にしなければ

いけないのか、一括でどこかの課が計上で

きないのかということで、改めてご答弁を

お願いをしたいと思います。 

 ７８ページの人権女性政策課の男女共

同参画推進審議会委員報酬の件でござい

ます。これは、その会議の開催が４回から

２回になるということでの半減だという

ことでございましたので、男女共同参画の

推進というのがこれまでもそうですし、ま

た午前中も述べておられましたけれども、

やはりこれから男女共同参画というのは

進めていってほしいというのは私も思っ

ておりますが、その中で、男女平等という

観点からすれば、人数を半々にするという

のも一つの見方かもしれないんですけれ

ども、それはそれでいいことだと思うんで

すけれども、やはり男性・女性の体力面で

あるとか、また家族構成であるとか、また

能力の面であるとか、そういうことでどう

しても差が出てくるというふうに思うの

で、その辺は女性の参画率を高めていくと

いうのは一つなんですけれども、それが例

えば半々にならなくても、例えば３割とか

２割になったとしても、女性の意見がしっ

かりとその中で反映していけば、まだ男女

平等というか、男女共同参画社会は進んで

いくと思うので、その辺も踏まえてこの男

女共同参画を進めていっていただければ

ということで、これも要望としておきたい

と思います。 

 いじめの問題再調査委員会の件でござ

います。先ほどの答弁の中で、教育委員会

での審査を終えて、その審査内容によって

市長が必要と認めたときには、この再調査

委員会も開かれるということだったと私

は認識させていただいたんですが、例えば、

市長が認めるということではなしに、例え

ばご本人が再調査をやってほしいとかそ

ういったときにも、この再調査委員会とい

うのを開いていただけるのかということ

について、確認も含めてご答弁をお願いし

たいと思います。 

 次の９２ページの当日投票システム委

託料でございます。バーコードのシステム

の関係が不安定だったということであり

ますので、こういう不具合が発生してくる

と、投票率の関係にも影響してくるかもし

れませんので、その辺はしっかりと投票事

務として来ていただいた方に気持ちよく

投票していただける、そしてまた帰ってい

ただけるように流れをスムーズにしてい

くために、市が安定したパソコンでまた取

り組んでいっていただきたいというふう

に思いますので、よろしくお願いいたしま

す。要望としておきます。 

 次の水路費の給料の件はわかりました

ので以上でございます。 

 次の防災管財課の一津屋第一団地の件

でございます。全体としては、４か月から

５か月の工期ということであったかと思

います。住んでおられる方々もおられます

ので、騒音とかほこり関係も苦情として出

てこないような形で施工していっていた

だきたいということで、これは要望してお

きますので、またよろしくお願いをいたし

ます。 

 次の消防の関係の指令センター共同運

用等負担金の件でございます。消防に対し

ての強化ができたということで、また費用

の面につきましてもこれから平成３０年

度以降は、こういう金額は大体出てくると

いう認識でいるわけなんですけれども、そ

の中で例えば、指令センターが吹田市と共
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同運用になったということも踏まえてな

んですが、これまでも消防関係の広域化に

ついていろいろと議論がなされておられ

ますし、またきょうも救急の件だとか、ま

た消防の件ということでそれぞれ別の観

点から議論もされていました。消防の広域

化について、現状がどうなっているのか、

そして、これからどう進めていかれるのか、

ご答弁をお願いしたいと思います。 

 消防団員の件でございます。平成１９年

度から見れば、約７０名ぐらいふえて、今

企業も含めてということであればふえて

きているということであります。近隣の市

で聞く中では、摂津市の消防団は本当にあ

りがたいことだと思います。やはり身近な、

いつも同じ生活環境の中でおられる方が

消防に携わっていただいているというの

が、市民の方からすれば消防に対しての親

近感を持てるということもお聞きしてい

ますので、ことしも退団される方が１０名、

新しく入ってこられる方が１０名という

ことで維持をされるということなので、こ

の辺もしっかりと取り組んでいっていた

だいて、地域に根差して、そういう消防団

の運営と人員の確保も含めて取り組んで

いっていただきたいということで要望と

しておきます。 

 次の１６２ページのところの、防災管財

課の件で、デジタル防災行政無線の件でご

ざいます。数字的には、今のアナログから

見れば３倍から４倍の距離まで聞こえる

ということですが、代表質問でもあったん

ですが、音声というのは建物の反射の関係

とか、高いビルが建っていると、その裏に

は届かないとかいうエリアがあるかと思

うんです。こういうデジタル化をやったと

しても、そういうことも含めて、どの辺に

聞こえない地域があるのかを、一度調査し

て現場を知っていただくことも、デジタル

化の後にやっていただきたいということ

で要望しておきます。 

 次の防災情報充実強化事業負担金の件

でございます。この大阪府のシステムの改

築であるとか、カメラの修繕だったという

ことで、地震の関係については、いつ起き

るかわからないというような状況でもあ

ると思うので、この辺も安定したシステム

運用をお願いしたいということで、これも

大阪府等としっかりと連携をとっていた

だきたいということでお願いしたいと思

います。 

 次の職員数の関係でございます。今のと

ころ、人数の関係については、退職者の再

雇用とかいうこと対応されているという

ことでありますので、特に福祉関係も何人

かは人をふやしているということだった

ので、その辺をまたしっかりと現場の状況

を見ていただいて、そしてまた新しい法律

ができたとか２０２５年問題のことであ

るとかいうことも踏まえて、しっかりと対

応していっていただけるような人事をお

願いしたいと思います。 

 郵送機器借上の債務負担行為の件でご

ざいます。５年よりも６年のほうが月割り

にすれば割安になってくるということと、

機器の性能向上も含めて６年もつという

ことだったので、しっかりと運営していた

だきたいという要望としておきます。 

 次のセキュリティクラウドの件でござ

います。先ほどマイナンバーの件とか、ま

たことしの７月から運用していくとかい

う方向が出ているということでありまし

たけれども、例えばマイナポータルをこの

７月から運用していかれるということで

あったかと思うんですが、その辺のセキュ

リティ関係です。しっかりとやっていくべ
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きだというふうに思うんですが、その考え

方を確認も含めてご答弁をお願いをした

いと思います。 

 工事検査室の件は、わかりました。あり

がとうございます。 

 次に、補正の件でございます。たばこ税

の件でございますが、先ほど述べさせてい

ただいたように、これは大変ありがたいこ

とだったと思うのですが、来年どうなるか

ということもあるかと思うので、その辺は

また社会状況や企業の状況・動向を見てい

ただいて、財政運営に取り組んでいってい

ただきたいと思います。 

 次の番号制度の件でございます。これも

当初予算で８８０万円ほど計上されてい

て、補正予算が３３０万円ということなの

で、その辺のシステムの整備関係をしっか

りと取り組んでいただきたいということ

で、これも要望としておきますので、よろ

しくお願いいたします。 

 先ほどのホームページの件は、わかりま

した。 

 大阪市隣接都市協議会負担金の件でご

ざいます。これは、隣接都市ということで、

吹田市であるとか守口市であるとかいう

ことで、大都市関係です。そういうことで

協議会ということで、今まで若干お金がか

かっていたけれども、これからお金を極力

かけないような情報交換ということでさ

れていくということだったというふうに

思います。こういうことも踏まえて、摂津

市東部の地下鉄延伸の話もさせていただ

きましたけれども、本当に今、児童・生徒

の減少の件もありますし、やはり公共交通

の件もございますので、そういう意味では

この地下鉄も含めてしっかりと広域的な

ところも含めて、また情報交換をしていっ

ていただきたいということで、これもお願

いをしておきたいというふうに思います。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午後３時１１分 休憩） 

（午後３時２８分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、人

事評価にかかわります２点のご質問に答

弁申し上げます。 

 まず１点目の自己評価と上位評価等の

差異といいますか、そのあたりの整合性と

いうことでございますけれども、人事評価

のうちの能力評価というところでご答弁

をさせていただきたいと思いますけれど

も、能力評価につきましては、地方公務員

法に基づいて条例上で等級別基準職務表

というのを位置づけしております。 

 これは、職階、役職ごとに必要な能力と

いうものをあらわしているものなのです

けれども、それをベースに能力評価を実施

するための評価項目というものを設定し

ております。 

 ですから、あくまでも職階ごと、課長級

でしたら課長級の中で、係長でしたら係長

の職員の中で、その評価項目に基づいて自

己評価と上位評価ということになるので

すけれども、確かに、管理職もこれまで平

成２６年度以降実施してきておりますけ

れども、自己評価と上位評価の若干の差異

というのは、やはり出てくる場合がござい

ます。 

 それを補完する意味で、平成２９年度以

降、下位評価というものを取り入れていこ

うというふうには考えておりますし、また、

そのあたりの差異の部分については、調整

委員会ということも設けておりますし、や

はり、役職者の中、同じ役職の中での評価

ということになりますので、我々の自治体
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の規模ですと、比較的個人、一通り顔もわ

かりますし、そのあたりについては調整が

しやすいのかな、他市に比べると調整はし

やすいというふうには考えております。 

 あと、職員の頑張りの部分の評価のとこ

ろなのですけれども、基本的には、自主研

究グループであったり、職員提案制度であ

ったり、そういったところでの頑張りとい

うか行いを、この人事評価に反映するとい

うことは、基本的には考えていません。 

 やはり、通常の業務、日常の業務の中で

発揮した能力なり上げた業績ということ

をしっかり評価していきたいと思ってい

ます。 

 ただ、やはり、これだけ頑張った、もし

結果的に達成できていなくても、やはり、

これだけ難しいことを、困難なことにチャ

レンジしたり、取り組んだという部分につ

いては、人事課としても一定評価をする必

要があるというふうには考えております。 

 それを、能力評価の中でできるのかとい

うと、なかなか難しい部分があると思いま

すので、そこのところは、業績評価の中で、

業績評価といいますのは、半期ごとに行う

のですけれども、目標、半年後に達成する

目標という部分をあげたときに、その目標

ごとに難易度というのを設けます。ですか

ら、その難易度が高ければ、やはり、それ

は達成がなかなか難しい部分が当然出て

くるわけなのですけれども、そのあたりを

捉えながら、その職員の頑張り度というか、

チャレンジ度と言いますか、意欲といいま

すか、そのあたりについては、明確にどう

いうふうに反映するかというのはなかな

か難しい部分があるのですけれども、人事

課として一定評価の中に取り入れていく

必要があるというふうには考えておりま

す。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 それでは、各施設の維持

管理の一括委託についてのご質問にご答

弁申し上げます。 

 各施設の維持管理等の業務につきまし

ては、平成１４年度から順次取り組んでお

るところでございます。先ほどありました、

樹木管理業務、それ以外に、施設の清掃業

務、また、窓ガラスの清掃業務であります

とか、エレベーターの保守委託などなど取

り組んでおるところでございまして、施設

の維持管理業務について、財政課の方で一

括で入札を行いまして、事務の簡素化とス

ケールメリットによるコスト削減、こちら

をはかっているところでございます。 

 契約につきましては、財政課で行いまし

て、予算では、各施設の所管課の方で予算

執行を行っていただいているところでご

ざいます。 

○三好義治委員長 次に、船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 いじめ問題再

調査委員会を被害があった方、またその関

係者の方から要求して設置することがで

きるのかというお問いであったと思いま

す。 

 この再調査委員会につきましては、先ほ

ども申し上げましたように、重大事件が起

こった場合で、教育委員会の方の調査が行

われた報告を受けた市長が設置するもの

でございますが、今、想定されるような問

題は、先ほど重大事件と申し上げました、

児童の生命や財産に重大な被害が生じた

とき、また、長期間休んで教育の機会が奪

われたと、そういうようなときでございま

すので、当然、そういうような事案が起こ

ったときについては、関係者であるとか被

害者の方が、再調査をしてほしいと思われ

るのは当然でございますので、希望は直接
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聞くことはございませんけれども、その様

な事件が起こった場合については、当然、

委員会を設置して、再発防止なり、その調

査の内容の検証なりは行うものと考えて

おります。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 私から、市民税にかか

ります帳票一括アウトソーシングの委託

料につきましてご説明させていただきた

いと思います。 

 この分につきましては、従前、情報政策

課の方で、先ほど説明がありましたように、

その中で一括して私どもの分も契約をし

ていただいておりました。また、今、財政

課長から説明があったように、スケールメ

リットをいかすような形で、できるだけ合

わせるような形でしていきたいところで

ございます。 

 しかしながら、情報政策課の方でしてい

ただいていたところ、仕事量が多いである

とか、この仕事内容につきましても、いろ

いろな仕事内容があるということで、受け

手の方にも得手不得手があるような形で、

なかなか費用の縮減効果が得られなかっ

たということがございます。 

 その中で、今回、私どもの帳票一括アウ

トソーシングにつきましては、同じような

仕事になっておりますので、これにつきま

しては、分けさせていただいて、これで一

度費用に対してメリットを得られるかど

うか検証させていただいて、それで得られ

たならば、今後続けさせていただきたいと。 

 また、ほかの業務もありますので、それ

につきましてもいろいろくっつけたり、ま

た離したりという形で、いろいろな検証を

しながら費用対効果の検証をしてやって

いきたいと考えております。 

○三好義治委員長 次に、消防の広域化に

ついて。 

 橋本参事。 

○橋本消防本部参事 消防広域化の現状、

また、進め方についてのお問いについてお

答えいたします。 

 消防広域化については、平成２７年４月

に摂津消防本部消防広域化推進本部を設

置いたしました。その作業部門として、摂

津市消防本部消防広域化推進プロジェク

トチームを立ち上げまして、本市の現状、

課題の抽出等を行い、さまざまな角度から

消防広域化について検討してまいりまし

た。 

 本年３月には、摂津市消防本部の方向性

を示すものとして、摂津市消防広域化推進

計画を策定するところでございます。 

 今後は、本市が進むべき消防のあり方に

ついて、市部局等に報告するとともに、こ

の計画をもとに持続可能な消防体制の整

備と確立に向け、事務局レベルで関係市に

働きかけたいと考えております。 

○三好義治委員長 消防長。 

○樋上消防長 答弁の補足をさせていた

だきます。 

 消防広域化につきまして、国から人口３

０万人以下の市町村におきましては、広域

化をはかりなさいと言われております。本

市におきましても、広域化を目指していき

たいと考えております。 

 消防広域化がもたらすメリットといた

しましては、部隊の増隊、また、初動体制、

そして増援体制の強化などが上げられま

す。 

 また、将来的には、署所の適正な配置、

管轄区域の適正化がはかれます。また、総

務部門や通信部門の一元化によりまして、

各業務の専従化がはかれるメリットがご

ざいます。 
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 本市は、平成２８年４月から、吹田市と

消防指令業務共同運用を開始いたしまし

た。これは、かねてからの懸案でありまし

た、通信指令員の専従化でございます。ま

た、本市と吹田市がよりよい広域連携が現

在取れております。この連携を足がかりに、

広域化を目指していくことになりますが、

一足跳びに広域化ということにはなりま

せん。これからは、吹田市と広域化につい

ての勉強会等を重ねていき、また、本市が

今課題になっております救急隊でござい

ます。救急車の両市の乗り入れができるよ

うな協議も行っていきたいなと考えてお

ります。 

○三好義治委員長 槙納課長。 

○槙納情報政策課長 マイナポータルの

お問いについてご答弁申し上げます。 

 マイナポータルは、政府が中心となり運

営するオンラインサービスとなっており

ます。行政機関の間の情報連携は、７月の

開始予定であり、マイナポータルによる自

分の情報のやりとりの確認なども７月か

らを予定しております。 

 お問いのセキュリティについてでござ

いますが、マイナポータルの利用におきま

しては、カードリーダーにマイナンバーを

かざしまして、マイナンバーカードの利用

者証明用電子証明書を用いて、ＩＤパスワ

ードによる認証よりも高いセキュリティ

レベルで、本人の確認を行うこととなって

おります。これによりまして、なりすまし

等の防止を防ぐものとなっております。 

 あと、操作履歴の確認が可能であったり、

アクセス権を厳格に管理するなど、マイナ

ポータルに対しての安全対策が講じられ

ておるところでございます。 

○三好義治委員長 村上委員。 

○村上英明委員 先ほどの人事評価の件

でございます。 

 やはり、自分で頑張った分を自分の給料

に反映をしてほしいというのが個人の望

みというか、考えだというふうに思います。

その中で、私も民間企業に行っていたこと

もありますので、そういう意味では、例え

ば、給料のパイが決まっている場合には、

例えば、誰かの能力評価を見て上げれば、

誰かを今度下げることも必要で、給与面で

はそういう、いわばプラスマイナスゼロに

していかなければいけないとか、そんなこ

とがあるので、確かに、この人事評価とい

うのは個人に目を当てれば難しいところ

も多々あるのは私も重々わかっているつ

もりでございますので、そのあたりはしっ

かりと自分が頑張った分、また、これだけ

チャレンジしたのだというものをしっか

りと自己評価というものもしっかりと見

ていっていただけるように、またこれは要

望としておきたいと思いますのでよろし

くお願いいたします。 

 庁舎管理の件も、樹木の管理もそうなの

ですが、また先ほどのアウトソーシングの

件も一緒だと思うのですけれども、一緒に

できるものは、極力、一緒にして統合して

いくべきなのだろうというふうに思いま

すが、ただ、先ほどのご答弁にもありまし

たように、できないものもあるかもしれま

せんので、損得もあるかと思うのですけれ

ども、損得があったとしても、これはどう

しても別々にしなければいけないものも

あるかと思うのです。そのあたりを、しっ

かりと精査していただいて、極力統合でき

るものは統合していって委託をするとい

うのが、財政運営の仕事だと思うので、そ

のあたりをしっかりとまた業務内容を見

ていっていただいて、統合できるものは統

合していくということで、これは要望とし
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ておきたいというふうに思いますので、よ

ろしくお願いをいたします。 

 いじめの問題でございます。 

 重大事案ということで、先ほどご答弁が

ありました。いじめの問題というのは、な

かなか根深く、事案も結構、新聞等々にも

出ておりましたので、しっかりといじめ問

題を解決していくという面も含めて、極力、

この委員会の扉を開けていただくような

考えをもって取り組んでいっていただき

たいと言う意味で、これも要望としておき

ますのでよろしくお願いいたします。 

 消防の広域化の件でございます。 

これまでの議論もありましたけれども、

やはり、一つの自治体でやっていくという

のは、なかなかしんどいというか、マンパ

ワー的なもの、また財政的なものもあるの

で、広域化というのは進めていくべきなの

だろうなというふうに思っておりますが、

ただ、相手がおられることなので、こちら

のことばかり言うのではなかなか進まな

い面もありますし、相手にとってどれだけ

メリットがあるかとかいうことも、相手も

それなりに検討していく部分だと思いま

すので、そういう意味では、相手の意向も

聞きながら、やはり、救急・消防を分けて

広域化を進めていくというのも一つなの

かなと思います。 

 私の認識では、やはり、救急関係は広域

化を先にしてもいいのではないのかなと

思いますので、そのあたりは向こうの現状、

そのあたりもしっかりと踏まえていただ

いて、広域化ということに取り組んでいっ

ていただきたいということで、要望として

おきますので、またよろしくお願いをいた

します。 

 最後、マイナポータルの件でございます。 

 自分の情報をいつどこでどうやりとり

されたのかが見えてくるとお聞きをして

いるのですけれども、やはり、セキュリテ

ィが一番大きな課題です。セキュリティ関

係はどこまでもやり続けないといけない

部分だというふうに思います。ここまでや

ったからもう安全だというのは、多分、こ

れからの技術革新も含めてないと思うの

で、このあたりはしっかりとこのセキュリ

ティの部分を毎年やり続けていかなけれ

ばいけない部分だと思うので、しっかりと

目を向けていっていただきたいというこ

とで、要望としておきたいと思います。 

○三好義治委員長 村上委員の質問が終

わりました。 

 次に、野口委員。 

○野口博委員 新年度は、現市政にとって

四期目の本格的なスタートとなります。 

 昨年、ご承知のとおり、市政施行５０年

を迎えました。いろいろな形で総合計画の

中間見直しだとか、総合戦略の地方版だと

か、人口ビジョン等々含めて、将来どうい

うまちをつくっていくのかという意味合

いでは、いろいろな出発となる計画もつく

った中で、次の５０年に向かってもう出発

しようということになります。そういう点

も意識しながらいろいろ議論をしていき

たいと思います。若干、時間的な制約も気

にしながら質問したいと思います。 

 まず、最初二つだけ、要望ということで

強調しておきたいと思います。 

 国の計画の上で、一つは、昨年、地方創

生推進交付金ということで、新型交付金が

創設されて、これに向けて摂津市は二つの

事業を申請しましたけれども、交付金が全

然きませんでした。健都イノベーションパ

ーク企業立地促進事業と「チャレンジドオ

フィスせっつ」の事業を打ち上げましたけ

れども、補助金はきませんでした。 
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 この間、全国的な状況を見ますと、国は

交付金を１，０００億円組みましたけれど

も、結果、消化したのはわずか２３７億円

ということで、実際からすれば、国の思い

は別として、消化できる中身がないという

ことで、いろいろな改善報告のご意見も出

ております。 

 以前は、子ども医療費も含めていろいろ

な形で、若干、弾力的に使える部分もあり

ましたけれども、どんどんハード的な部分

にシフトされていますので、そういう面か

らして、結果こうなったと思いますけれど

も。 

 しかし、交付金は国民の税金でつくられ

てきているわけでありますから、自治体側

とすれば、きちんとものを言って獲得して

いくということも大事な点だと思います

ので、その点はぜひ、国の状況を見ながら

声も上げていただいて、獲得できるように

頑張っていただきたいと。それが一つです。 

 もう一つは、トップランナー方式という

ことで、例えば、学校校務員だとか、いろ

いろな市が行っている事業について民間

委託をした場合に、これだけの事業費で済

みますよと、これを目標にして５年間で近

づけましょうと、その達成率を見ながら地

方交付税に参入していくというやり方を、

国は出してきました。 

 その動きの中で、いわゆる、国がいろい

ろな方針を決める経済諮問会議で、こんな

ことが提示をされました。 

 このトップランナー方式で、対象事例を

挙げられました。その中で、図書館だとか、

博物館、公民館、児童館について、４つの

事業について、いわゆる、民間委託、指定

管理者制度導入について見送る意向を示

されたということなのです。いわゆる、民

間委託になじまないという方向を、経済諮

問会議は出したわけです。 

 しかし、出したけれども、国の方は復活

をさせようということでいろいろな形で

動こうとしておりますけれども、こういう

動きもきちんと見ていただいて、今、いろ

いろ担当課としては考えているかもわか

りませんけれども、いわゆる、税金で運営

される公的な責任をいかに果たしていく

のかということについて、ぜひ受けとめて

いただいて、ことを進めていただきたいと

思っています。 

 関連して一つ質問でありますが、徴収率

の問題であります。 

 トップランナーということに関連して、

政府は、徴収率アップを進めている自治体

の達成率を受けて、地方交付税のプラスマ

イナスを決めていこうということをして

おります。 

 税金の納付は今の時代、大変であります。

ご承知のとおり、摂津市の働く皆さんの収

入は減っております。汗と涙の税金であり

ますので、この方針に従って、徴収率を上

げるかのような動きをしたら大変なこと

になりますので、トップランナー方式の徴

収率の動きと摂津市の現場での対応につ

いて、これまでも何回も主張してきており

ますけれども、その実態に応じて寄り添っ

た対応をぜひしていただきたいというこ

とで、この間、申し上げてきましたけれど

も、その問題についてどうなのか、一つお

答えをいただきたいと思います。 

 二つ目は、自治体として、大事な問題の

一つであります核廃絶の問題であります。 

 毎年、摂津市も平和事業を展開していま

す。今回も、いろいろな予算を組んで７月

８月のこういう時期にいろいろな形で取

り組みを進める計画を練っておりますけ

れども、ことしは地球上にある１万５，０
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００発の核兵器をなくすために、新しい段

階に入ろうとしています。国連において核

廃絶のため核兵器禁止条約の締結を行お

うとしています。今月の２７日からその話

し合いが始まっていきます。日本政府は、

唯一の被爆国でありますけれども、これに

反対の立場をとりました。これについては、

国内外から日本の立場をわかっている国

からも大きな批判の声が上がっておりま

す。 

 この動きに対して、平和首長会加盟都市

としてどう後押しをしていくのかという

ことであります。 

 きょう申し上げたいのは、広島・長崎か

らの被爆者国際署名、これについて、摂津

市としても一丸となって取り組んでいた

だきたいと。これは、昨年の国内加盟都市

の会議で採択をし、取り組んでいこうとな

っております。中身はご承知であると思い

ますけれども、これまでもいろいろなイベ

ント等でこういう署名を用意しておりま

すけれども、国連のこうした動きの中で、

後押しするために、ぜひもう具体的に進め

ていただきたいと。 

 庁内に署名の場所を用意するのか、常時、

公共施設に設置するのかを含めて、市とし

てもこの広島・長崎からの被爆者国際署名

をいかにふやしていくのかという行動を、

していただきたいと思いますけれども、お

考えをいただきたいと思います。 

 もう一点は、人権問題に関連して、いろ

いろな府との関係も含めて、人権の施策が

展開されていますが、昨年も強調しました

部落差別永久化法案の問題であります。 

 １２月９日に参議院でこれが通りまし

て、それをいろいろな動きが出されていま

す。紹介したいのは、参議院の１２月９日

での採択であります。中身はご承知だと思

いますけれども、過去十数年間で１６兆円

のお金をつぎ込んで差別解消のためにい

ろいろな事業を展開してきました。その中

で、民間運動団体の過激な行動について指

摘をし、部落差別の拡大にならないような

対応を行うべきだという決議を行ってい

ます。 

 これから、この法律に基づいて各市町村

に対して、調査とかいろいろな具体的な動

きがあると思います。これについて、今の

こうした問題についての一般的な認識に

基づいて進めていただきたいと思うわけ

でありますけれども、少し動きがあれば紹

介していただきながらご答弁をいただき

たいと思います。 

 次に、先ほども議論されていました公共

施設等総合管理計画の問題であります。 

 以前、総務常任委員会としても倉敷市を

視察をさせていただいて、いわゆる、ファ

シリティマネジメントということで、公共

施設の維持管理についてどう立ち向かっ

ていくのかという課題について認識を持

ったわけでありますけれども、自治体側と

しては、全国どこでもそうでありますけれ

ども、この公共施設の更新をどうするかと

いうのは大きな課題であります。 

 国は、この機会に、この分野での国の支

出も抑えていくと。結果としては、地方交

付税を減らしていくということになりま

すけれども、こういう国の思いも合わさっ

て、これから全国の地方自治体がこの問題

に取り組むことになります。 

 そこで、実際の担当部局である防災管財

課としては、建物についてどうしていくの

かということで、いろいろな課題がありま

す。 

 概要版に、目指すべき目標と基本方針だ

とか、組織体制と予算等の問題について、
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いろいろ書かれています。どういう体制で

これを進めていくのかということが、大事

だと思っています。その点で、ここに書い

ている専任体制とか、いろいろなノウハウ

をもっている方々がここに集まらなけれ

ば進みません。そういう体制問題について、

情報発信も含めて、どういう体制を考えて

いるのか、お示しいただきたいと思います。 

 併せて、第一期の５年間で何をしようと

するのかわかりやすく説明いただければ

と思っています。 

 もう一点は、公共施設は、市民生活なく

して成り立ちません。一緒になって公共施

設を将来的にどう生かしていくのかとい

う立場で議論をしなければ、結果は出てき

ません。それを反映して防災管財課として、

またこういう専任体制のもとで、どういう

体制を取り組んでいくかということでつ

ながっていきますけれども、そのためには、

住民合意、市民参加をきちんと取って、こ

の公共施設のあり方について、どう議論を

展開していくのかということが大事なポ

イントだと思っています。 

 都市計画的には、この小学校区的にどう

なのか、中学校はどうなのか、安威川以北

と以南や市全体でどうなのかとか、いろい

ろな切り口がありますけれども、しかし、

そこで生活し、公共施設を使って市民生活

をしている住民の方々ときちんと話し合

って、その中で具体的にその施設がどうな

のかという展望が出てくると思っており

ますけれども、そういう点でこの市民参加

でどう進めていくのかという体制問題に

ついては、どうなのかと。政策推進課から

お答えいただきたいと思います。 

 次に、自治体として全国的に大きな問題

になっている特別徴収税額通知書の問題

であります。 

 確定申告が終わりましたら、市は事業主

に対してその従業員の方の一年間の市府

民税がこうなりますよということを通知

する作業が５月ごろにあります。これをめ

ぐって、今、全国的に大きな問題になって

います。 

 自治体として、この問題に対してマイナ

ンバーを記載するかどうかという問題に

ついて、どう受けとめて対応するかという

のが大きなポイントだと思っています。 

 大阪府の資料は当然、課長もお持ちだと

思いますけれども、「しんぶん赤旗」で埼

玉県の状況を紹介しています。 

 埼玉県の商工団体連合会で、６３市町村

にアンケート調査を行った結果でありま

す。５１市町村が回答しています。住民税

の確定申告書類にマイナンバーが書いて

いなくても市町村は受付しますというの

も一つあります。問題になっている特別徴

収税額通知書について、いろいろな対応が

あります。 

 ５１市町村から回答が来ましたけれど

も、１３市町は番号の全部または一部を記

載しないと答えています。３５市町村は未

定と回答しました。全て記載するとしたの

が、３市町であります。埼玉県でもこうい

うふうに、すごく自治体として苦慮してい

る状況であります。 

 この前、摂津市の民主商工会としてこの

問題に対して、市長宛てに陳情書も出させ

ていただいたと思うのです。その中、いろ

いろな自治体として検討してほしいとい

う角度について、そこでまとめております

けれども、まず、この問題でこの大阪府下

の状況と摂津市の対応についてどうなの

かと、その根拠はどうなのかということに

ついてお答えをいただきたいと思ってい

ます。 
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 あとは、財政運用の問題であります。 

 代表質問でも申し上げました。国全体の

大きな問題の一つが、格差と貧困の解消の

問題であります。先ほど、財政運用の見方

についてもお話がありました。結果として、

財政状況については、ご承知のとおりの状

況に至っております。 

 自治体の主人公は住民であります。地方

自治法でも一番の仕事は住民福祉の増進

であります。つまり、福祉をいかに守って

いくのかと。このために行政の機構だとか、

財政をどう使うかというのが一番の根本

だと思っています。 

 先日、市長は記者会見で２２歳までの医

療費拡大を表明されました。この問題に対

して、我が党の見解も一応申し上げました。

これまでは、中学校卒業については昨年４

月から実施されましたけれども、次の５０

年に向かってどうかということからいろ

いろお考えになって、摂津市の将来を考え

た場合に、この項目についてやっていこう

ということを示したと思っています。 

 この貧困と格差の実体のもとで、今、摂

津市がこの財政の力をどう活用するのか

ということが、僕は問われていると思って

います。 

 先ほど議論がありましたが、補正で９億

２，０００万円のたばこ税が入りました。

昨年の中期財政見通しでは、基金残高は平

成２８年度末で１４１億２，０００万円と

あります。この時点では、当然、臨時財政

対策債だとか交付税だとか、そういう状況

についてはないと思っていますし、たばこ

税も、当然、入ると見込んでいないと思っ

ています。そういう中で、今回、９億２，

０００万円ぐらい入ってきまして、１億数

千万円をお返しするということになりま

すと、平成２７年度決算で１４６億円の基

金残高であります。単純に見ますと、これ

に近い、または越える金額が平成２８年度

もその金額としては出てくるのではない

かなと思っておりますけれども、この財政

の力をいかに使っていくのかということ

が、ぜひ、財政当局としては、いかに財政

管理をどうするかということにポイント

を置きますけれども、それは部長会でいろ

いろな議論をしてもらいながら、市民の暮

らしを守るためにいかに使うのかという

ことで取り組んでいただきたいと思って

います。 

 そこで、この貧困と格差の拡大の実体に

ついて、少し紹介します。 

 野村総合研究所の資料で、資産５億円以

上を保有している、いわゆる超富裕層とい

う方が、この２年間で５万４，０００世帯

から７万３，０００世帯へと、１．９万世

帯もふえているわけです。資本金１０億円

以上の大企業では、内部留保２８６兆円に

なっております。 

 その一方で、働く皆さんの平均賃金は、

１９９７年をピークに５５万６，０００円

減少しています。子どもの貧困状況も皆さ

んご承知のとおりであります。ＯＥＣＤ諸

国に参加している３４の国の中で、ワース

ト６位であります。 

 貯蓄ゼロ世帯が１９９７年に比べて、ゼ

ロ世帯が３倍にふえて、今３０．９％であ

ります。これも全国的な平均であります。 

 こういう状況を見たときに、冒頭申し上

げたこの財政をいかに生かしていくのか

と。当然、財政管理という側面もあります

けれども、今のこの状態の中で、こういう

実体に対して、どう財政的貢献を行ってい

くのかということも、捉えていくべきだと

思っておりますので、その点について、ご

答弁をいただければと思っています。 



- 61 - 

 

 関連して、第５次行革の問題です。 

 昨年、一年前にご承知のとおり、５次行

革で検討されていた単独扶助費、高齢者対

策を含めて７事業について凍結を行いま

した。 

 財政状況も含めて、市民生活に大きな影

響があるということも受けとめていただ

いてそういう判断をされたと思っていま

すが、今申し上げた貧困と格差を正すため

に、地方自治体としてどうするかという大

きな課題の中で、今、本市の第５次行革が

現状でいいのかどうかということも、捉え

るべきだと思っています。そういう点で、

一年前に一旦凍結したという結果も踏ま

えて、ことしは民間委託ということで、学

校校務員とか、学童保育室について新たに

拡大しようとしていますけれども、この改

善をどうはかるのか、どう受けとめている

のかということについてお答えいただき

たいと思っています。 

 指定管理者制度の関連です。 

 ご承知のとおり、摂津市の小学校給食に

おいて民間業者の給料未払い問題があり

ました。改めて、この民間委託に対して、

立場は違ったとしても、市民の税金が投入

されて民間業者に仕事をしていただくと。

そこで契約されて働いている従業員の

方々が、少なくとも契約している月給につ

いてきちんと払っていただく。このことに

ついて、改めて自治体として、どういうス

タンスで臨むのかというのは捉えていく

べきだと思っています。 

 そこで、予算書の概要、２１６ページと

２１７ページに指定管理者を導入してい

る施設の一覧があります。概算でこの施設

でどのぐらい人数が働いているのかとい

う数字も示していただきながら、この間の

給食業務に関連して、こうした事態と、こ

れから指定管理、民間委託を拡大する中で

の、労働者の労働法制をきちんと遵守する

と、そのために市としてきちんと管理する

のだという点で、どういうふう方向に向か

おうとしているのか、お答えいただきたい

と思っています。 

 次に、職員体制の問題であります。 

 先ほども数字的な議論がありました。一

般会計上は、１１名減りまして５５８人か

ら５４７名ということで、１１名減ってお

りますけれども、本会議でも副市長が答弁

されたように、昨年のいろいろな業務の変

化によって、非正規労働者がどんどんふえ

ていまして、平成２８年度は正職は６０％

ありまして、非正規が４０％を超えまして、

非正規率は１，１３４名に対して４７４名

で、４７．８％になっています。大阪府下

全体の資料では、再任用を含めなかったら

もっとこの率が高いわけであります。 

 そこでも一つお尋ねしたいのは、平成２

８年度で３６名が退職と数がありますけ

れども、正職の数が、平成１０年度の８７

０人から、平成２８年度で６２３名という

ことですごく減っておりますけれども、平

成２９年度のこの数字でいきますと、どう

なるのかということを示していただきた

い。この行革で出されている１０年間の定

員管理の問題であります。そこで、平成２

９年度が、どういう数字になるのか、一回、

簡単に説明いただきたいと思っています。 

 平成２７年８月から平成２７年度は事

務部門で４９３名、技能労務職で７８名、

全体として６４０名で出発いたしました。

この時点で、平成２８年度で６４０名、平

成２９年度が６３４名の数で推移してお

りますけれども、この計画では１０年間で

技能労務職を１割削減するという計画で

あります。千里丘西口の開発の問題も含め
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て、いろいろな行政課題の変更によって、

若干の数字があるかもわかりませんけれ

ども、人事課長の方で、もしわかれば、平

成２９年度、また、現時点でこの１０年間

の計画について、今後数年間わかれば数字

をお示しいただきたいと思っていますし、

今現時点で、この職員管理についてどうい

うお考えなのかと。公的な責任をどう果た

すのかという問題について、どうお考えな

のかお答えをいただきたいと思います。 

 最後に、最近起こった問題で、行政は市

民参加ということでいろいろなご意見を

聞きながら行政展開しています。 

 そのかかわりの中の一つとして、いろい

ろ市民から要望を受けます。懇談もします。

そこで起きた問題について、ちょっとご見

解をいただきたいということであります。 

 先日、市内女性団体と自治振興課で予算

要望について懇談をいたしました。その場

にいた女性職員が録音をしておったと、無

断でね。私の妻がそれを見つけて聞いたわ

けでありますけども、実際、黙って録って

いたわけですよ。黙って録音をしていると

いうことは、盗聴になるわけです。この問

題について、そのことをする行為について、

その方は何も思わないわけです。正確に聞

いて、録音に基づいて起こして、上司に伝

えていくと。次の施策に生かしていくとい

うことかもわからないけれども、この無断

で録音をするという行為について、びっく

りしたわけであります。 

 ふだん一般的には、録音を撮らせていた

だきますと伝えていただいて、それで録音

をすると思います。しかし、ここには、録

音をすることを嫌がる方もおるわけで、そ

の場で話し合って正確に記述、メモを取っ

ていただきたいということで交渉したい

という方もおられるわけで、この問題は、

いろいろなご意見が出てまして、一回、こ

うした市民団体との関係で対応方につい

て、現状どうなのかということと、きちん

と整理をして対応改善をはかっていただ

きたいという趣旨の質問であります。 

○三好義治委員長 答弁を求めます。 

 岩見課長。 

○岩見納税課長 それでは、ご質問の徴収

率について、まずお答えさせていただきま

す。 

 ここ３か年でございますけれども、平成

２５年度につきましては、摂津市９５．

８％。これは、現年度と滞納繰越分を合計

したものでございます。 

 ちなみに、大阪府内市町村の平均が９５．

１％です。平成２６年度が本市９６．４％、

府平均９５．６％、平成２７年度につきま

しては、本市９７％、府内平均９６．３％

ということで、年々若干ではございますけ

れども、徴収率の向上はしております。 

 また、府内におきましても、各自治体の

徴収率も上がってきておるという状況で

ございます。 

 続いて、納付相談につきましては、これ

までもお答えしてまいりましたが、生活を

圧迫しないよう分割納付をするなど、納付

計画についてご相談を受けさせていただ

いております。できる限り、自主納付に導

くよう努力しておるところでございます。 

 しかし、資力があるにもかかわらず、何

度も催告をしてもご納付いただけない場

合には、税の公平性の負担を確保するため、

差し押さえを最終手段として執行してお

るところでございます。 

 引き続き、公平公正な徴収の実現のため、

基本的人権を尊重しつつ、法令を遵守しな

がら徴収、また、執行停止も適正に行って

まいりたいと、そのように考えております。 
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○三好義治委員長 船寺課長。 

○船寺人権女性政策課長 核兵器廃絶に

向けての署名について、お答え申し上げま

す。 

 本市におきましては、昨年までは「核兵

器禁止条約の交渉開始等を求める署名」を

行ってまいりました。今、ご質問にありま

したように、この３月から具体的に核兵器

廃絶に向けての交渉の会議が始まります

ことから、ことしにつきましては、また新

たな形で署名活動を進めていかなければ

ならないというふうには考えております。 

 平和首長会議のほうから改めて、また、

署名活動の要請等があると思いますので、

それに合わせた形で署名活動を進めてい

きたいと思います。 

 また、多くの署名を集めるためにどのよ

うな署名活動をしていくのかというご質

問だったと思いますけれども、現在は、平

和月間の期間において署名活動をしてお

ります。今後、どのような形で署名活動を

拡大をしていくかということにつきまし

ては、我々といたしましては、やはり、意

識の啓発とかその署名の意義とかいうこ

とについて知っていただいた上で、署名し

ていただきたいということを考えており

ます。 

 また、署名につきましては、当然、名前

や住所等のプライバシーの関係もござい

ます。そのあたりの整合性を取りながら、

できるだけ多くの方に署名をしていただ

けるように進めていきたいと考えており

ます。 

 それと、部落差別解消推進法につきまし

ては、昨年１２月に議員立法で国会で可決

成立いたしております。自治体の役割分担

につきましては、法によりますと、相談に

的確に応じるための体制の充実と、差別解

消のために必要な教育啓発が役割だとい

うふうに法には規定されております。 

 しかしながら、現在のところ、国から法

の運用方法や補助金等の通達や通知は届

いておりません。今後、通達など届いてく

ると思いますけれども、本市の実情に合わ

せた取り組みを検討していきたいと考え

ております。 

○三好義治委員長 古賀課長。 

○古賀防災管財課長 公共施設等総合管

理計画にかかわります２点の質問にお答

えいたします。 

 まず、どういった体制で取り組んでいく

のかというところで、専任組織につきまし

ては、今のところ防災管財課が担いますけ

れども、今後、個々の施設整備の優先順位

づけですとか、あと、個別計画の進行管理、

また、予算に反映させていく仕組みづくり

など、ファシリティマネジメントを施策展

開していくためには、やはり、営繕部門を

取り込んだ専任組織が必要になってくる

と考えております。 

 ただ、これについては、機構改革も絡ん

でくる話でありますので、なかなかすぐに

は実現は難しい状況かと思っております

けれども、次年度、建物の営繕に精通した

非常勤職員の雇用を行ってまいりたいと

考えており、今回、予算計上もさせていた

だいているところでございます。 

 それと、今後５年間でどういった取り組

みを行っていくのかというところについ

て、今回、公共施設等総合管理計画では、

大きな方針を立てました。次年度以降につ

いては、個別具体的な計画を立てていく必

要があると考えております。まずは、平成

２９年度、平成３０年度二か年かけて、フ

ァシリティマネジメントの視点をもった

基礎固めを、まずはしっかりと行っていき
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たいと考えております。 

 それから、実践段階といたしまして、施

設点検、定期的に適切な施設点検を行いな

がら、ファシリティマネジメントの視点を

もって検証を行いまして、施設整備の優先

順位決め、また、その優先順位に基づいた

予算への反映の仕組みを構築して、ＰＤＣ

Ａサイクルへとつなげていく、この５年間

で全庁的なマネジメントシステムを確立

させていきたいと考えております。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 それでは、私から特別

徴収の通知書にマイナンバーを記載する

ことについてご答弁申し上げます。 

 まず、一点目の大阪府の状況ですが、４

２市町村の回答がありまして、そのうち、

２５市町村が何らかの形で１２ケタを通

知するような形で回答がございます。１３

市町村については、アスタリスクなり、何

なりかで一部隠すというふうな形での回

答になっております。４市町村については、

検討中ということで聞いております。 

 それと、市の対応と根拠についてでござ

いますけれども、まず、根拠につきまして、

この地方税分野における個人番号の記載

について、総務省の自治税務局から通知が

ございまして、給与所得にかかる特別徴収

税額の通知につきましては、地方税法施行

規則の様式に規定されており、当該様式に

おいて番号を記載することになっておる

ことから、記載すべきものという通知をい

ただいております。そのことから、本市に

おいても１２ケタ記載することで事務を

進めているところでございます。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 石原課長。 

○石原財政課長 現在の財政力をどう市

民の暮らしにいかすかという問いであっ

たかと思います。 

 今年度平成２９年度の予算編成方針の

中でも重点テーマとして、「こども」、「健

康」、「安全・安心」というところで、それ

ぞれ市民の暮らしを守る予算の配分をし

ているところでございます。 

 また、道路、公園等の維持補修費につき

ましても、前年度比で対４０％の増と予算

配分も行っておるところでございます。 

 これまでも公共料金の据え置き等もや

ってきております。また、中期財政見通し

の中でも扶助費等の社会保障関係の経費

でいきますと、一般財源で今後平成２８年

から平成３８年度の間までで、一般財源で

約６４５億円の扶助費を見積もっておる

ところでございます。それらのところで、

しっかりと市民の暮らしを守る予算とい

うのを配分していかなければならないと

いうふうに考えております。 

 また、財政方としましては、やはり、こ

の市民の暮らしを守っていくためにも、持

続可能な財政運営が必要であるというふ

うに考えております。 

 先ほど基金残高のお話も出ました。確か

に、たばこ税の増収もありましたが、逆に、

地方消費税の今現段階で、予算よりも約３

億円程度落ち込むという見込みもありま

す。収入につきまして、最後決算を閉める

まで、予算については何があるかわからな

いところでございますので、基金について

も、今後、どのような動きをしていくか、

しっかりと動向を見きわめていかないと

いけないと思っておるところでございま

す。 

 その基金の内訳としまして、昨年度、土

地売り払い収入で６８億円のお金が入っ

てきました。その充当先につきましては、

公共施設の整備基金に２８億円を配分し
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まして、減債基金に４０億円程度積み立て

いるところでございます。この積み立てる

ことによって、財政としては、やはり、後

年度負担にできるだけ軽減をしていくた

めに積み立てているところでございます。 

 それらによって、平成２７年度末につき

ましては、公共施設の整備基金が４７億円、

減債基金が４１億円。それに対しまして、

財調は５８億円という形になっておりま

して、これは、対前年度比でいきますと５

億円程度しかふえていない状況というこ

とになっております。 

 それに対しまして、平成２９年度の当初

では、財調約２４億円、これは過去最高の

取り崩し額となっている状況で予算組み

をさせていただいている状況がございま

す。やはり、基金が底をついて、行政サー

ビスがストップすることのないように、基

金のある中でしっかりと財源の集中と選

択をはかって、今後も行政サービスを、や

はり、持続可能なものにして、将来へと確

実につなげていけるよう財政運営をして

まいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、何点かのご質

問についてお答えいたします。 

 まず、住民合意に基づいた公共施設のあ

り方をというお問いでございますが、この

公共施設等総合管理計画に基づいたまち

づくりに限ったことではございませんが、

市民生活に直接影響のある事項につきま

しては、市民の声をお聞きするという過程

は、当然、大切であると考えております。 

 今後、個別の公共施設ごとのあり方とご

意見をいかに伺っていくかということ、そ

の方法論はまだ今のところは固まってお

りません。 

 また、一方で、行政といたしましては、

この摂津を大切に将来に健全な状態で引

き継いでいく責務がございます。したがい

まして、市民のご意見、市民の声、公共施

設に対する市民のあり方という声は非常

に大切なのですけれども、それらを全て聞

くということは、現実問題なかなか難しい

と認識しております。 

 将来、公共施設が進むべき方向性は、最

終的には行政の立場で取りまとめさせて

いただいて、最終的には、二元代表制とい

う大原則のもとに、議会の皆様にご提案さ

せていただき、ご審議賜る場合もあるかと

考えております。 

 続きまして、行革と弱者の視点というお

問いなのですけれども、弱者の概念にも経

済的弱者や、社会的弱者、いろいろな考え

方があると思います。 

 例えば、非課税世帯は、経済的弱者の大

きな一つの判断基準でございますし、場合

によっては、高齢者世帯、またはひとり暮

らし世帯の方々も、一定配慮を要する弱者

になり得る場合がございます。 

 この、今進行しております５次行革に照

らしまして、この弱者を考えた場合、いろ

いろ弱者の考え方異なっておりまして、一

律に申し上げることはできませんが、一つ

はっきり申し上げられることとしては、今

回のこの行革というのは、限られた財源を

将来に向けて有効なところに財源をシフ

トしたい、選択と集中というキーワードで

ございます。 

 具体的に言えば、市単費のところで言え

ば、例えば、給付から見守りへというよう

なそういうところも流れも記載しており

ます。こういう形で、今後求められるとこ

ろに財源をシフトするという考え方は、行

く行くは弱者の視点を大切にするという

ところにもつながってまいるというふう
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に認識をしております。 

 また、この行革期間なんですけれども、

平成３０年末まででございます。今の段階

で、行革を完全に最後まで凍結すると決定

した事項は一つもございません。 

 今後も、各項目ごとにさまざまな考え方、

勘案しつつ理解が得られるものからまた、

早急に見直しを推進すべきものからしっ

かりと取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 続きまして、指定管理施設なのですけれ

ども、現在指定管理者制度を実施していま

す施設、ほとんどの施設で指定管理は平成

２６年度からスタートさせていただいて

おります。この平成２６年度、今の指定管

理期間に入りまして、雇用者それぞれの施

設が何人雇用しているのか調査をしたこ

とはございません。したがいまして、施設

合計で一体何人の方が働いておられるの

かという数字は、今の時点で持ち合わせて

おりません。 

 また、そこで働く方々の法令遵守、これ

も当然のことでございます。これに向けま

して、市では指定管理選定のときに、その

法人なり団体の会計状況について、全て

我々の税理士や公認会計士の方にも審査

に入っていただいて、財務状態はしっかり

と確認しております。 

 また、毎年の施設の評価があるのですけ

れども、その中の項目にも法令遵守という

ところの項目を定めてしっかりと担当課

の方が確認をさせていただいております。 

 我々といたしましては、指定管理の中で

法を犯す、または、望ましい状態ではない

ということは決して認められませんので、

これからも法令遵守については厳しい態

度で確認をしてまいりたいと考えており

ます。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 そうしましたら、職

員体制のところと、あと、市民団体との意

見交換のところをご答弁させていただき

たいと思います。 

 まず、職員体制のところですけれども、

非正規４１．８％ということの部分につき

ましては、平成２８年度マイナンバーの窓

口対応ということもあって、その分で若干

ふえた部分もございます。 

 これも以前ご答弁させていただいたと

思うのですけれども、この６割４割は、や

はり多い、非常勤、非正規職員の割合は多

いというふうに思っております。 

 この割合は、この４割の部分については、

どうしても本庁ではなくて外部の職場、保

育士であったり学童保育のところの部分

であったり、そういったところがかなり割

合を占めるということになっておりまし

て、そこのところについては、委託等とい

うことも考えておりますので、そういった

ところの手法も使いながら、この非正規の

４割というところは、今後、段階的に是正

をはかっていくということでは考えては

おります。 

 ４月１日現在の職員体制、正規職員の人

数なのですけれども、平成２８年度６２３

人ということで、平成２８年度中の若干の

増もあったのですけれども、平成２９年度

４月の想定は６１４人ということで、平成

２８年４月１日に比べますと、９人の減と

いうことにはなります。 

 先ほど、少し村上委員の質疑に答弁させ

ていただいたのですけれども、これ影響な

いと、実質的な影響はほとんどないという

ことで述べさせていただいたのですけれ

ども、技能労務職の退職が４名ありまして、

保育士の再任用フルタイム等の職員の退
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職も含めると８名、それだけで１２名あり

ますので、そこのところは、基本的には補

充の必要がないということになりますの

で、実質的な影響はないということで考え

ております。 

 定員管理計画との関係なのですけれど

も、この定員管理計画につきましては、あ

くまでも技能労務職については、退職不補

充の自然減の人数想定になっております。

保育所、幼稚園につきましては、正雀保育

所とプラスもう１所、１園のもう１所の民

営化ということの想定した中でのこの人

数ということになっております。 

 事務職につきましては、これ、年度年度

で再職者、退職された方が引き続き再任用

で来られる場合、基本短時間になるんです

けれども、その場合、正規職員としての定

数のカウントをいたしませんので、その部

分の入れ繰りといいますか、そのあたりは、

定員管理上の事務職の部分の数字の中で

は反映をしておりませんので、若干、年度

ごとに定数が平成２９年４月１日の現在

の数字で見ると、正規職員の数は減る。た

だ、その分は、再任用の短時間の職員がふ

えているといった状況が出てくるのは、こ

れは仕方がないかなというふうには考え

ております。 

 あと、委託民営化に伴います公的責任と

いうところでございます。 

 平成２０年から給食調理のところも委

託をスタートさせて、そのときにも相当議

論があったというふうには思っておりま

す。 

 確かに、民間会社等に委託を出しますけ

れども、その業務そのものについての公の

責任がなくなるということは全くないわ

けでございます。当然、責任は市が全面的

に負うことになります。 

 少し、先ほど述べていただきました給食

のところの給与の不払いのところ、確かに、

その部分で市の関与がどうだというとこ

ろはなかなか難しい部分があるわけなの

ですけれども、そこまでは確かに関与でき

ない、責任を負えない部分というのは、当

然出てくるとは思いますけれども、給食の

部分で言いますと、子どもたちに安全安心

な食を提供するという責務については、民

間会社が委託で行っていようとも、市とし

ての、当然、公的責任を全うしなければな

らないというふうになるということで、そ

のあたりは、民営化、民間委託にかかわら

ず、その責任の所在というか部分について

は変わりはないというふうには考えてお

ります。 

 あと、市民団体との懇談等の録音のお話

をいただきました。 

 市民団体さん、さまざまな懇談会であっ

たり、要望をお聞きする機会があります。

多くの市民さんが一度に来られたりする

ケースもありますけれども、そこの部分で

いろいろなお声をきちんと把握するため

に録音するというケースは考えられます

けれども、事前にお断りをすることなく録

音するというのは、やはり、適切ではない

というふうには考えております。 

 今後、そういうことがあれば、事前にお

断りをして録音させていただいて、後日の

議事録等をきちんとつくる上でそういう

ことが必要であれば、そういう形で事前に

お断りをしてしていくということが適切

であろうというふうには考えております。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 そしたら、要望にするとこ

ろと、再質問を分けたいと思いますが。 

 平和事業と核廃絶の問題については、ま

だ平和首長会からきてないということで
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すが、ぜひ、受けとめていただいて、おっ

しゃったように、強制は当然できませんか

ら、今の現状で加盟都市としてその会議で

採択をされて取り組んでいくことを決め

たわけで、それに基づいてできる限りたく

さんの方に現状を知っていただいて、動き

を強めていただきたいということで、具体

的な取り組み方を一応期待しております

ので、よろしくお願いいたします。 

 人権問題は、おっしゃっているそういう

立ち位置でいいと思いますけれども、昨年

１２月８日のこの参議院の法務委員会附

帯決議、３点ありますけれども、一つのと

ころで、過去の民間運動団体の行き過ぎた

言動と部落差別の解消を阻害していた要

因を踏まえ、これに対する対策を講ずるこ

とも合わせて、総合的に施策を実施するこ

とという一文も入っていますので、これは

正確に評価していると思いますので、この

立場でも臨んでいただきたいということ

で申し上げておきます。 

 公共施設等総合管理計画の問題です。な

かなかどう進めていくか難しいかと思う

んですね。一覧表を各中学校区別につくっ

ていただいてわかりやすいわけでありま

すけれども、例えば、中学校区で集会所が

これだけありますよと、自治会の方が集ま

っていただいて、行政としては、建物の傷

みぐあいも含めてここをなくしたいとか、

こうしたいとか、新規につくりたいとかが

ありますので、費用を削減するからどうし

ましょうかということではなくて、やはり、

ここは踏ん張っていただいて、きちんと話

し合いをする場を設定していただきたい

と思います。 

 以前は、よく僕の方から小学校区別のま

ちづくり委員会とかいろいろ申し上げた

記憶もありますけれども、基本は、やはり、

生活の基盤は小学校区域だと思っていま

す。そこで必要な公共施設が何なのかと。

広域化もありますから、近隣自治体の関係

も出てきますけれども。 

 そういう中で、今後の５０年に向かって

どういうまちをつくっていくのか。この地

域は、将来どういうまちをつくっていくの

かということを、共有しながら、実際、財

源は有限でありますので、それでもきちん

とその場で伝えていただいて、財政状況に

対する理解の長短は別としまして、訴えて

ちゃんと協議しながらきちんと、やはり、

最大公約数でまとめていただく作業をし

ながら、ではこの建物、どうしましょうか

ということをきちんと進めていただきた

いと思うんです。 

 そういう点では、この第１期のこの５年

間の行政の取り組み方が、大きな問題だと

思っていますので、いろいろと大変かと思

いますけれども、ぜひ、この第一期５年間

でそういうシステムをつくっていただき

たいと思います。 

 そういう点では、この展望といいますか、

その考え方を示してください。 

 防災管財課の方もいろいろ大変だと思

うのですが、営繕だとか、体制問題を言わ

れましたけども、そういう体制ではなかな

か進まないと思いますので、機構改革の問

題とか、財政問題、建物のチェックをして

ファシリティマネジメントにつなげてい

くという人的な問題も含めて、どの場所で

この管理計画を実践していくのかという

場所の問題、職員体制もあろうと思います

ので、その点公共施設等総合管理計画を実

践していく今後の方向づけの中で、大きな

幾つかの問題があると思いますので、総合

的に副市長のほうからご答弁をよろしく

お願いします。 
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 財政問題、第５次行革、職員体制、指定

管理問題、録音の問題等々ですけれども。 

 先ほど、副市長のほうから財政問題に対

するいろいろなご意見がありました。自治

体の方は倒産しないであろうということ

でありますけれども、倒産の仕方について

は、財政再生団体とかいろいろな形で夕張

市の問題の後、そういう位置づけで取り組

みしておりますけれども、チェック機能も

ありますし、そこで行政としては、しんど

かったら、例えば、地下鉄延伸計画をつく

ったけれども、ペンディングしましょうか

という判断もありますし、当然、そういう

破綻することを想定されないと私は思っ

ていますけれども、申し上げたように、今、

貧困と格差が拡大している中で、行政機構

と財政をどう使うかということを、ぜひ財

政当局を含めて考えていただきたいとい

う趣旨の質問であります。 

 先ほど全国的な格差と貧困の状態を伝

えましたけれども、近隣各市なり、この摂

津市の状況を申し上げます。 

 摂津市の働く方の平均所得が、１９９７

年と比べて６９万３，０００円減っていま

す。この前、本会議でも総務部長と議論を

しましたけれども、摂津市は年間所得金額

で２００万円以下が６７．６％です。近隣

は、吹田市が５６．８％、茨木市６０．４％、

高槻市が６３．８％、豊中市が５９．４％、

池田市６１．５％、箕面市が５８．４％に

なります。一番高いわけです。それだけ、

現実問題として、やはり、働いて頑張って

いるけれどもなかなか収入がふえないと

いう方が摂津市には多いわけです。そこを

どうしていくのかと。政策推進課長は、選

択と集中という話をしましたけれども、こ

れをそこの中に貧困と格差、弱者の視点を

含めて、どう絡めていくのかということを、

ぜひ考えていただきたい。 

 そのあたりで将来も含めて考えた場合、

出てきたのが医療費補助の２２歳までの

拡大だと思っています。そういう点で、も

う少し踏み込んでいただいて、市民の生活

実体をきちんと見ていただいて、どうして

いくのかという立場で、ぜひ、行革なり、

財政運営も取り組んでいただきたいとい

うふうに思います。 

 職員問題は、数字は聞かせていただきま

すけれども、平成２７年につくった計画で

ありますから、進行管理はちゃんとして、

その結果をその都度伝えていただいて議

論できるという状況をつくっていただき

たい。 

 正規・非正規雇用の割合で６対４は多い

と言っていますので、全国の自治体もそう

でありますけれども、これ以上の定数削減

はしんどい状況はどこも一緒なんですよ。

いろいろな場に行って勉強させてもらい

ますけれども。でも、やはり、行革の最大

の目玉は職員削減でありますから、そこの

痛みといいますか、それは当然ありますけ

れども、摂津型のそういう職員数のあり方

ということも含めて、ぜひ、そういう議論

も展開していただきたいと思います。 

 最後の、録音の問題であります。 

 その摂津市の正職として仕事をされて

いる女性の方が、何も言わないで録音する

ことについて罪の意識も感じないと。普通

にやっているということの摂津市の環境

についてどうなのかということを質問し

ているわけです。 

 当然、一般的には、録る場合には断って

やるのが普通でありますけれども、そうい

う状況について、どういう対応をしていく

のかということを求めているわけで、ご答

弁ください。 
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 最後、税金の通知書の問題であります。 

 なかなか全国の自治体で苦慮している

わけであります。総務省のそういう通達と

かを含めて、自治体としては大変しんどい

判断だと思いますけども、しかし、これも、

どんな国の判断に基づいても、いろいろな

分野で方針出ますけれども、自治体側とし

て、市民の人権だとか暮らしを守っていく

立場で考えた場合に、それが漏えいした場

合には大変な状態になりますよという事

柄である場合、罰則がなければその立場で

頑張っていくということも大事な視点だ

と思っています。 

 その関係で、先ほど埼玉県の話をしまし

たけれども、埼玉県では、番号の全部また

は一部を記載しないのは３５市町、１３市

町村あります。全体で６３市町村ですから、

５分の１はそういう立場をとろうとして

います。大変苦慮しています。 

 ただ、そこで取るべき立場は、今問われ

ているわけであります。この間、各地域で

いろいろな動きを進めています。東京中野

区では、日本共産党議員団の質問に対して、

通知書の個人番号の記載は、郵便物紛失な

どによる情報漏えいにつながり、番号記載

をして簡易書留で郵送する場合は、郵送料

を大幅に増大するとともに、受け取り日数

もまし、特別招集事務者への徴収事務に支

障を来す恐れがあると答弁したり、個人番

号欄については、アスタリスクを活用しま

すといったり、高知市では、番号はしない

と。こういう各自治体ではいろいろな対応

があるわけであります。それだけ大きな問

題であります。 

 単純に、摂津市でも、総務省がそういう

通達を出して様式もつくっているから要

るのだということではなくて、罰則がなけ

れば、重要な問題でありますので記載しな

いと。少なくとも、アスタリスクの立場で

そういう対応をするということが、僕は取

るべき対応だと思っています。 

 １２月１５日の全商連が総務省とこの

問題で交渉いたしました。その結果、記載

しないと決めた自治体のペナルティはな

いと。地方税法の罰則規定もないと明確に

答えているわけであります。 

 確かに、様式として、通達として書くよ

うに要請しているかもしれないけれども、

各地でこういう運動をしているわけであ

ります。これを自治体として応援する立場

で判断するのは、僕は大事だと思っていま

す。実際、罰則はないわけでありますから。

大事な問題であるマイナンバーカードが

紛失する危険があるわけであります。 

 インターネットで見ましたら、お金がか

かりますよ。特定記録郵便で１６０円のプ

ラスのお金もかかりますから。お金もかか

る、もし漏えいされたら、事業者に対して

の罰則規定も出てきます。自治体に対して

も出てきます。こういう性格の問題であり

ますので、そのような中で、今申し上げた

ように全国でこういう性格の問題だから、

頑張って総務省もかけ合ってこういう答

弁をもらって、やはり、まともな方向に切

りかえようということでやっているわけ

で、それを応援することが自治体の取るべ

き態度だと思いますけども。改めて、どう

でしょうか。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 まず、委員がご質問

の小学校区ごとに市民の意見を聞いたま

ちづくり計画をというご質問なのですけ

れども、今のところ、我々小学校区ごとの

まちづくり計画をつくる具体的な予定は

もっておりません。 

 ただし、この総合計画の中に、例えば、
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水に親しむでしたら安威川流域であった

り、大正川流域であったり、駅前のにぎわ

いであったら千里丘駅であったり、正雀周

辺であったり、また、健都のまちづくりで

あったら千里丘新町であったり、地域の特

性特性に合わせた計画を盛り込んでおり

ます。 

 このような中で、地域の特性に応じてま

た、市民の声も反映した総合計画の中に入

っておりますので、これで進めていきたい

と考えております。 

○三好義治委員長 大橋次長。 

○大橋市長公室次長 職員の資質の部分

でのお問いでございます。 

 確かに、録音機を無断で回す。常識的に

考えれば、我々普通では少し考えにくいわ

けなのですけれども、確かに、その職員の

個人の問題もございますが、そのあたりの

部分については、やはり、管理職、上司、

係長なり、課長なりが、しっかりと指導を

するということが十分にできていない部

分があるのではないかというふうには、人

事としても認識しております。 

 その、今おっしゃっていただいた部分だ

けでなく、いろいろな部分でそのようなと

ころがあるというふうに認識しておりま

すので、少し言葉足らずなだけで、そうい

う問題が大きな問題に発展するというこ

とになってしまいますので、その部分につ

いては、きちんと今後、今回今いただいた

部分をしっかり今後に生かしていきたい

というふうには考えております。 

○三好義治委員長 豊田次長。 

○豊田総務部次長 それでは、私から特別

徴収の通知方法について、再度、ご答弁さ

せていただきたいと思います。 

 １２月に罰則規定がないからというこ

とで、そういうふうなお話があったという

ことは委員からお聞きしたわけなのです

けれども、私どもといたしましては、この

１月に全国都道府県・市町村税担当課長会

議がありまして、そこにおきまして、神奈

川県からだったと思うのですけれども、こ

の質問がありまして、その質問に対して総

務省は、地方税法施行規則第３様式に個人

番号と載っており、この欄に記載する個人

番号とはアスタリスクの入ったものでは

なく、１２ケタのものが個人番号であると

の回答をされておりますので、私どもはそ

れに沿って１２ケタを打っていきたいと

考えております。 

○三好義治委員長 副市長。 

○奥村副市長 それでは、公共施設等の再

整備について、私の方から答弁させていた

だきます。 

 一般的には、公共施設と言われるものに

は、箱モノというふうにすぐイメージがわ

くんですけれども、今回の公共施設等総合

管理計画に「等」がついておりますのは、

いわゆる、道路、橋、上下水道のインフラ

も含めた考え方ということで理解をして

おります。 

 それで、過日の代表質問におきまして、

公共施設等総合管理計画についてのご質

問もございました。これは、ご存じのよう

に、公共施設やインフラの老朽化が全国的

な課題になっておるということで、地方公

共団体については、それらをどういうふう

に整備をしていこうかということで計画

を出したところでございます。 

 これをキーワードというのは、新しくつ

くることから、賢く使うというようなこと

が重点課題というふうに言われておりま

す。具体的に、公共施設をどうマネジメン

トするか、ここがポイントになってくるで

あろうというふうに思っております。 
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 先ほど、担当課長から答弁申し上げまし

たように、営繕組織を取り込んだ専任組織

体制づくり、これを基礎固めとして５年間、

で体制整備をしていくという答弁があり

ました。それを受けて、今後、そうしたら

どうしていくのだということになろうか

と思います。いわゆる、公共施設のマネジ

メントをどうするのかということに移っ

ていくと思います。 

 まだ、その組織体制できておりませんの

で、前提的な協議討議はされておりません

が、これは私自身の個人としての意見を聞

いていただきたいというふうに思ってお

ります。 

 まず、特に必要な公共施設。まず、これ

は長寿命化であろうというふうに思って

おります。必要な施設は、すぐさま更新と

いうことではなしに、できるだけ長期に使

うということが求められるというふうに

思っております。いわゆる、既存の公共施

設の安易な建て替え、あるいは新築という

のは、やはり、財政的には無理があります。

そういう意味では、財政的に有利なように

長寿命化というのが第一優先かなという

ふうに思っております。 

 次に、施設をつくる場合、今、特に箱モ

ノはそうなのですけれども、縦割り部局に

設置されている施設の名称とか、イメージ、

これは、やはり払しょくしていかなければ

ならないというふうに思っております。一

つは、例としてなのですけれども、例えば、

老人施設ということになれば、その施設は

お年寄りの方だけしか利用できない。ある

いは、児童センターということになれば、

児童しか利用できないと。そういうような

固定観念が我々にあると思います。そうい

う意味では、複合化をしながら、老人の方

も、あるいは子どもも使っていただく、そ

ういう施設づくりというのも、やはり、必

要になってくるのではないかなと思って

おります。 

 それから、民間施設の利用合築というの

も、やはり、視野に入れる必要があるのか

なというふうに思っております。いわゆる、

民間施設を借用するとか、あるいは、１階、

２階のところに民間施設が入って、３階、

４階は公共施設、そういうような人がたく

さん集まるような合築というのも、やはり、

検討していかなければならないかなとい

うふうに思っております。 

 それから、最後に、広域的な視野、先ほ

ど、消防の方の広域化というのがあるので

すけれども、ソフトのみならず、例えば、

ハードについて、中断はしておりますけれ

ども、茨木市とのごみ処理施設、これの広

域化というのも、やはり、推進をしていか

なければならないのかなというふうに思

っております。 

 それから、民間への代替の可能性、これ

も、やはり、探っていくべきかなあという

ふうに思います。先ほどの野口委員の質疑

の中で、博物館等々の施設では指定管理は

適さないというようなご意見があったと

思うんです。これは、やはり、民間ベース

で言えば、いわゆる、収益が上がらない。

収益の上がらない分については公がやら

なければなりませんけれども、収益の上が

る分については、やはり、民間にどんどん

積極的に、進出していただきたいというふ

うに思っております。 

 これらをキーワードにしながら、具体に

公共施設をどうマネジメントするか、これ

が今後の課題であろうかというふうに思

っております。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 冒頭に申し上げたように、
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これから、将来に向かって摂津市のまちを

どうつくっていくのかという、そういう立

ち位置で、いろいろな問題について、自治

体の仕事である、市民をしっかり支えてい

くという立場で判断をして頑張っていた

だくと。 

 税金の問題でありますけれども、大事な

問題であるから、それで各自治体も苦慮し

ているわけです。そんな中で、全国的には

何もしないで現状どおり普通郵便で送る

ということも出てきているわけですよ。そ

ういう実態をちゃんとつかんで、罰則がな

いのだから、そういう立場をとっている自

治体は頑張ろうとしているわけで、それを

きちんと受けとめて対応すると。 

 普通郵便にプラス特定記録郵便で１６

０円かかるわけですよ。お金もかかります

と。これは、何をいつ出したかの記録だけ

であって、その郵便の過程でなくなったら

どうしますか。こういう問題もあるわけで、

罰則がなければ、このマイナンバーについ

ては記載なしで送付するという立場をと

るべきだということを改めて強調してお

きます。 

 それで、無断録音問題です。 

 一回、きちんと統一方針をつくってほし

いんですよ。その後、団体の方々が話し合

ったら、じゃあ、「あなたの団体のところ

とはもう録音をしません。」で終わってい

るわけですよ。団体の意思としては、複数

で話し合っていますから、メモを取ったら

いいじゃないですかという立場なんです。

そういう方もいるわけですよ。 

 だから、無断で録音することについての

受けとめ方、考え方の根本的なところに問

題があると思うんです。そこをちゃんとす

べきだと。厳しくしなくてもいいと思いま

すけれども、そういう点で、統一改善策を

ぜひ練っていただきたいということで、お

願いをしておきます。 

 あと、指定管理の問題について厳しく労

働条件については管理をしていきたいと

いう趣旨のお話をしましたので、やはり、

実際問題、小学校の現場でそういう事態が

ありましたので、指針どおりにちゃんと行

政としては対応していくのだということ

で、人数もきちんと把握して進めて対応し

ていただきたいと。職員管理はまた、改め

て議論したいと思いますので、以上で質問

終わります。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

（午後５時３分 休憩） 

（午後５時４分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 本日の委員会は、この程度にとどめ散会

します。 

（午後５時５分 散会） 
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